
                        

 

 

 

 

 

令和７年度当初予算等 

施 策 集 

 

 

 

 

島 根 県  

資料５ 報  道  解  禁 

県議会運営委員会（２月７日）終了後 



                        

目 次 

 

Ⅰ 活力ある産業をつくる 

１ 魅力ある農林水産業づくり   ・・・・・  1 

２ 力強い地域産業づくり   ・・・・・ 26 

３ 人材の確保・育成    ・・・・・ 51 

Ⅱ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

１ 結婚・出産・子育てへの支援  ・・・・・ 63 

Ⅲ 地域を守り、のばす 

１ 中山間地域・離島の暮らしの確保  ・・・・・ 89 

２ 地域の強みを活かした圏域の発展  ・・・・・ 97 

３ 地域の経済的自立の促進   ・・・・・100 

４ 地域振興を支えるインフラの整備  ・・・・・104 

５ 地域の生活基盤を支える人材の確保    ・・・・・110 

Ⅳ 島根を創る人をふやす 

１ 島根を愛する人づくり   ・・・・・124 

２ 新しい人の流れづくり   ・・・・・136 

３ 女性活躍の推進    ・・・・・142 

Ⅴ 健やかな暮らしを支える 

１ 保健・医療・介護の充実   ・・・・・150 

２ 地域共生社会の実現    ・・・・・164 

Ⅵ 心豊かな社会をつくる 

１ 教育の充実     ・・・・・173 

２ スポーツ・文化芸術の振興   ・・・・・193 

３ 人権の尊重と相互理解の促進  ・・・・・199 

４ 自然、歴史・文化の保全と活用  ・・・・・202 

Ⅶ 暮らしの基盤を支える 

１ 生活基盤の確保    ・・・・・207 

２ 生活環境の保全    ・・・・・214 

Ⅷ 安全安心な暮らしを守る 

１ 防災対策の推進    ・・・・・222 

２ 安全な日常生活の確保   ・・・・・230 

（参考） 

１ 令和７年度ふるさと島根寄附金（ふるさと 

納税）活用事業          ・・・・・232 

２ 令和７年度新しい地方経済・生活環境創生 

交付金事業（第二世代交付金）   ・・・・・236 

 

注）予算額は、Ｒ７年度当初予算とＲ６年度 11月補正（国土強靱化対策等）、２月補正予算の合計額 



Ⅰ 活力ある産業をつくる 

１ 魅力ある農林水産業づくり 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

１ 

 

拡充 

 

持続可能な米づく

りへの構造転換対

策事業 

 

 

228,187 
 

将来にわたって持続的な米生産が可能 

となるよう、担い手が米生産コストの削 

減を図りながら、経営規模拡大を進める 

取組を支援 

①収益性の高い米づくりに向けた担い 

手の経営改善対策 

・低コスト生産・省力化技術の導入

による効果を検証し、地域へ波及

するためのモデルを構築 

・ほ場管理システムを活用した効率

的なほ場管理を推進するため、そ

の効果を検証 

②気候変動に対応した米づくりの推進 

【新規】 

・「コシヒカリ」から高温耐性に優れ

た品種への転換 

・新品種の選定及び育種 

③集出荷体制の合理化によるコスト削

減対策         【新規】 

・しまね米広域集出荷施設整備 

    県東部に点在するＪＡしまねの 

米集出荷施設を再編し、新たに設 

置する広域集出荷拠点施設整備に 

対して支援 

［負担割合］ 

国 1/2・県 1/6・事業者 1/3 

・水稲担い手のフレコン出荷体制の

整備 

担い手が米出荷体制をフレコン

出荷に切り換えるために必要な経

費を支援 

［助成率］1/3 

［助成要件］ 

出荷先である米集荷業者等が

県補助額と同額以上の支援をす

る場合に限る 

［助成上限額］333 万円 

 

 

 

 

 

 

 

農林水産部 
[農山漁村振興

課]  
 

－1－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

２ 

  

新規就農者確保推

進事業 

 

153,136 

[うち補正] 

51,000 

 

本県農業の持続的発展に向け、自営就

農希望者の確保を推進 

 ①Ｕターン・Ｉターン希望者に対し、県

と市町村で協力して就農条件と生活

環境をパッケージで提案 

 ②農林大学校を中心とした農業高校と

の縦の連携、農業高校間の横の連携

を強化し、意欲ある農業高校生が自

営就農を目指して農林大学校へ進学

する環境を整備 

③農業経営者として必要な知識や技術

について、農林大学校のカリキュラ

ムと一体化した研修を実施 

④農林大学校によるリモート座学と地

域の受入経営体による実習を組み合

わせた研修を実施し、就農希望者の

確保を加速 

⑤親元就農を含む新規就農者がスムー

ズに経営を継承・発展できるよう、農

業用機械施設の修繕・移設・撤去、法

人設立費用や専門家謝金、機械施設

の導入等を支援 

 

 

農林水産部 
[農業経営課] 

 

 

３ 

  

新規就農者定着促

進事業 

 

274,380 

 

 

本県農業の持続的発展に向け、自営就

農希望者の定着を促進 

 ①50 歳未満で就農する者に対して、就

農意欲の喚起と就農後の定着を図る

ための資金を交付（国制度） 

  ・就農前研修 

最大 150 万円／年、最長２年 

  ・自営就農後 

最大 150 万円／年、最長３年 

 ②50 歳以上で就農する者に対して、就

農意欲の喚起と就農後の定着を図る

ための資金を交付（県制度） 

  ・就農前研修 

最大 144 万円／年、最長１年 

  ・自営就農後 

最大 72 万円／年、最長２年 

 

 

 

 

 

 

 

 

農林水産部 
[農業経営課] 

－2－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

４ 

  

農林大学校機能強

化事業 

 

35,000 

 

 

地域農業における担い手を確保・育成

するため、農林大学校の教育研修機能強

化を推進 

①養成部門 

雇用就農後、独立に向けキャリア

アップできるよう、機械操作実習等

を強化 

②研修部門 

   定年帰農者等が地域農業に従事し

ながら、水稲、園芸の土地利用型農業

の機械操作技術を習得できる研修等

を追加 

 

 

農林水産部 
[農業経営課] 

 

 

５ 

  

担い手経営発展支

援事業 

 

 

300,969 

 

 地域や産地を支える中核的な経営体

（販売額 1,000 万円以上）を確保・育成

するため、認定農業者等の規模拡大、経営

の改善・発展及び誘致経営体の経営開始

に必要な機械・施設整備等を支援 

［助成対象者］ 

集落営農法人、認定農業者、認定新

規就農者 等 

［助成率］1/3、1/4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農林水産部 
[農業経営課] 
[産地支援課] 

 

－3－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

６ 

  

地域をけん引する

経営体確保対策事

業 

 

 

14,740 

  

 

高い生産技術や独自の販路を持ち、地

域の農業者とともに産地づくりを進める

意欲のある「地域をけん引する経営体」を

確保し、この経営体を核とした地域の農

業法人・農業者を巻き込んだ産地づくり

を推進 

 ①誘致ガイドの作成 

   県の概要、支援策等をまとめた誘

致ガイドを作成 

②受入れ検討地域が行う企業調査支援 

経営体の受入れを検討する地域

が、参入候補経営体の調査を行うた

めの経費を支援 

 ③誘致活動の推進 

・企業の発掘を強化するためのコン

サルタント企業への委託 

・誘致候補となる経営体が行う現地

調査を支援 

 ④地域と連携した参入の検討を促進 

経営体の受入れを希望する地域の

農業者等が、参入候補経営体の栽培

予定品目を試作する経費を支援 

 ⑤経営開始期の活動を支援 

・経営開始期初期費用である登記・

雇用・賃貸費用を支援 

［助成率］登記・雇用・独立 定額 

賃貸 1/2 

・自社の技術や販路を活かし、県内

の生産環境や流通環境に沿った経

営確立に必要なソフト経費を支援 

［助成率］1/2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農林水産部 
[農業経営課] 

 

 

－4－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

７ 

 

拡充 

 

農地利用集積促進

事業 

 

 

388,479 

[うち補正] 

2,000 

 

担い手への農地集積・集約化や耕作放

棄地の解消を加速化するため、農地の出

し手・受け手や農地中間管理機構の活動

を支援 

 ①農地の「出し手」への支援 

   機構集積協力金を交付 

 ②農地の「受け手」への支援 

・農地をまとめて借り入れる中山間

地域の認定農業者等に対し、支援

金を交付 

   ［交付単価］２万円／10a 

・担い手不在集落に出向き、農地維

持や農業生産を支援する取組を行

う中山間地域の担い手に対する支

援金を交付             【拡充】 

   ［交付単価］３万円／10a 

 ③農地中間管理機構運営費 

     農地中間管理機構を運営する（公

財）しまね農業振興公社に対し運営

費を支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農林水産部 
[農業経営課] 

－5－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

８ 

 

新規 

 

地域主導型産地創

生支援事業 

 

 

90,000 
 

関係機関との役割分担のもと、産地の

維持・発展に向けて主体的な取組を行う

産地を重点的に支援し、持続可能な産地

づくりを推進 

①産地ビジョン作成支援 

［事業実施主体］ 

農林漁業者等で組織する団体 

［助成対象経費］ 

市場調査、専門家招へい等に要

する経費 

［助成額］定額 

［助成上限額］50万円 

②産地ビジョン実行支援 

［事業実施主体］ 

農林漁業者等で組織する団体 

［助成対象経費］ 

商品開発、施設整備等に要する

経費 

［負担割合］ 

県1/2・市町村1/6・事業者1/3  

［助成上限額］ 

3,000 万円／３年度・団体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農林水産部 
[産地支援課] 

－6－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

９ 

 

拡充 

 

水田園芸拠点づく

り事業 

 

196,448 
 

水田を活用した園芸の産地化を加速す

るため、拠点産地の形成・拡大に向けた取

組や水田園芸に意欲を持って取り組む農

業者の規模拡大を支援 

①拠点産地の形成・拡大に向けた地域 

での計画づくり・実行支援 

  ・拠点産地の形成・拡大に向けた地域

の計画策定や取組を支援 

［助成率］1/2 

  ・各地域での拠点産地の形成に向け 

   て県が主体的に共同化・分業化等 

の仕組みづくりを推進  【新規】 

 ②機械共同利用の体制づくり支援 

 ・農業者が共同で利用する機械や 

ＪＡ、公社等が農業者へ貸出する 

機械の導入を支援    【拡充】 

［助成率］ 

1/3 

※露地品目 3ha 以上又は施設

品目 30a 以上拡大する場合

は 1/2 

 ③作業受託の体制づくり支援 

  ・法人等が作業受託するために必要 

   な機械等の導入を支援  【拡充】 

   ［助成率］ 

1/3 

※露地品目 3ha 以上又は施設

品目 30a 以上拡大する場合

は 1/2 

 ④機械化等の推進 

  ・拠点産地化の取組に参画する経営 

   体の規模拡大に必要となる施設、 

機械整備を支援 

［助成率］1/3 

 ⑤広域での仕組みづくり支援 

  ・国事業を活用した広域育苗施設や 

   広域選果施設、１次加工施設等の 

   整備を支援       【拡充】 

［助成率］1/6 

 ⑥ハウス等整備支援 

  ・県推進品目の生産、研修に必要な 

ハウス等の整備を支援 

［助成率］ 

・国事業活用の場合 1/4 

・国事業非活用の場合  

1/3、1/4（市町村が 1/4 以 

上助成する場合） 

 

農林水産部 
[産地支援課] 

 

－7－



 

 ⑦加工・業務用向け契約取引促進事業

【新規】 

・水田園芸推進品目であるキャベツ

の生産と契約取引の拡大に向け

て、産地と加工業者等との取引を

仲介する中間事業者が、契約数量

を確保するために市場等から調達

した場合、調達に係る掛増し経費

の一部を助成 

   ［助成対象者］ 

県内中間事業者 

    ※県内農業者（生産者）との共同

申請により事業を実施 

   ［助成率］1/2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－8－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

10 

 

拡充 

 

有機農業推進事業 
 

33,449 
 

農業者が意欲的に実需者ニーズに応じ

た有機農産物の生産や拡大に取り組める

よう、販売力を高める取組や有機ＪＡＳ

認証取得等を支援 

①有機農業チャレンジ支援    【新規】 

  ・新たに有機農業に取り組む試行的

な取組を支援 

   ［助成率］1/2 

   ［助成上限額］30 万円 

  ・実需者から求められ、産地化が可能

な推進品目について県が主体的に

産地づくりを推進 

 ②有機農業レンタル機械導入支援 

 【新規】

  ・有機農業の産地づくりに取り組む

産地協議会やＪＡ等のレンタル用

機械導入を支援 

   ［助成率］1/3 

   ［助成上限額］200 万円 

③有機ＪＡＳ認証取得支援 

  ・有機ＪＡＳ認証取得経費の一部を

支援 

  ［助成率］定額又は 1/2 

［助成上限額］50 万円 

④有機ＪＡＳ認証取得支援体制強化 

  ・有機ＪＡＳ講習会の実施 

  ・有機ＪＡＳ認証アドバイザー設置 

  ・有機ＪＡＳ適合資材リスト整備 

                 等   

⑤有機農業産地づくり支援 

  ・有機農業の産地形成に必要な取組

を支援 

   ［助成率］1/2 

［助成上限額］50 万円 

  ・有機農業の産地形成に必要な機械

施設の取得等を支援 

   ［助成率］ 

・国事業活用の場合  1/6 

・国事業非活用の場合 1/3 

 ⑥販路と結びついた生産力強化対策 

・「マーケットイン」による有機栽培

技術支援 

・販路拡大、物流改善に向けた生産

者組織の活動支援 

・実需者への商品提案、マッチング

機会の創出 

 

 

農林水産部 
[産地支援課] 

－9－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

11 

  

美味しまね認証制

度を核としたＧＡ

Ｐ推進事業 

 

69,248 
 

県産農林水産物の安全の確保と消費者

の信頼づくりを促進し、市場競争力を強

化するため、国際水準ＧＡＰ（美味しまね

ゴールド含む）を推進 

①美味しまね認証の審査・認証 

②ＧＡＰの推進 

・ＧＡＰ指導体制の強化、生産者向

け研修の実施 

・ＧＡＰ生産者協議会の活動支援に

よるＧＡＰの推進活動の実施 

③美味しまね認証運営 

・認証マークの管理 

・専用ホームページの運用 

④美味しまね認証産品検査 

・認証品の残留農薬検査の実施 

 

 

農林水産部 
[産地支援課] 

 

12 

  

しまねの農産物販

路拡大支援事業 

 

 

31,531 

 

有機農産物、美味しまね認証産品等の

特徴ある島根県産農産物の販路拡大を支

援 

①美味しまね認証産品・有機農産物の

販売強化 

②農産物の商談に向けた研修会の開催

及び物流実証 

③農産物の販路拡大に向けた商談会参

加支援 

④アドバイザー派遣や商品開発支援な

どによる６次産業化の推進 

⑤農産物の学校給食等での活用拡大を

推進 

 

 

農林水産部 
[産地支援課] 

－10－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

13 

  

農業の競争力強化

対策事業 

 

709,373 
 

農業の競争力強化や経営安定などの取

組を支援 

①農業競争力強化対策事業 

農産物生産の収益力向上に計画的

に取り組む農業者に対し、高収益な

作物等への転換や低コスト・安定生

産に必要な施設整備、機械・機器の導

入を支援 

②みどりの食料システム戦略推進事業 

環境負荷軽減と持続的発展に向け

た有機農業のモデル的先進地区の創

出や、スマート農業の産地展開を支

援 

 ③畜産競争力強化対策事業 

畜産クラスター計画に位置付けら

れた中心的な経営体に対し、収益力

の強化や家畜環境問題への対応に必

要な施設の整備、家畜導入を支援 

 

 

農林水産部 
[産地支援課] 

[畜産課] 

 

14 

 

新規 

 

省力化投資支援事

業 

 

195,000 
 

慢性的な人手不足へ対応していくた

め、県内農林水産事業者が実施する、省力

化に向けた設備投資に要する経費の一部

を支援 

［助成対象者］ 

以下のいずれかを満たす農林水産

事業者 

・求人活動を実施したが、充足に至

っていないこと 

・人手不足状態であることが認め

られること 

［助成率］1/3 

［助成上限額］150 万円 

 

 

 

 

 

 

 

農林水産部 
[産地支援課] 

[林業課] 

[沿岸漁業振興 

課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

15 

 

拡充 

 

しまね和牛生産振

興事業 

 

96,767 

 

 

 

しまね和牛の評価向上や認知度向上に

よる販売拡大の取組等を推進し、肉用牛

生産の拡大を促進 

①生産構造転換対策     【新規】 

・酪農経営体が和牛繁殖部門を導入

するために必要な牛舎等を改修す

る経費を支援 

［助成率］1/3 

［助成上限額］300 万円 

・繁殖成績に優れた繁殖雌牛の増頭

を支援 

［助成額］15 万円／頭 

②繁殖素牛価格向上対策   【拡充】 

・市場出荷雌子牛の牛伝染性リンパ

腫検査費用を支援 

［助成額］3,500 円／頭 

・市場出荷雌子牛又は母牛のゲノミ

ック検査費用を支援 

［助成額］１万円／頭 

③肥育牛評価向上対策    【拡充】 

新たな美味しさ評価・ＰＲ指標の

導入による「しまね和牛」の特徴づく

りを実施 

④販路拡大対策 

・県外消費者の「しまね和牛」に対す

る更なる認知度向上を図るため、

ＰＲイベントの開催やＰＲ資材の

作成を実施 

・県外販売拡大支援として、県外へ

の販売（輸出を含む）を拡大しよう

とする県内事業者の取組を支援 

［助成率］1/2 

［助成上限額］150 万円 

⑤全国和牛能力共進会出品対策 

次世代のしまね和牛の担い手の確

保に繋げるため、前回大会で優秀な

成績を獲得した肉牛に加えて種牛で

も好成績を収め、全国に「しまね和

牛」をＰＲできるよう出品対策を実

施 

 

 

 

 

 

 

 

 

農林水産部 
[畜産課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

16 

  

新たな種雄牛造成

体制整備事業 

 

 

34,589 
 

超優秀雌牛の導入やゲノミック評価の

活用により、市場価格をリードするスー

パー種雄牛を造成 

①超優秀雌牛活用対策 

・畜産技術センターに超優秀雌牛を

導入し、遺伝子の活用を促進 

・新たな能力評価指標による母牛選

抜の実施（500 頭） 

②検定強化対策 

「とも補償制度」の充実により、新

規種雄牛の能力評価を行う後代検定

を促進 

［産子価格補償］上限６万円／頭 

［検定調査協力金］４万円／頭 

③家畜改良事業団連携 

包括的連携協定を締結した（一社）

家畜改良事業団等との改良戦略会議

や人材育成研修等により、次世代種

雄牛を早期に造成する新たな体制づ

くりを実施 

 

 

農林水産部 
[畜産課] 

 

 

17 

  

放牧拡大推進事業 

 

16,000 
 

労力軽減と低コスト生産に有効な放牧

に継続的に取り組めるよう、放牧場の適

正な活用を行う仕組みの構築と併せて、

荒廃した放牧場の再整備や管理機器の導

入を支援 

［助成対象者］ 

畜産クラスター協議会等 

［助成内容］ 

①公共放牧場再整備 

・雑灌木の除去、シバや牧草の再

播種 

・牧柵の修繕、簡易牛舎の整備 

②牧野管理体制整備 

・荒廃放牧地の管理に必要な管理

機器等の整備 

［助成率］1/3 

［助成上限額］①330 万円、②600 万円 

 

 

 

 

 

 

 

農林水産部 
[畜産課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

18 

 

拡充 

 

新たな耕畜連携体

制確立事業 

 

14,000 
 

耕畜連携の取組を推進するため、新た

な耕畜連携の体制づくりを支援 

①県内産飼料流通体制整備 

体制構築に必要な施設機械整備、

輸送方法の実証等に係る経費を支援 

［助成率］ソフト 1/2、ハード 1/3 

［助成上限額］300 万円 

②耕畜連携ＳＤＧｓ産品化対策【新規】 

ＳＤＧｓ商品の販売体制構築に必

要な経費を支援 

［助成率］1/2 

［助成上限額］200 万円 

 

 

農林水産部 
[畜産課] 

 

19 

  

島根県獣医師確保

緊急対策事業 

 

 

44,145 
 

県職員獣医師及び県内産業動物臨床獣 

医師の安定確保を図るために、修学資金 

の貸与等に加え、職場の魅力化と他県と

の差別化を図る取組を実施し、その発信

を強化 

①修学資金の貸与等 

［対象者］ 

・県職員及び県内の産業動物臨床

獣医師等を目指す獣医系大学生 

・県職員獣医師へ転職する獣医師 

［貸与額］ 

国公立大 月額 10 万円 

私立大  月額 18 万円 等 

②獣医系大学生の農場実習受入れ 

学生の宿泊費と旅費、協定農場の

受入経費を支援 

③獣医系大学との共同研究 

研究テーマに沿った協定農場をマ

ッチングし、調査やサンプリングを

行う学生・教師をサポート 

④出前講座の実施 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農林水産部 
[畜産課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

20 

 

 

 

家畜疾病危機管理

対策事業 

 

 

200,000 
 

高病原性鳥インフルエンザ、豚熱、アフ

リカ豚熱、口蹄疫等の越境性動物疾病発

生に備えた初動防疫活動や農家への損失

補償経費を計上 

①初動防疫経費 

消毒資材、焼埋却経費等 

②農家への損失補償 

殺処分や移動制限に伴う損失補償 

③風評被害対策経費 

消費者への情報提供や安全性の 

ＰＲ等 

 

 

農林水産部 
[畜産課] 

 

 

21 

 

新規 

 

高病原性鳥インフ

ルエンザ緊急対策

事業 

 

48,750 

[うち補正] 

24,000 

 

令和６年10月に県内養鶏農場で発生し

た高病原性鳥インフルエンザを受け、緊

急的に実施する鶏舎の改修等の発生予防

対策及び発生時の経営再開に備えるため

の家畜防疫互助基金への加入を支援 

①発生予防対策 

   養鶏農場が、防鳥ネットの張替え

や鶏舎の外壁の修繕・周囲の樹木の

伐採等のウイルスの侵入防止対策を

行う場合に、その経費の一部を支援 

  ［助成率］1/4 

  ［助成上限額］40円／羽 

  ［対象期間］ 

Ｒ６年 11月～Ｒ７年９月 

②経営再開支援 

   養鶏農場の家畜防疫互助基金への

新規加入と加入継続を促すため、鳥

インフルエンザシーズンまでに加入

した生産者積立金の一部を支援 

［要件］ 

・令和７年９月末までに契約締結

していること 

・３年間基金に加入すること 

［助成率］ 

Ｒ７ 1/2 

  Ｒ８ 1/3 

  Ｒ９ 1/6 

 

 

 

 

 

 

農林水産部 
[畜産課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

22 

  

意欲と能力のある

林業経営者育成・

就業者確保総合対

策事業 

 

158,770 
 

「意欲と能力のある林業経営者」の育

成・強化及び林業就業者の確保を推進す

るため、総合的な対策を実施 

①意欲と能力のある林業経営者の育

成・強化対策 

・林業に対する理解の促進、広報活

動強化、林業事業体が行うインタ

ーンシップ等を支援 

・週休二日制の導入などの労働条

件、若者や女性が働きやすい就労

環境の改善、新規林業就業者の資

格取得と林業機械操作の技術習得

等を支援 

・キャリアアップ制度導入や経営体

質強化を専門家により指導 

②技術力のある人材の確保・育成 

・農林大学校林業科の学生に給付金

を支給し、就学を支援 

［給付上限額］年間 142 万円／人 

［給付期間］最大２年間  

［給付枠］36 人 

 

 

 

農林水産部 
[林業課] 

 

 

23 

 

 

 

林業・木材産業循

環成長対策事業 

 

 

1,290,000 
 

循環型林業の実現に向けて、森林整備

から木材の伐採・搬出・利用までの一体的

な取組を支援 

［事業内容］ 

木材の増産、生産性の向上に取り

組む林業事業体等が行う作業道整

備、高性能林業機械の導入、木材加工

流通施設整備、木質バイオマス関連

施設整備等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農林水産部 
[林業課] 

[森林整備課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

24 

 

拡充 

 

 

製材力強化事業 

 

141,900 
 

地域ごとに原木の生産・流通・加工をネ

ットワーク化するウッドコンビナートの

基盤整備となる製材工場の新設・規模拡

大や原木市場等の木材流通機能強化を支

援 

①製材工場の新設や既存工場の規模拡

大支援 

・製材工場が行う原木確保や流通調

査等支援 

［助成額］調査費 250 万円以内  

・実施設計、施設移転費の支援  

［助成率］1/2、3/10  

・用地取得、土地造成の支援  

［助成率］ 

増加固定経費の最大 30％  

・雇用への支援 

［助成額］ 

増加雇用従業員数×100 万円／人 

（中山間地域等は 130 万円／人） 

②製材工場の施設改良等機能強化 

 ・県産原木消費量を大きく増加させ

る中核製材工場の施設整備の支援 

［助成率］2/3（国 1/2・県 1/6） 

・既存製材工場の施設改良等  

［助成率］1/3 

・高品質・高付加価値な製品づくりに

不可欠なＪＡＳ認定取得の支援 

［助成率］1/2 

③ウッドコンビナート推進事業【新規】 

各地域における木材利用拡大に向

けた林業関係者等の連携した取組を

支援 

［助成率］1/2 

④木材流通拡大対策 

・原木市場改良による機能強化の支

援 

［助成率］1/3 

・市場機能を補完する中間土場の設

置の支援 

［助成率］ 

ハード 2/3（国 1/2・県 1/6） 

ソフト 1/2 

 

農林水産部 
[林業課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

25 

 

拡充 

 

県産木材利用促進

事業 

 

101,039 
 

県産木材の需要拡大や、品質・付加価値

の高い木材製品の出荷拡大を図るため、

県産木材を積極的に使用した住宅・非住

宅建築への支援や、県外への販路拡大に

向けての取組を支援 

１ 県産木材利用促進事業 

①「しまねの木」活用建築士・工務店認

定制度 

県産木材を積極的に使用する建築

士や工務店を「『しまねの木』活用建

築士・工務店」として認定する制度の

運用 

②県産木材建築利用促進事業 

・認定工務店が建築した県産木材を

60％以上使用した住宅・非住宅建

築物について、県産木材総使用量

に応じて段階的に支援 

［助成額］ 

県産木材使用量 

・住宅（新築）の場合 

25 ㎥以上：37.5 万円／戸 

10～25 ㎥未満： 

10.0～34.5 万円／戸 

・住宅（増改築）の場合 

18 ㎥以上：20 万円／戸 

10～18 ㎥未満： 

10.0～19.8 万円／戸 

５～10 ㎥未満：５～９万円／戸 

※１㎥毎に１万円アップ 

・非住宅建築物の場合 

70 ㎥以上：100 万円／戸 

25～70 ㎥未満： 

37.5～96.3 万円／戸 

※10～25 ㎥未満までは住宅

（新築）と同額 

［助成上限額］ 

住宅（新築）37.5 万円／戸 

住宅（増改築）20 万円／戸 

非住宅建築物 100 万円／戸 

［加算］ 

ＪＡＳ材・内装材等を使用し

た場合は、１㎥当たり１万円を

加算         【拡充】 

［加算上限］ 

住宅：12.5 万円／戸 

 

農林水産部 
[林業課] 
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     非住宅建築物：30 万円／戸 

・非住宅建築物を認定建築士が設計

する場合に木造設計費の掛かり増

し経費に対して支援  

［助成率］木工事費の 8.75％  

［助成上限額］100 万円／棟  

２ 「しまねの木」県外販路拡大対策事業 

県内の製材工場等が都市圏等の建

材展示会へ出展・商談等をする際に

要する経費を支援 

［助成率］定額、1/2 

３ 県産木材製品の新商品開発・県外販

路拡大対策 

① 新商品開発支援  

県内製材工場等が行う高品質・高

付加価値県産木材製品の新商品開発 

と試験出荷に要する経費を支援  

［助成率］1/2 

［助成上限額］250 万円  

②展示商談会開催  

県外需要を喚起し、新商品等の県

外販路を拡大するため、展示商談会

等を開催 

４ 経営環境に対応した製材工場の育成

事業 

  環境配慮への関心の高まりからカー

ボンオフセット等の新たな動きに対応

した販路拡大や経営戦略を持つ製材工

場を育成するため、合同セミナーの開

催や経営診断等を実施 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

26 

 

 

 

水と緑の森づくり

事業 

 

 

206,885 

 

水と緑の森づくり税を財源とし、県民

と協働して緑豊かな森を保全し次世代に

引き継いでいく取組を支援 

［事業期間］Ｒ７～11 

①県民参加・生活環境を守る森づくり 

集落周辺の里山を点検し、荒廃状

況に応じた森林整備による里山林の

再生や、県民自らのアイディアと参

加による森林づくり活動等を支援  

②森と木を未来につなぐ取組  

林業の担い手確保のための高校生

の林業学習、優良な林業用種子供給

体制の強化、県内外へのしまねの森

と木の魅力発信等を実施 

③森づくり情報発信事業  

水と緑の森づくり税・事業の情報

発信や森林の持つ公益的機能の普及

啓発等を実施 

 

 

農林水産部 
[林業課] 

 

 

27 

  

林業・木材産業生

産基盤強化事業

（合板製材事業） 

 

 

245,893 

[うち補正] 

245,893 

 

 

合板・製材・集成材等の競争力及び建築

用木材等の供給力の強化を図るため、海

外情勢の影響を受けにくい需給構造の構

築を図る取組を支援 

①間伐材生産 

・間伐材の生産 

68.8 万円／ha 以内 

・関連条件整備 

2,000 円／ｍ以内 

②路網整備・機能強化 

・林業専用道（規格相当）整備 

3.8 万円／ｍ以内 

・森林作業道整備 

2,000 円／ｍ以内 

・航空レーザー計測 

5,000 円／ha 以内 

 ③再造林の低コスト化 

  ・一貫作業システム 

   117 万円／ha 以内 

④高性能林業機械等の整備 

  ［助成率］ 1/2 以内 

⑤苗木生産基盤施設等整備 

 ［助成率］ 1/2 以内 

 

 

農林水産部 
[林業課] 

[森林整備課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

28 

 

新規 

 

森林経営の収益力

向上に向けた原木

生産促進事業 

 

78,800 
 

森林経営の収益力向上に向け、新たな

技術等を取り入れた生産性を高める取組

や効率化・省力化につながる高性能林業

機械等の導入を支援 

①原木生産新技術等導入促進事業 

［助成対象］ 

新たに効率的な技術の習得に取

り組む林業事業体 

［助成額］  

１年目 20 万円／ha 

 ２年目 15 万円／ha 

 ３年目 10 万円／ha 

②原木生産効率化・省力化対策事業 

［助成対象］  

効率化や省力化につながる高性

能林業機械等を導入する林業事業

体 

［助成率］1/3 

［助成上限額］1,000 万円 

 

 

農林水産部 
[林業課] 

 

 

29 

  

林業省力化技術実

証普及事業 

 

 

3,000 
 

 原木生産の生産性向上と森林整備の省

力化を推進するため、ＩＣＴなどを活用

した林業省力化機器の実証等を実施 

 

 

農林水産部 
[林業課] 

 

 

30 

  

特用林産生産資材

高騰緊急対策事業 

 

25,252 

[うち補正] 

25,252 

 

低コスト型のきのこ生産への転換を促

進するため、省エネ化やコスト低減等に

向けた施設整備や次期生産に必要な生産

資材導入費の一部を支援 

 ［助成対象者］ 

   林業者等の組織する団体、森林組

合、農業協同組合等 

 ［助成率］ 

  ・ハウス整備 3/4（国 1/2・県 1/4） 

・上記以外  1/2（全額国費） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農林水産部 
[林業課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

31 

 

拡充 

 

しまねの漁業担い

手づくり事業 

 

81,154 

 

沿岸自営漁業の担い手を確保・育成す

るため、新規就業者の定着や沿岸自営漁

業者の所得向上を推進 

①新規自営漁業者育成研修（独立型） 

研修の際、個人による指導だけで

なく、地区やグループによる指導を

追加           【拡充】 

自営漁業を目指して、漁業の専門

知識や基本的漁労技術を習得する研

修への支援に、研修期間中の生活支

援金を追加        【拡充】 

  ［助成額］１人あたり 214 万円以内 

［生活支援金]10 万円／月 

②沿岸漁業就業型技術習得研修（就業

型） 

定置網等の漁業経営体で雇用され

ながら、自営漁業の技術を習得する

研修を支援 

  ［助成額］１人あたり 171 万円以内 

  ③沿岸漁業スタートアップ事業 

認定新規漁業者に対し、漁業を開

始する際に必要な機材等の導入を支

援 

［負担割合］ 

県 1/3・市町村 1/3・認定新規漁 

業者 1/3 

  ［助成上限額］100 万円 

④自営漁業者自立給付金 

新規漁業就業者の漁業への定着を

支援するための給付金 

   ・50 歳未満 

120 万円以内×最長５年 

   ・50 歳以上 65 歳未満 

60 万円以内×最長２年 

  ［負担割合］県 1/2・市町村 1/2 

⑤沿岸自営漁業所得向上支援 

地域の漁業者グループ（認定漁業

者等が構成員）等が行う、新たな沿岸

漁業モデルづくり、販売戦略策定、種

苗放流等の意欲的な取組を支援 

［助成率］1/2、1/3 

⑥沿岸自営漁業技術向上対策 

沿岸自営漁業者が所得向上を目指

し、新たな漁業を導入するための実

地研修、試験操業を支援 

⑦沿岸自営漁業就業者確保促進 

就業者フェアへの参加等による相 

 

農林水産部 
[沿岸漁業振興 

課] 

 

－22－



 

談対応や就業アドバイザーによる現 

地指導を実施 

 ⑧自営漁業就業希望者向けのワンスト

ップ相談窓口を設置 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

32 

 

拡充 

 

企業的漁業経営体

と連携した担い手

育成事業 

 

 

12,800 
 

地域の担い手育成に協力的な定置網、

養殖等の漁業経営体等と連携をして、自

営漁業就業希望者の就業を支援する体制

を整備し、新規自営漁業者の確保・育成を

推進 

［事業内容］ 

県と「担い手育成協定」を締結した

企業的漁業経営体等が、研修生を受

け入れる際に必要な機械等の導入経

費を支援 

①企業的漁業経営体と連携した担い

手育成事業 

   ［助成対象者］漁業経営体 

   ［助成率］1/3 

  ②新規漁業就業希望者受け入れ環境

整備事業        【拡充】 

   ［助成対象者］ 

      市町村、漁業協同組合、漁業者

グループ等 

［助成率］ 

・推進活動（ソフト）の場合 1/2 

・施設整備（ハード）の場合 1/3 

 

 

農林水産部 
[沿岸漁業振興 

課] 

 

 

33 

  

水産業競争力強化

漁船導入促進事業 

 

52,000 
 

漁業の構造改革を図るため、国補助事

業を活用してリース事業体が高性能な漁

船を導入し、漁業者にリースする場合、導

入経費の一部を支援 

［助成率］ 

漁船取得費の 1/20 

［助成上限額］ 

１隻あたり 4,000 万円 

［リース事業の対象となる漁業者］ 

沖合漁業や沿岸漁業を行う中核的

な漁業者 

 

 

農林水産部 
[沿岸漁業振興 

課] 

 

 

34 

  

離島漁業再生支援

事業 

 

139,131 
 

漁業集落における、漁場の生産力の向

上や漁業再生に関する活動を支援 

［負担割合］ 

国 1/2・県 1/4・町村 1/4 

 

 

 

 

 

 

農林水産部 
[沿岸漁業振興 

課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

35 

 

 

 

浜田地域基幹漁

業・関連産業継続

緊急支援事業 

 

296,785 
 

県下最大の水産拠点である浜田地域の

基幹漁業における高性能漁船への更新等

を通じた収益性向上の取組を緊急的に進

める浜田市を支援 

［事業期間］Ｒ５～８ 

 

 

農林水産部 
[沿岸漁業振興 

課] 

 

 

36 

 

 

 

漁業試験船「島根

丸」の代船建造 

 

931,557 
 

老朽化が顕著な漁業試験船「島根丸」を

代船建造し、資源管理や海洋環境に関す

る調査研究の実施体制を整備 

［事業期間］Ｒ５～８ 

 

 

農林水産部 
[沿岸漁業振興 

課] 

 

 

37 

 

新規 

 

県内産アユ種苗放

流拡大支援事業 

 

7,000 
 

アユの資源回復・安定化のため、県外産

アユ種苗から、本県の河川環境に適した

県内産アユ種苗への切り替え、放流拡大

を支援 

［事業期間］Ｒ７～11 

 

 

農林水産部 
[沿岸漁業振興 

課] 

 

 

38 

 

 

 

漁業経営構造改善

推進事業 

 

250,000 

[うち補正] 

250,000 

 

 漁業者・漁村集落の活性化や漁業経営

安定等を図るため、共同利用施設整備に

係る費用を助成 

 ［実施主体］ＪＦしまね 

 ［負担割合］ 

国 1/2・県 1/8・市町村 1/8 

・実施主体 1/4 

 

 

農林水産部 
[沿岸漁業振興 

課] 
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Ⅰ 活力ある産業をつくる 

２ 力強い地域産業づくり 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

39 

  

コンベンション誘

致推進事業 

 

 

52,000 

 

 

社会的・経済的波及効果が大きいコン

ベンション（学会、大会等）の誘致促進の

ため、主催者に対して開催経費を助成  

［対象］ 

延べ宿泊者数 100 人以上（県西部

又は隠岐開催の場合は、30 人以上）  

［助成額］ 

  ・学会  

      国内学会 10 万円～300 万円  

      国際学会 5,000 円／人  

              上限 700 万円   

   ・大会  

      国内大会 10万円～150万円（県

西部又は隠岐開催のみ対象） 

      国際大会 2,500 円／人  

              上限 350 万円 

 

 

商工労働部 
[商工政策課] 

 

－26－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

40 

 

拡充 

 

“ご縁も、美肌も、

しまねから。”観光

総合対策事業 

 

515,833 

 

 

“ご縁も、美肌も、しまねから。”をキ

ャッチフレーズとした観光誘客を推進 

①情報発信事業 

・冬季における誘客促進のため、冬の

島根の魅力を美肌のイメージを活

用してＰＲ 

・雑誌、テレビ、ラジオ、インターネ

ット、ＳＮＳなど、ターゲットに応

じて効果的な媒体を組み合わせた

発信を展開             【拡充】 

・フィルムコミッションによるメデ

ィア取材やロケを誘致し、地域の

魅力を発信 

・県外事務所での観光情報の発信 

・各種データの収集・分析を踏まえた

効果的な情報発信を推進 

 ②誘客促進事業 

・地元主体による、地域資源を活用し

た魅力ある観光地域づくりや、周

遊型旅行商品づくりの取組等を支

援 

・出雲地域から石見地域への誘客促 

進のための仕組みづくりやコンテ 

ンツ造成等を実施       【新規】 

・冬季対策として、「温泉」と「食」

をテーマにした商品造成・販売の

支援、旅行会社や交通機関と連携

した誘客キャンペーン等を実施  

【拡充】 

・旅行会社向け観光情報説明会、商

談会の開催             【拡充】 

・教育旅行やユニバーサルツーリズ

ムなどの、テーマ型旅行等を誘致 

・交通機関等と連携したキャンペー 

ン等の実施        

・広域的な観光推進団体や、他県と連 

携した誘客促進 

 

商工労働部 
[観光振興課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

41 

  

外国人観光客誘致

推進事業 

 

292,072 

 

訪日外国人観光客の誘客を促進するた

め、島根県の認知度向上を図るとともに、

受入環境整備を推進 

①市場別プロモーションの推進 

  ・ＳＮＳ等を活用した情報発信 

・旅行博の出展、イベントへの参加

による現地プロモーションを展開 

・現地旅行会社へのセールス活動に

よる旅行商品造成・販売促進 

②ゲートウェイ別の誘客対策 

・広島市内からの個人旅行客向け高

速バス料金の割引支援   

・国際連続チャーター便の運航に向

けた受入体制整備 

・境港、浜田港のクルーズ客船の受

入 

③インバウンド受入環境の整備 

・団体ツアー向けバス料金の割引支

援 

・外国人観光客の利便性向上のため

のデジタルツールの活用 

④外国人観光客誘致関連団体負担金 

   山陰インバウンド機構等関係団体

と連携し、広域観光周遊等を促進 

 

 

商工労働部 
[観光振興課] 

 

 

42 

  

特定有人国境離島

地域滞在型観光推

進事業 

 

 

118,355 
 

隠岐地域での滞在型観光等の促進を支

援 

［事業内容］ 

①町村 

   ・滞在型観光メニューの開発 

・分散型ホテル事業の企画開発 

②隠岐ジオパーク推進機構 

宿泊と体験メニューのセット利 

用で復路乗船運賃が無料となる 

「おき得乗船券」の運用 

 

  ③隠岐空港利用促進協議会 

隠岐発着の航空機利用の団体旅

行商品造成・販売支援 

［負担割合］ 

   国  5.5 /10 

県  2.25/10 

町村 2.25/10 

 

 

 

 

商工労働部 
[観光振興課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

43 

  

県内航空路線利用 

促進（観光振興）事 

業 

 

 

92,530 
 

萩・石見空港の東京線２便化の継続に

向けた観光誘客や、石見地域の観光の魅

力づくりを推進 

①情報発信 

石見地域の観光素材をしまね観光

ナビ内の特設サイトやＳＮＳなどの

媒体を用いて情報発信 

②旅行商品造成 

・旅行会社、ＯＴＡ等と連携し、首都

圏からの個人旅行客を対象とした

旅行商品の造成・販売を支援 

③二次交通対策 

個人旅行客を対象としたレンタカ

ー料金の割引支援 

④インバウンド対策 

伝統行事・芸能の魅力を活用した

コンテンツ及び旅行商品の造成及び

情報発信 

 

 

商工労働部 
[観光振興課] 

 

 

44 

 

拡充 

 

2025 大阪・関西万

博を契機とした島

根の魅力発信事業 

 

 

90,000 

 

令和７年４月より「大阪・関西万博」が

開催される関西圏において、島根県の魅

力を発信し、外国人観光客の誘客を推進 

①万博会場への出展と観光ＰＲの実施 

【新規】 

  ・県内各地の自然や文化、歴史など   

の紹介や体験を通じて、外国人観

光客等に島根県の魅力を発信 

②関西圏を訪れる外国人観光客の誘客 

・関西圏の観光案内所や宿泊施設等

と連携した誘客促進   【拡充】 

・関西圏からのバス料金の割引を行

う事業者を支援 

・ＳＮＳ等を活用した情報発信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商工労働部 
[観光振興課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

45 

 

新規 

 

テレビ番組を活用

した島根の情報発

信・誘客事業 

 

55,000 

 

小泉八雲の妻、小泉セツをモデルとし

たテレビドラマを活用し、放映前から県

内での機運醸成を図るとともに、ロケ地

としての認知向上及び島根県全体への誘

客を推進 

①情報発信事業 

・ドラマの放送を契機としたコンテ

ンツの作成 

・撮影を円滑に進めるためのロケ支

援の実施 

・県外プロモーションの実施 

②誘客事業 

・観光コンテンツ等の開発支援 

 

 

商工労働部 
[観光振興課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

46 

 

拡充 

 

石見銀山発見 500

年・世界遺産登録

20周年記念に係る

魅力発信・誘客促

進事業 

 

 

 

29,788 

 

 

 

 
 
 

 

 

令和９年に発見 500 年及び世界遺産登

録 20 周年を迎える石見銀山の魅力化・持

続化につながる取組を段階的に実施する

とともに、大阪市内に設置した情報発信

拠点や各種媒体を活用し、石見銀山の魅

力・価値の県内外への情報発信や、観光誘

客に向けた取組を実施 

１ 誘客に向けた受地整備・情報発信

【拡充】 

①大田市事業 

・大田市が設置する世界遺産センタ

ーの展示リニューアル 

［負担割合］県 3/4・大田市 1/4 

・大森・鉱山エリアの見学道等の整備 

［負担割合］ 

国 1/2・県 1/4・大田市 1/4 

②県事業 

・令和９年度に行う記念イベント等

に向けた企画調整 

・世界遺産センター等における体験

プログラムの整備 

 

２ 石見銀山遺跡を活用した島根の魅力

発信事業            

①情報発信事業 

・出雲縁結び空港へのバナー掲出等 

やしまね観光ナビ特集ページの作

成、テレビ・雑誌での情報発信によ

る県内外へのプロモーションを展

開                     【拡充】 

・民間事業者のブランド力を活用し

た関西地域での情報発信 

②調査業務 

・石見銀山エリアを起点とした広域

での観光動向調査等を実施【拡充】 

    

 

商工労働部 
[観光振興課] 

[しまねブラン

ド推進課] 
教育委員会 
[文化財課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

47 

 

拡充 

 

しまね海外ビジネ 

ス展開支援事業 

 

88,012 

  

 県内雇用の維持・拡大等に向けて、海外

市場参入を目指す県内ものづくり・ＩＴ

事業者等の取組を支援 

①島根・ビジネスサポート・オフィス

（タイ・バンコク）の運営 

②グローバル戦略構築支援事業 

現地情報セミナー、勉強会、現地関

係機関等と連携したビジネスマッチ

ング、展示会出展、海外向け情報発信

等を実施 

③インド大使館共同イベント実施事業 

駐日インド大使の提案を受け、イ

ンド大使館において県の産業や特産

品をＰＲするイベントを開催【新規】 

④ＡＳＥＡＮ企業招聘商談会支援事業 

国内展示会への島根県ブース出展

および海外バイヤーを招聘した商談

会を実施         【新規】 

⑤しまね海外市場獲得等促進支援事業 

県内企業に対して、海外展開に向

けた市場調査、海外進出計画策定、海

外販路開拓、海外企業等との共同研

究等に要する渡航費用の一部を助成  

【拡充】 

［助成率］1/2 

［上限額］100 万円 

進出計画策定は 300 万円 

⑥支援機関の共同事務所設置運営 

ＪＥＴＲＯ島根、しまね産業振興

財団の海外展開支援部門及び県の３

機関を共同事務所化し、効果的な海

外展開支援を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商工労働部 
[しまねブラン

ド推進課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

48 

  

強くしなやかな食 

品産業づくり事業 

 

64,694 
 

食品製造事業者の経営基盤強化と地域

経済を牽引する事業者の育成に向けて、

生産性向上や販路開拓・拡大等の取組を

支援 

①経営や技術、生産管理等の課題解決

のために専門家を派遣 

②食品表示・衛生の相談窓口の設置 

③地域経済を牽引する中核的な事業者

の育成のため、県外等への販路開拓・

拡大に向けた取組を支援 

［助成率］1/2 

［上限額］1,000 万円 

④複数の県内事業者の商品をとりまと

めて認知度向上・販路開拓を進める

事業者の取組を支援 

［助成率］1/2 

［上限額］100 万円 

 

 

商工労働部 
[しまねブラン

ド推進課] 

 

49 

 

拡充 

 

加工食品外貨獲得 

支援事業 

 

120,981 
 

食品製造事業者の県外販路拡大に向け

て、「しまね県産品販売パートナー店」等

と連携して、外貨獲得の取組を支援 

①バイヤー招聘による商談会、産地視

察等の実施 

②県外の展示・商談会での島根ブース

設置や、県内での展示・商談会開催に 

より、商談機会を創出 

③物流環境の変化に伴い、関西圏域を

ターゲットに、認知度向上、販路拡大

の取組を強化     

④関東や関西等の大都市圏及び近隣地 

域のエリア戦略に基づき、商品斡旋、

認知度向上の取組を強化    【拡充】

⑤経営、商品開発から商品提案方法ま 

でを学ぶ講座を開催し、売れる商品 

づくりを支援       【新規】 

⑥ＥＣサイト強化による販路拡大を実

施            【新規】 

 

商工労働部 
[しまねブラン

ド推進課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

50 

  

首都圏情報発信・

県産品販路開拓事

業 

 

 

127,266 
 

県産品の販路拡大を図るため、県の情

報発信拠点である「日比谷しまね館」を活

用した取組や県内外の幅広い消費者に向

けた情報発信の取組を実施 

①日比谷しまね館の維持管理及び県産

品にかかる情報発信、販売促進イベ

ント等を実施 

②ＷＥＢサイトやＳＮＳ等を活用し、

県の食と工芸の魅力、作り手の想い

等が伝わる総合的な情報発信を実施 

 

 

商工労働部 
[しまねブラン

ド推進課] 

 

51 

 

拡充 

 

海外展開促進支援 

事業 

 

 

61,747 
 

海外取引に意欲のある県内食品製造事

業者等の自主的な取組を支援 

①貿易投資相談会、経済情報収集発信、

企業フォローアップ 

②現地コーディネーターへの業務委

託、バイヤー招聘、現地フェアの実

施、英語版ＷＥＢサイトの構築 

③境港のポートセールス活動を支援 

④県内企業の海外展開状況を調査 

⑤非日系市場に参入する企業を対象に

商品力向上や商談実践などの取組を

支援 

⑥海外向けオンラインストアと連携し

た商品認知度向上を支援 

⑦複数の輸出向け国内展示会への島根県

ブースの出展などにより、海外販路拡

大を支援          【拡充】 

  
 
 

 

商工労働部 
[しまねブラン

ド推進課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

52 

  

浜田港ポートセー 

ルス推進事業 

 

68,547 
 

県内唯一の国際貿易港である浜田港を

利用した貿易の拡大を図るため、官民一

体となってポートセールスを実施 

①国際航路利用促進 

国際コンテナ航路等を利用した輸

出入貨物の増加に向けて、荷主等を

支援 

②浜田港トライアル輸出入支援事業 

新規コンテナ貨物の試験的な輸出

入を支援 

③浜田港国際定期航路安定化推進事業 

  他港から浜田港の利用へ転換して

貨物の輸出入を行う荷主等に対して

経費の一部を支援          

 

 

商工労働部 
[しまねブラン

ド推進課] 

 

53 

  

未来へつなぐ工芸

品総合振興事業 

 

 

 

13,727 
 

工芸品産業の振興を図るため、工芸品

製造事業者の販路拡大及び後継者育成の

取組を支援 

 

 

商工労働部 
[しまねブラン

ド推進課] 

 

54 

 

 

新規 

 

特殊鋼・鋳物関連

産業の暑熱対策支

援事業 

 

 

150,000 
 

近年の気温上昇により特に過酷な職場

環境にある特殊鋼、鋳物関連企業を対象

に、暑熱対策に係る設備投資を支援 

［助成率］1/3 

［上限額］ 

・従業員 301 名以上：8,000 万円 

・従業員 300 名以下：4,000 万円 

 

 

商工労働部 
[産業振興課] 

 

 

55 

 

 

 

島根大学材料エネ

ルギー学部・県内

産業連携強化促進

事業 

 

 

56,603 

 

 令和５年４月に島根大学に創設された

「材料エネルギー学部」と県内企業との

連携や県内高校生への魅力発信、県内就

職を促進する取組を支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商工労働部 
[産業振興課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

56 

  

先端金属素材グロ

ーバル拠点創出事

業 

 

332,038 

 

 

 

特殊鋼などの素材分野における強みを

活かし、きらりと光る地方大学づくりと

若者の雇用機会の創出を進めるため、国

の交付金を活用し、航空機産業及びモー

ター産業等での新たな事業の創出に向け

た最先端研究の推進と高度専門人材の育

成を、産学官が連携して実施 

［事業期間］ 

Ｒ５～９ 

［事業内容］ 

①島根大学が行う次世代たたら協創

センターでの研究開発に必要な装

置の導入等を支援 

②オックスフォード大学を始めとし

た他大学との連携強化や、フォー

ラム等の開催を支援 

③島根大学が産学連携により進める

新素材の開発や加工技術の高度化

に向けた最先端の研究を支援 

④企業が行う航空機産業・モーター

産業等への参入や事業拡大に向け

た研究開発を支援 

 

 

商工労働部 
[産業振興課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

57 

 

拡充 

 

次世代産業振興プ

ロジェクト 

 

 

400,505 

 

 

 

県内ものづくり産業の経営基盤強化を

図るための取組を支援 

また、従来の産業構造からの変革に対

応するため、成長分野への参入などのイ

ノベーション創出や事業拡大を産学官金

連携で支援 

①ものづくり産業総合支援事業 

市場環境の変化に対応した経営戦

略の策定や、売上確保に向けた販路

の拡大を促すことにより、県内企業

の経営基盤の強化を総合的に支援 

・ものづくりアドバイザーを派遣し、

課題解決に向けた取組を支援 

・県外への販路拡大に向けた展示会

への出展等を支援 

②しまね次世代産業創出オープンイノ

ベーション推進事業        

・付加価値が高く、若者が希望・やり

がいを持って働くことができる次

世代産業の創出を図るため、産学

官連携や企業間連携によるオープ

ンイノベーションを推進し、県内

企業の成長市場での事業展開を促

進 

・地域産業を牽引する地域中核企業

の創出に向け、県内金融機関と連

携して県内企業の事業拡大を支援       

【新規】 

③次世代産業推進技術イノベーション

事業 

   県内産業の持続的発展を図るとと

もに、次世代産業分野への新事業展

開を推進するため、産業技術センタ

ーが、県内企業の技術基盤の強化と

研究開発力の強化を両輪で支援 

④ものづくり産業脱炭素化促進事業 

県内ものづくり産業が脱炭素化に

的確に対応するために実施する取組

を支援 

⑤しまね産学官連携促進支援事業 

県内大学・高専の研究シーズと人

材の育成を支援し、県内企業への技

術移転や高度人材の輩出を推進 

・県内産業の成長につながる県内大

学・高専の成長シーズの発展・事業 

 

商工労働部 
[産業振興課] 
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化を支援 

・学生が企業に改善提案を行う課題

解決型学習の取組を通じて大学と

企業の連携を促進 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

58 

 

 

 

産業振興支援体制

の整備 

 

 

 

361,230 

 

 活力ある地域産業の振興を図るため、

県の企業支援の事業が安定的かつ効果的

に実施できるよう公益財団法人しまね産

業振興財団の運営を支援 

 

 

商工労働部 
[産業振興課] 

 

 

59 

 

拡充 

 

石州瓦産業経営基

盤強化支援事業 

 

82,000 

  

  石州瓦産業全体の維持・拡大を図るた

め、経営力・生産力・販売力の強化を支援 

 [事業期間] 

  Ｒ７～９ 

 [事業内容] 

①石州瓦利用促進事業 

石州瓦の利用を促進するための取 

組を支援 

［取組内容］ 

  ・工務店等との連携による施主へ

の石州瓦の魅力発信 

 ・各種イベントや小中学校での石

州瓦のＰＲや体験授業の開催、

関連産業も含めた業界全体の連

携を促進する取組や勉強会の開

催 

［事業主体］石州瓦工業組合 

 

②石州瓦等製造技術向上支援事業 

石州瓦業界と産業技術センターに

よる共同研究・開発により、石州瓦等

の製造に係る技術開発を支援 

 

③石州瓦市場創出支援事業  【拡充】 

・瓦以外の新製品開発や焼成技術等

を活かした異分野参入を支援 

・生産性向上に寄与する設備導入を

支援         

 

④石州瓦産業・事業再編支援事業 

石州瓦製造事業者の経営統合によ

り策定した、産地再生計画の着実な

実行と経営戦略の策定等を支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商工労働部 
[産業振興課] 
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№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

60 

  

しまねＩＴ産業振

興事業 

 

 

260,882 
 

県外市場から多くの売上を獲得し、若

年層の雇用を創出する産業として持続的

な発展を目指し、人材育成・確保及び高付

加価値な業態への転換を支援 

①人材の育成・確保 

・学生 Ruby 合宿、小学生 Ruby 教室

の開催 

・県内の高校、高専、専門学校とＩＴ

企業が連携して共同企画授業を実

施 

・島根大学とＩＴ企業が連携し、地域

連携型プロジェクト授業・研究や

交流会等を実施 

・大学研究室、県内高校生と県内ＩＴ

企業との交流機会を提供 

・文系学生向けにプログラミング学

習、県内ＩＴ企業との交流機会等

を提供 

・ＩＴ技術者を対象とした実践的な

講座を開催 

・ＵＩターン転職による即戦力人材

を確保するため、ＩＴ人材コーデ

ィネーターによる相談から就職ま

での一貫した支援を実施 

・イノベーション人材採用のために

企業が連携して行う学生支援活動

の有効性を検証       

②企業の技術力・商品力強化 

・しまねソフト研究開発センターに

おいて、県内ＩＴ企業の事業創

出、販路拡大、研究開発、高度技 

術者の育成等を総合的に支援 

・Ruby biz グランプリ、Ruby 技術

会議の開催を支援し、新サービス

創出の意識付け及び県外企業との

関係づくりを促進 

 

商工労働部 
[産業振興課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

61 

  

しまねＤＸ推進事

業 

 

 

156,597 
 

県内産業の競争力強化を目指し、しま

ねソフト研究開発センター等において、 

県内中小企業等でのデジタル技術を活用

した業務効率化、生産性の向上、新ビジネ

ス創出を図る取組を支援 

・デジタル化への理解や、機運を高める

ため、イベントやセミナーを開催 

・専門家を派遣し、デジタル技術を活用

した既存事業の利益率向上や新ビジ

ネス創出に向けた取組を支援 

・ＤＸに向けて社内でリーダーシップ

を発揮できる人材の育成支援 

・産学官金を構成員としたコンソーシ

アムを通じ、デジタル導入のモデル

事例の創出に向けた伴走型支援を実

施 

・業務効率化や生産性向上、新ビジネス

創出に向けたデジタル技術の導入を

支援 

・e-ラーニングを通じて、県内企業の有

力な相談先である商工会議所・商工

会の経営指導員等の支援スキルの向

上を推進 

 

 

商工労働部 
[産業振興課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

62 

 

拡充 

 

企業誘致のための

各種助成事業 

 

2,488,406 

 

 県内既存工場・事業所の増設や県外か

らの新規誘致を推進するため、各種助成

等により企業の初期投資等を軽減すると

ともに、中山間地域等における企業立地

を推進するため、市町村の取組を支援 

 ①企業立地促進助成金 

   製造業・ソフト産業・ソフト系ＩＴ

企業を対象とし、投資額や雇用の増

加人数に応じて助成       【拡充】 

 ②製造業・ソフト産業・ＩＴ産業への支

援制度                    

  ・ソフト産業家賃補助金   【拡充】 

  ・航空運賃補助金         【拡充】 

  ・人材確保・育成補助金  

③人材確保支援サポート事業 

   人事・採用業務に精通した民間企

業と連携し、中山間地域等に新規立

地する企業が円滑に人材確保できる

よう支援 

 ④中山間地域等専門系事務職場誘致促

進事業  

   中山間地域等への専門系事務職場

誘致を促進するため、誘致に取り組

む市町村を支援 
  （注）専門系事務：ソフト産業のうち一定程度

の事務処理能力、専門性を要する事務

（インターネット附随サービス業、シェ

アードサービス業、インターネット広告

業） 

 ⑤スタートアップ企業支援補助事業 

   成長が期待できるスタートアップ

企業の事業費を補助し、将来的な立

地計画認定に向けて支援     

 ⑥県営工業団地分譲促進事業 

立地候補企業として紹介を受けた 

企業が実際に立地した場合、成功報 

酬を支払う協定を金融機関などと締 

結することで、県西部の県営工業団 

地の分譲を促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商工労働部 
[企業立地課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

63 

  

石見臨空ファクト

リーパーク等への

企業誘致 

 

 

12,500 

 

石見地域の産業や地域の活性化と、萩・

石見空港の基礎的需要の拡大を図るた

め、石見臨空ファクトリーパーク等への

企業立地を推進するための取組を実施 

 

 

商工労働部 
[企業立地課] 

 

 

64 

  

市町村の遊休施設

を活用した貸オフ

ィス・貸工場整備

支援事業 

 

10,000 

 

 中山間地域等における企業立地を推進

するため、所有する遊休施設を貸オフィ

ス・貸工場として整備する市町村を支援 

 ［助成率］1.5/10 

 ［上限額］貸オフィス 1,000 万円 

      貸工場   5,000 万円 

 

 

商工労働部 
[企業立地課] 

 

 

65 

 

 

 

「物流 2024 年問

題」への対応 

 

 

52,625 

 

 令和６年４月から行われたトラックド

ライバーの時間外労働の上限規制によ

り、物流環境が変化することで懸念され

る課題に対する取組を支援 

①地域物流効率化・連携促進事業 

物流に対して懸念される課題等を

周知するための普及啓発や、荷主事

業者等による物流効率化の取組を支

援 

②関西圏域に向けた島根県産品販路開

拓事業（№49 一部再掲） 

輸送日数の長期化や、輸送コスト

の増加の影響を強く受ける食品等の

商圏の変化へ対応するため、大消費

地である首都圏を中心に展開してき

た島根県産品の販売プロモーション

について、より近距離にある関西圏

での取組を強化 

③日本海側内航船モーダルシフト推進

事業（№51 一部再掲） 

鳥取県と共同で、境港のモーダル

シフト促進に向けた取組を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商工労働部 
[しまねブラン

ド推進課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

66 

 

新規 

 

省力化投資等支援

事業 

 

231,000 

 

深刻な人手不足へ対応していくため、

県内事業者が省力化を図る設備投資等の

経費の一部を支援 

 ①省力化に繋がる設備投資の支援 

［助成率］1/3 

  ［助成額］20～150 万円 

②現場改善等の専門家派遣を支援 

［助成率］1/3 

  ［上限額］20 万円 

 

 

商工労働部 
[中小企業課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

67 

 

 

 

事業承継総合支援

事業 

 

181,483 

 

経営者の高齢化や後継者不在による休

廃業が生じないよう円滑な事業承継を進

めるため、案件の掘り起こしから、事業承

継計画の策定、後継者の確保・育成、経営

革新等新たな取組の実施まで関係機関と

一体となって総合的に支援 

 ①事業承継支援体制整備事業 

  ・支援機関を総合調整するコーディ

ネーターを設置 

  ・商工団体等との連携による伴走型

の支援を展開するため事業承継推

進員を配置 

  ・事業承継の啓発、後継者育成のため

のセミナーを開催 

  ・商工団体等の事業承継に関する普

及広報活動を支援 

  ・各士業が事業承継の早期の段階か

ら関与するため、士業連携ワーキ

ンググループ及び、個別相談会の

開催 

 ②戦略的事業承継促進事業 

・組合等を通じて、構成員企業の事業

承継に係るビジョン作成や課題解

決、人材育成を支援 

  ・承継税制の活用ニーズの増大に対

応するための円滑な処理体制の確

保 

 ③経営改善・経営革新支援事業 

  ・事業承継の課題解決を図るための

専門的知見を有するアドバイザー

を中小企業に派遣 

  ・事業承継を契機とした経営体質強

化や後継者が行う新事業創出を支

援 

   ［助成率］ 

     1/2・2/3（経営革新計画、経営

力向上計画もしくは先端設備等

導入計画の承認を受けた場合、

または後継者が創業予定者の場

合） 

   ［上限額］ 

     100 万円（助成率 2/3 要件に該

当する場合 200 万円） 

・事業譲渡等により地域に必要な事

業を引き継いだ事業者の設備投資 

 

商工労働部 
[中小企業課] 
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を支援        

   ［助成率］1/2 

   ［上限額］ 

     1,000 万円（中山間地域特例に

該当する場合 600 万円） 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

68 

  

商工会・商工会議

所活動支援事業 

 

1,447,898 

 

 小規模事業者等の経営改善及び技術の

発展を図るため、商工会、商工会議所及び

商工会連合会が行う経営改善普及事業に

要する経費の一部を支援 

 ①小規模事業者の金融、税務、経営の合

理化、技術の改善、労務及び社会保険

等に関する相談及び指導 

 ②新サービスの開発や情報技術の活用

等による創業及び経営の革新に関す

る相談及び指導 

 ③地域経済の活性化を図る商工業の振

興に関する事業の実施、協力又は指

導 

 ④経営、技術、各種制度等に関する情報

又は資料の収集及び提供 

 

 

商工労働部 
[中小企業課] 

 

 

69 

  

中小企業団体中央

会活動支援事業 

 

115,361 

 

 中小企業の組織化を推進し、連携によ

る共同事業等により経営の安定や改善及

び事業の発展を図るため、島根県中小企

業団体中央会が行う連携組織対策事業に

要する経費の一部を支援 

 ①組合等の組織及び事業に関する相談

及び指導 

 ②組織等の金融、税務、経営の合理化、

技術の改善、公害、労務及び社会保険

等に関する相談及び指導 

 ③組合等を対象とした研修会及び講習

会の開催 

 ④組合等の経営改善等に関する調査及

び研究並びに情報の提供 

⑤組合の監査指導 

 

 

商工労働部 
[中小企業課] 

 

 

70 

 

拡充 

 

中小企業に対する

支援体制整備事業 

 

23,600 

 

中小企業者等に対して、専門的知見を

有するアドバイザーを派遣し、課題解決

に向けた取組を支援 

①一般枠 

・経営革新、新分野進出、地域資源活用、

農商工連携、雇用創出等に取り組む

中小企業者等を支援     

②価格転嫁枠 

・価格転嫁が難しい中で、「燃油・電気・

ガス代」、「原材料費」、「人件費」等の

価格転嫁に取り組む中小企業者等を

支援           【新規】 

 

 

商工労働部 
[中小企業課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

71 

 

  

地域商業等支援事

業 

 

48,000 

 
 

 

小売店舗の持続化や買い物不便対策を

強化するため、開業や移動販売等を市町

村とともに支援（市町村負担額と同額を

助成） 

①小売店等の開業経費を助成 

［助成率］1/4 

  ［上限額］ 

・一般枠 100 万円 

    ・特別枠 120 万円 

 ［助成対象業種］ 

    小売業、飲食サービス業など 

 ②買い物の不便な地域での小売店の開

業経費等を助成 

［助成率］1/4（中山間地域は 1/3） 

  ［上限額］500 万円 

③移動販売車・宅配車の整備・運営費を

助成 

［助成率］1/4（中山間地域は 1/3） 

      （運営費は定額助成） 

  ［上限額］100 万円 

(運営費は初年度５万円など) 

 ④街路灯、アーケード等共同施設の整

備費を助成 

［助成率］1/4 

  ［上限額］500 万円 

 ⑤飲食料品等の仕入共同化のための施

設整備費を助成 

［助成率］1/4 

  ［上限額］150 万円 

 

 

商工労働部 
[中小企業課] 

 

 

72 

 

  

地域課題解決型し

まね起業支援事業 

 

50,214 

 
 

 

地域課題の解決を目的として新たに起

業する者に対して、起業に要する経費の

一部を支援 

［助成率］1/2 

 ［上限額］200 万円 

 

 

商工労働部 
[中小企業課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

73 

 

  

商業・サービス業

県外展開支援事業 

 

9,000 

 
 

 

商業・サービス業の事業者が、県内事業

所の雇用の維持・拡大や付加価値の向上

を図るため、県外の大消費地など新たな

市場の開拓を目指す取組を支援 

［助成率］1/2（大企業は 1/4） 

 ［上限額］ 

  ・県外進出支援事業  300 万円 

 

 

商工労働部 
[中小企業課] 

 

 

74 

  

起業家育成・支援

事業 

 

9,750 

 

 起業支援体制の充実強化を図るととも

に、地域経済の活性化に貢献する起業を

推進 

 ①起業マインド向上事業 

   起業希望者の多様なニーズに応え

られる一気通貫型の起業家スクール

を実施 

 ②包括的支援体制整備事業 

  ・市町村等が行う起業支援の活動を

支援 

  ・しまね産業振興財団のインキュベ

ーションマネージャーによる起業

支援拠点の機能強化支援 

 ③新ビジネス創出支援事業 

  ・地域経済への貢献度の高いビジネ

スプランを持つ起業希望者に対

し、専門家派遣と起業家体験を組

み合わせた課題解決型チャレンジ

プログラムを提供 

  ・地域経済に大きな貢献が見込まれ

る案件を選定し、事業可能性調査、

マッチング等を支援 

  ［助成率］1/2 

   ［上限額］50 万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商工労働部 
[中小企業課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

75 

  

特定有人国境離島

地域創業・事業拡

大支援事業 

 

335,643 

 

 有人国境離島地域に関する特別措置法

に基づき、特定有人国境離島地域（隠岐諸

島）の地域社会の維持を図るため、隠岐４

町村が実施する取組を支援 

 ①雇用機会拡充事業 

   雇用機会の拡充に寄与する創業又

は事業拡大を行おうとする民間事業

者を支援 

 ［負担割合］ 

国 1/2・県 1/8・町村 1/8・ 

事業者 1/4 

  ［交付対象経費］ 

   ・ハード 設備費、改修費 

   ・ソフト 広告宣伝費、店舗等借 

入費、人件費等 

②雇用充足促進事業 

隠岐地域で事業を営む民間事業者

と本土の人材とのマッチング等を目

的とした同地域における就労体験や

住民との交流等を内容とするツアー

を隠岐４町村が実施 

 ［負担割合］ 

国 5.5/10・県 2.25/10・ 

町村 2.25/10 

 

 

商工労働部 
[中小企業課] 

 

 

76 

  

中小企業制度融資

（特別会計） 

 

36,338,590 

 

 信用保証協会の保証制度を活用し、低

利で長期の資金提供を金融機関と協調し

て実施 

［融資枠 500 億円］ 

  

 

商工労働部 
[中小企業課] 
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Ⅰ 活力ある産業をつくる 

３ 人材の確保・育成 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

77 

  

県内就職に向けた

県内大学等との連

携事業 

 

 

 

23,959 

 

 

 

県内大学と企業、県等で構成するコン

ソーシアムにより、県内学生の県内就職

に向けた取組を支援  

①県内学生と企業の交流会など学生が

地元企業を知る機会の創出、インタ

ーンシップ等の充実に向けた取組及

び県内大学と企業が連携して教育プ

ログラムを構築する取組を支援  

②コンソーシアム事務局の運営経費を

支援 

 

 

政策企画局 
[政策企画監室] 

商工労働部  

[雇用政策課]  

 

 

 

 

78 

  

女性の雇用・就業

促進事業 

 

 

52,545 

 

 

女性一人ひとりの希望に応じた就労を

実現するため、ワンストップの就職相談

窓口を設置 

［設置場所］ 

松江市、浜田市 

［事業内容］ 

求職者の総合相談、無料職業紹介、

セミナーの開催、出張相談会、ＰＣ講

習、就職後のフォロー 

 

 

政策企画局 
[女性活躍推進

課] 

 

 

79 

  

中小・小規模事業

者等出産後職場復

帰促進事業 

 

 

82,234 
 

出産や育児による離職を減らし、従業

員が出産後も働き続けることができるよ

う、中小・小規模事業者等に奨励金を支給 

［対象事業者］ 

県内に本社又は主たる事業所があ

る中小・小規模事業者等が設置する

従業員数 50 人未満の県内の事業所 

［支給要件］ 

出産後３か月以上の育児休業を取

得し、職場復帰した従業員を３か月

以上雇用すること 

［支給額］ 

・従業員 30 人未満の事業所 

   20 万円／人（新規１人目のみ） 

   ※２人目以降は 10 万円／人 

・従業員 30～50 人未満の事業所 

10 万円／人 

 

 

 

政策企画局 
[女性活躍推進

課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

80 

 

拡充 

 

子育て・介護と両

立しやすい職場づ

くり促進事業 

 

 

39,581 

 

 

子育てや介護をしながら柔軟に働き続

けることができる職場環境づくりに取り

組む、中小・小規模事業者等に奨励金を支

給 

［対象事業者］ 

県内に本社又は主たる事業所があ

る中小・小規模事業者等が設置する

従業員数 50 人未満の県内の事業所 

［支給要件］ 

以下のいずれかの制度を導入し、

子育て又は介護をしている労働者の

利用実績があること 

①時間単位の年次有給休暇制度 

            【拡充】 

②育児短時間勤務制度 

③介護短時間勤務制度  【新規】 

※②、③は代替制度も可 

［代替制度］ 

・フレックスタイム制度 

・始業終業時刻の繰上げ繰下げ 

［支給額］ 

① 10 万円／事業所 

②又は③ 10 万円／事業所 

※１事業所につき①は１回限り、

②又は③のいずれかを１回限り

（最大 20万円） 

 

 

政策企画局 
[女性活躍推進

課] 

 

 

81 

  

困難を有する子ど

も・若者支援事業 

 

16,557 
 

ひきこもりや不登校、発達障がいなど、

社会生活を営む上で様々な困難を有する

子どもや若者の自立につながる市町村の

取組を支援 

①就労体験を受け入れる事業所の開拓

や関係機関との連携強化などの取組

を行う市町村を支援 

 ［助成率］1/2 

②圏域における支援拠点として、居場

所の確保や社会・就労体験など社会

とのつながりを回復させる取組を行

う市町村を支援 

 ［助成率］1/2 

③子ども・若者支援機関の相互理解と

連携強化の促進 

 

 

 

健康福祉部 
[青少年家庭課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

82 

  

観光産業人材育成

事業 

 

 

 

 

 

 

   22,818 

 

 

 観光産業における人材の確保・育成対

策を実施 

①管理職、従業員の人材育成 

県内の観光事業者を対象にｅラー

ニングによる研修環境の整備やセミ

ナーを実施 

②大学生等の職業理解と就労促進 

県内大学と連携し、学生等の観光

産業への職業理解と就労促進を目的

としたセミナー等を実施 

③職業訓練 

就職希望者を対象とした職業訓練

を実施 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商工労働部 
[観光振興課] 

[雇用政策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

83 

 

拡充 

 

若年者県内就職促

進事業  

 

 

501,004 

 

 

 

 

高校生や県内外に進学した学生の県内

就職を促進（№77 一部再掲）  

①高校生等の県内就職促進事業  

人材確保育成コーディネーターを

配置し、県内高校と連携した企業交

流会の開催により在学生及び教職員

の県内就職の意識向上や将来の県内

企業への就職を促進 

②県内大学生等の県内就職促進事業  

人材確保育成コーディネーターを

配置し、県内大学等と連携した企業

交流会や企業説明会等を開催 

③県外大学生等の県内就職促進事業  

近畿・山陽地方、四国地方の一部

において学生就職アドバイザーが、

県外大学等と連携した個別相談や企

業交流会、企業説明会等を開催 

【拡充】 

④大学生等への企業情報発信事業 

 ・全国的な就職活動の早期化を考慮

し、低学年次の大学生等と企業と

の交流会を実施         【新規】 

 ・インターンシップ・仕事体験や就職

活動にかかる学生の交通費等を支

援           【拡充】 

・「しまね登録」の登録を促進すると

ともに、登録している学生に対し

てＬＩＮＥで就職情報等を発信 

・「若者の県内就職の促進に関する業

務協定」により連携する（株）マイ

ナビのサイトに島根県のポータル

ページを開設 

・保護者向けにサイトを活用した情

報発信や就活セミナーを実施 

【拡充】 

・東京圏の大学生が県内企業の採用

面接等に参加するための交通費等

を支援 

⑤企業採用力強化事業 

・採用活動について基本から運用ま

でを実践的に学ぶセミナーの開催 

【新規】 

・専門家を派遣し、県内企業の採用活

動の改善に向けた取組を支援 

・県内企業の情報発信の改善や、「採 

 

商工労働部  

[雇用政策課] 
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用ブランディング」の取組を支援 

・企業が取り組むインターンシップ・

仕事体験プログラム等の改善を支

援           【新規】 

・インターンシップ・仕事体験を実施

する企業情報を発信し、大学生等

の参加を促進 

⑥ジョブカフェしまねの運営  

・若年者の県内就職促進のため、職業 

相談から就職までを一貫して支援 

・ジョブカフェしまねサイトを活用

した県内企業の採用活動を支援 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

84 

 

拡充 

 

産業人材確保対策 

事業 

 

81,274 
 

県内企業が求める専門人材のＵＩＪタ

ーン等による確保や外国人材の適正な雇

用を支援  

①高度産業人材の確保 

プロフェッショナル人材戦略拠点

を設置し、県外からの専門人材の確

保に取り組む中小企業を支援 

  ※ＤＸ人材確保及びスタートアップ

企業への助成を割増 

  ・都市部からＵＩＪターンにより人

材を確保する場合に、人材紹介に

係る手数料を助成 

  ［助成率］1/2・2/3 

［上限額］130 万円、170 万円 

  ・副業･兼業で活用する場合に、人材

紹介に係る手数料を助成 

［上限額］12 万円、24万円 

・副業･兼業人材の移動等に要する経

費を助成 

  ［助成率］1/2・2/3 

［上限額］20 万円、40万円 

  ・副業･兼業人材を初めて活用する場

合に限り、副業･兼業人材に支払う

報酬等に対して助成      【新規】 

   ［助成率］8/10 

   ［上限額］50 万円 

②外国人を雇用する事業者等への支援 

・外国人雇用に関する企業向けの情

報提供窓口を設置 

  ・外国人材定着支援補助金 【新規】 

   外国人材特有の事情に配慮した就

労環境等の改善やコミュニケーシ

ョン促進等の取組に対し、その経

費を一部助成 

   ［助成率］ソフト 1/2 

ハード 1/3 

   ［上限額］ 

中小企業等 50 万円 

監理団体（ソフトのみ）20 万円 

 ③グローカル人材の育成 

グローバルな視点を有する意欲の

ある若者の育成と県内定着を促進す

るため、海外留学や県内企業でのイ

ンターンシップ等を組み合わせたプ

ログラムを実施 

 

商工労働部  

[雇用政策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

85 

  

しまねいきいき職 

場づくり推進事業 

 

49,619 
 

県内企業における「働き方改革」を推進

し、ワークライフバランスの実現と職場

定着を促進 

 ①経営者向けセミナー 

経営者や管理職を対象としたセミ

ナー等を開催 

 ②スリーステージ研修 

   内定者、新入社員、若手社員（入社

３年以内）と段階的に研修を実施し、

企業の人材育成を支援 

③いきいき職場づくり支援補助金 

   人材育成や職場環境の改善の取組 

を支援 

   ［補助率］ソフト 1/2、ハード 1/3 

   ［上限額］80 万円 

④しまねいきいき雇用賞 

雇用に関し優れた取組を行う企業

を知事表彰し、受賞企業の取組事例

を広く周知 

  

 

 

商工労働部  

[雇用政策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

86 

 

拡充 

 

技能評価・向上事

業 

 

22,913 

 

 

 

 

「島根の職人技」の継承者を育成・確保

するための取組を支援  

①就労体験事業  

県内の若年未就業者及び県外から

のＵ・Ｉターン者の就労体験にかか

る経費を助成  

［対象分野］  

宮大工、左官、瓦葺き、建築板金、

造園など、島根の伝統的生活様式

や在来工法などによる建築物など

に必要となる技能分野  

［体験期間］  

短期コース １～３か月 

伝承コース ３か月～２年  

お試し体験コース 1 泊 2日程度 

【拡充】 

［実施主体］  

島根県技能士会連合会  

［体験者への助成内容］  

12 万円／月  

お試し体験コース 7,600 円／泊 

【拡充】 

［受入先への助成内容］  

３万円／月 

［就職準備金］就職した場合 

  ６万円（短期コースのみ） 

②魅力発信事業  

  ・職人技の魅力をＨＰや動画で発信 

  ・技能振興イベントの開催 

 ③技能検定試験 

   若年技能者への技能検定受検料の

減免 

 

 

商工労働部  

[雇用政策課] 

 

87 

  

在職者リスキリン

グ支援事業 

 

4,246 

 

 

民間企業の既存講座を活用し、県にお

いてパッケージ化したデジタル関連講座

の提供による県内中小企業のデジタル人

材育成を推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

商工労働部  

[雇用政策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

88 

  

多様な人材の雇

用・就業促進事業 

 

178,663 

 

 

就職等に向けた寄添い型支援により、

高齢者など多様な人材の活躍を促進  

①高齢者の活躍促進  

・ミドル・シニア仕事センターを設置

し、企業等での就職を支援  

・高齢者が地域社会で活躍できるよ

うシルバー人材センターの取組を

支援し、多様な就業機会を提供  

②障がい者の活躍促進  

・高等技術校や企業で職業訓練を実 

施  

・障がい者雇用に関するフォーラム

を開催  

③若年無業者等に対する支援  

・しまね若者サポートステーション

を設置し、若年無業者等の職業的

自立に向け、職業相談から就労、フ

ォローアップまで一貫して支援  

・若年未就業者に就労体験の機会を

提供 

 

商工労働部  

[雇用政策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

89 

 

 

拡充 

 

 

しまねの建設担い

手確保・育成事業 

 

 

105,719 

 

 

建設産業の担い手確保・育成に対する

取組を総合的に実施 

①合同企業説明会・現場見学会の開催

を支援 

［助成率］1/2、1/4 

［助成上限額］50 万円、100 万円 

②入職促進広報の支援 

若年者等の入職促進を目的とした

広報活動を支援 

［助成率］1/2 

［助成上限額］100 万円 

③「もっと女性が活躍できる建設業」協

働推進 

建設産業への女性の就職促進や定

着の取組を支援 

［助成率］2/3 

［助成上限額］200 万円 

④外国人・障がい者雇用等による人材

確保支援 

［助成率］1/2 

［助成上限額］20 万円、100 万円 

⑤生産性向上のためのＩＣＴ設備導入

支援 

建設現場の生産性向上による労働

力不足の解消、処遇改善及び建設産

業の魅力向上を図り、若年層等が入

職しやすい環境を整備するため、Ｉ

ＣＴ活用工事の実施を加速させる機

器等の導入を支援 

［助成率］1/3 

［助成上限額］ 

・機器等    100 万円 

・建機     500 万円 

・建機レンタル  50 万円 

⑥建設産業の魅力発信 

将来の担い手となる若年層を含む

幅広い層に向けて、専門工種を含む

建設産業の魅力を発信   【拡充】 

⑦技能の向上を図るための活動の支援 

新規入職者向け研修会・公的資格

取得に関する講習会等の開催を支援 

［助成率］1/2、1/4 

［助成上限額］50 万円 

⑧除雪機械資格取得の支援 

除雪機械の運転手となる人材の育 

 

土木部 

[土木総務課] 

[技術管理課] 

[道路維持課] 

商工労働部 

[中小企業課] 
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成のため、資格取得経費を支援 

［助成率］1/3 

［助成上限額］20 万円 

［対象年齢］60 歳未満   【拡充】 

⑨経営基盤強化コーディネート 

担い手確保や生産性向上などの経

営基盤強化の取組に対する課題の整

理やフォローアップ、関係機関との

連携等を支援 

⑩事業継続力強化アドバイザーの派遣 

経営課題解決のために必要な知識

とスキルを有する外部専門家を派遣 

⑪建設産業の働き方改革推進 【新規】 

多様な人材の職域拡大や技術者の

時間外労働削減を目的とした建設デ

ィレクター等の普及セミナー等を実

施 

⑫外国人材活用促進     【新規】 

   ベトナムチャーター便を活用した

現地視察や外国人材活用促進のため

の県内セミナーを実施 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

90 

  

特別支援学校職業

教育・就業支援事

業 

 

14,312 

 

特別支援学校高等部において、生徒の

希望や適性に応じた進路先の確保や就職

後の定着、技能向上に向けた取組を推進 

①進路指導の充実 

特別支援学校に非常勤講師を配置

し、進路指導に必要な時間を確保す

ることで、卒業生のアフターケアや

在校生の職場体験受入先の開拓など

を実施 

［実施校］ 

６校（松江、出雲、石見、浜田、

益田、隠岐） 

②技能の向上 

合同学習や学習成果の発表を通じ

て、生徒の意欲や職業スキルの向上

を促進 

 

 

教育委員会 
[特別支援教育

課] 
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Ⅱ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

１ 結婚・出産・子育てへの支援 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

91 

  

男性の家事・育児

参加促進事業 

 

5,729 

 

 

男性が家事・育児をすることが当たり

前として捉えられるよう、男性の主体的

な家事・育児参加を促進 

①夫婦や企業を対象に、助産師を講師

とするセミナーを開催 

・ 「家事手帳｣、｢パパの育児手帳｣を

活用し、家事・育児の役割分担など

を学ぶセミナー      

・ 男性の家事・育児参加の必要性や

子育て中の従業員への支援を学ぶ

職場内のセミナー 

②ワーク・ライフ・バランスキャンペー

ンを展開 

鳥取県と連携してＣＭや特設サイ

トなどを活用した広報を実施 

 

 

政策企画局 
[女性活躍推進

課] 

 

 

92 

 

新規 

 
地域小児救命救急

センター運営事業 

 
19,705 

 

小児救急医療体制の充実及び小児救急

に従事する医療者の養成・確保を図るた

め、島根大学医学部附属病院に設置され

る地域小児救命救急センターの運営を支

援 

［負担割合］ 

・医師の人件費 

国 1/3・県 1/3・大学 1/3 

・看護師の人件費等 

国 1/3・大学 2/3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 
[医療政策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

93 

 

新規 

 

産科・小児科医療

確保事業 

 

214,750 

[うち補正] 

214,750 

 

出生数・患者数の減少等を踏まえ産科・

小児科を支援 

１ 産科医療確保事業 

①急激に分娩数が減少している分娩取

扱施設を支援 

［助成額］100～200 万円 

［負担割合］国 10/10 

②分娩取扱施設が少なく、当面、集約化

が困難な地域に所在する分娩取扱施

設を支援 

［助成額］50～150 万円 

［負担割合］国 1/2・県 1/2 

２ 小児科医療確保事業 

急激に患者数が減少し、地域に不可

欠な小児医療の拠点でありながら運営

に影響をきたしている施設を支援 

 ［助成額］25万円／病床数 

［負担割合］国 10/10 

 

 

健康福祉部 
[医療政策課] 

 

94 

 

 

 

 

しまね産前・産後

安心サポート事業 

 

 

12,200 

 

 

 

市町村が取り組む産前・産後の一時的

な育児・家事援助や産後の健診を支援 

①産前・産後訪問サポート事業 

一時的に家事・育児の援助が必要

な家庭に有償で家事・育児を支援 

［負担割合］県 1/2・市町村 1/2 

②産婦健康診査支援事業 

産後ケアが必要な産婦などを産後

１か月までに早期に発見する健診を

支援 

［負担割合］県 1/2・市町村 1/2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 
[健康推進課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

95 

 

新規 

 

子ども医療費助成

事業 

 

550,000 

 

 

 

現行の小学生を対象とした交付金制

度を見直し、新たに小学生と中学生を対

象とした補助を実施することで、市町村

の財源確保を後押しし、令和７年４月か

ら 18 歳（高校生等）までの医療費助成

を全 19 市町村に拡大するとともに、市

町村独自の子育て支援施策を充実 

［所要額］ 

   ６億円（このうち 2.2 億円は現行

の交付金制度からの財源振替により

捻出するため、新たな財政負担は、

3.8 億円） 

  ※１ Ｒ７当初予算額 5.5 億円は、

Ｒ７年４月からＲ８年２月まで

の 11 カ月分を計上 

 ※２ 交付金制度からの財源振替額

2.2 億円は、Ｒ５年度交付金事

業の当初予算額1.7億円に医療

費の実績を踏まえた精算見込

額 0.5 億円を加えた額 

 ［助成率］1/2 

[自己負担上限額(１医療機関あたり)] 

・入院 2,000 円／月 

・通院 1,000 円／月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 
[健康推進課] 

 

※１ ※２ 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

96 

 

 

 

乳幼児等医療費助

成事業 

 

566,294 

 

乳幼児等の医療費を助成することによ

り、乳幼児等の疾病の早期発見、早期治療

を促進するとともに、子育て世帯の経済

的負担軽減を促進 

［助成対象］ 

乳幼児等の医療費（健康保険等の

対象となる医療費）のうち、健康保険

等の自己負担額から患者一部負担額

を控除した額について市町村が被保

険者等に対して助成する額 

［助成率］1/2 

［自己負担上限額(１医療機関あたり)］ 

  対象医療費の１割 

  ただし、対象医療費の１割が次に

掲げる乳幼児等の区分に応じ、それ

ぞれに掲げる額を超える場合は、そ

の掲げる額 

①０歳以上就学前児の入通院等 

・入院 2,000 円／月 

・通院 1,000 円／月 

※所得制限なし 

②就学後20歳未満の者の慢性呼吸器

疾患等 16疾患群に係る入院 

・15,000 円／月 

※所得制限なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 
[健康推進課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

97 

 

拡充 

 

不妊治療支援事業 

 

 

 

28,117 

 

 

不妊に悩む夫婦の不妊治療等への参加

を後押しするため、治療費等の一部助成

や専門相談を実施 

①不妊治療費助成事業 

令和４年度から公的医療保険の対

象となった不妊治療について、保険

適用とならない治療のうち先進医療

として実施される治療に要する費用

の一部を助成 

［助成率］7/10 

［助成上限額］５万円／回 

②男性不妊検査費助成事業 

男性不妊検査に要する費用の一部 

を助成 

［助成率］7/10 

［助成上限額］ 

2.8 万円／１子ごと１回のみ 

③不育症検査費助成事業 

 不育症に悩む方に対し、先進医療

の不育症検査に要する費用の一部を

助成 

 ［助成率］7/10 

［助成上限額］６万円／回 

［負担割合］国 1/2・県 1/2 

④がん患者等に対する妊孕性温存療法

支援事業 

がん治療等により、妊孕性が損な

われる可能性のある患者に対し、妊

孕性温存療法等に要する費用を助成 

［助成上限額］ 

国が定める治療法ごとの上限額 

［負担割合］国 1/2・県 1/2 

⑤妊娠・出産等相談事業 

不妊や不育に悩む方、これから子

どもを望む方などへの相談体制を強

化 

⑥妊娠前からの健康管理促進事業 

【拡充】

妊娠・出産に関する知識の啓発や

妊娠前からの健康管理に関する研修

会やセミナー、普及イベントを開催 
（注）不育症：２回以上の流産、死産等を繰り返す

状態 

（注）妊孕性（にんようせい）：妊娠するための機

能、妊娠する能力 

 

 

 

 

健康福祉部 
[健康推進課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

98 

 

拡充 

 

お産あんしんネッ

トワーク事業 

 

103,282 

［うち補正］ 

6,045 

 

妊娠・出産から新生児に至る高度専門

的な医療を迅速かつ効果的に提供できる

周産期医療体制を整備 

①周産期医療協議会 

島根県における周産期医療体制に

ついて医療機関などの関係者と協議

をする場を設置 

②周産期医療ネットワーク構築事業 

総合・地域周産期母子医療センタ

ーを中心とした周産期医療ネットワ

ークを構築 

・ 総合・地域周産期母子医療センタ

ーの運営費を支援 

・周産期医療関係者向けの研修を実 

 施 

・関係医療機関の病床や入院患者な

どの情報を管理・運用 

③妊婦への交通費等支援事業 【新規】 

・遠方の分娩施設で出産する必要が

ある妊婦に対して、移動に係る交

通費・宿泊費を支援 

［負担割合］ 

国 1/2・県 1/4・市町村 1/4 

・遠方の産科医療機関、分娩施設で妊

婦健診を行う必要がある妊婦に対

して、移動に係る交通費を支援 

［負担割合］ 

国 1/2・県 1/4・市町村 1/4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 
[健康推進課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

99 

 

拡充 

 

結婚支援事業 

 

142,687 

 

縁結びボランティア「はぴこ」、しまね

コンピューターマッチングシステム「し

まコ」による結婚支援や市町村と連携し

た総合的な結婚支援を実施するととも

に、従業員の出会いや結婚を応援する企

業等の取組への支援を強化するほか、結

婚や子育て等に関する情報発信を実施 

①市町村の結婚支援の取組支援 

市町村の結婚支援の充実・広域化

に加え、しまね縁結びサポートセン

ター事業への登録、活用等に向けた

取組を支援 

②しまね縁結びサポートセンター事業 

県内２か所に設置した「しまね縁

結びサポートセンター」で、男女の縁

結びをサポート 

・ 結婚の相談やＳＮＳなどを通じた

婚活などに関する情報発信 

・ 縁結びボランティア「はぴこ」の活

動支援 

・「しまコ」の利用拡大に向け、登録

料を女性は無料、男性は半額に期

間限定で引下げ 

・身だしなみに関するセミナーを実施           

・婚活イベントなどの実施 

③県が実施する結婚支援事業   

市町村等の連携強化や事業の広域

展開を実施 

・しまね結婚支援施策推進会議等の開催  

・ 県、市町村及び企業等が行う結婚

支援に係る連携を強化する「結婚

支援コンシェルジュ事業」を実施 

・県内広域イベントの開催 

・ふるさと島根定住財団と連携した、

県外在住者への結婚支援 

④しまね縁結びサポート企業等支援強

化事業          【新規】 

 ・企業等の管理監督者等向け研修会

を開催 

 ・しまね縁結びサポート企業が独自

に実施する取組を支援   など 

⑤未来デザイン事業 

子ども、学生、社会人など世代に応

じて、結婚・妊娠・出産・子育てにつ

いての知識を得たり、将来のライフ

イベントを考える講座を実施 

 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

100 

 

 

 

 

結婚・妊娠・出産・

子育ての切れ目な

い支援事業 

 

156,241 

 

 

結婚・妊娠・出産・子育てに負担感や不

安を抱えている多くの若い世代が、安心

して結婚・妊娠・出産・子育てできるよう

妊娠期から子育て期まで切れ目ない支援

体制を構築 

①しまね結婚・子育て市町村交付金事業 

 出生数を増やすために市町村が取

り組む「結婚支援」「妊娠・出産支援」

「子育て支援」等の経費の一部を支

援 

［基準額］ 

子どもや女性の数に応じて市町

村ごとの基準額を設定 

［助成率］1/2 

②「島根みんなで子育て応援賞」事業 

子育て応援に尽力されたボランテ

ィア等に感謝の意を表すための顕彰 

③「こっころメッセージ」贈呈事業 

子どもが誕生した家庭に祝意や敬

意を表するため、お祝いメッセージ

と記念品を贈呈 

 

 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 
 

 

101 

  

第１子・第２子に

係る保育料軽減事

業 

 

212,836 

 

子育て世帯における３歳未満の第１

子・第２子に係る保育料を軽減する市町

村を支援 

［基準額］国が定める保育料の基準額 

［交付率］基準額の 1/3 

［対象とする所得階層］ 

第３～４階層 

（所得割課税額 97,000 円未満） 

［負担割合］県 10/10 

 

 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 

 

 

102 

  

第３子以降保育料

軽減事業 

 

 

149,233 

 

子育て世帯における３歳未満の第３子

以降の児童に係る保育料を軽減する市町

村を支援 

［基準額］国が定める保育料の基準額 

［助成率］ 

・第４階層     基準額の 2/3 

・第５～８階層 基準額の 1/2 

［負担割合］県 1/2・市町村 1/2 

 

 

 

 

 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

103 

  

病児保育促進事業 

 

20,000 

 

病児・病後児保育の開設を促進するた

め、施設・設備の整備費の一部を国制度と

連携して支援 

①国制度 

［負担割合］ 

・市町村が整備する場合 

国 1/3・県 1/3・市町村 1/3 

・社会福祉法人等が整備する場合 

国 3/10・県 3/10・市町村 3/10・ 

事業者 1/10 

②県制度（国制度に該当しない場合） 

［負担割合］ 

・市町村が整備する場合 

県 1/2・市町村 1/2 

・社会福祉法人等が整備する場合 

県 1/3・市町村 1/3・事業者 1/3 

 

 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 

 

 

104 

  

小規模民間保育所

運営対策事業 

 

 

75,027 

 

中山間地域・離島の保育環境を維持する

ため、小規模な保育所の運営費を支援 

［対象］ 

定員割れが生じている利用定員 20

人の民間の小規模保育所 

［実施主体］ 

市町村 

［助成額］ 

平均在籍児童数に応じた額 

・11 人未満 3,185,000 円 

・11 人以上～13人未満 

2,772,000 円 等 

 

 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 

 

 

105 

  

保育所等運営支援

事業 

 

5,987,977 

[うち補正] 

351,984 

 

多様な保育・教育を受けることができ

るよう「保育の適切な量の確保」と「保育

の質の向上」に向け、保育所等へ運営費を

給付 

・私立保育所等の運営に要する経費の

県負担分を市町村へ給付 

［負担割合］ 

国 1/2・県 1/4・市町村 1/4 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

106 

 

拡充 

 

保育士の確保・定

着支援事業 

 

579,320 

[うち補正] 

124,549 

 

保育環境の充実を図るため、保育士の

確保・定着に向けた取組を推進 

①保育士の確保対策 

・ 保育士・保育所支援センターに保

育士バンクを設置し、潜在保育士

に対し復職に関する情報を提供 

・保育士養成施設の学生等を対象と

した就職説明会等を実施 

・県外の学生が、県内の保育所を実 

習先とする場合、実習等に係る旅

費の一部を支援 

・保育士等の採用が困難な保育所等

を支援するため、人材派遣会社等

と連携し、保育士等の人材確保を

推進 

・保育士養成施設の学生を対象に修

学資金を貸付 

・ 自宅からの通学が難しい地域の出

身学生が県内の保育士養成施設に

進学する際の家賃を貸付 【拡充】 

・ 職業選択の一つとして保育士を選

んでもらえるよう、小学生から高

校生までを対象に保育士の仕事の

魅力を知ってもらう場を設け、保

育士の魅力向上・発信を推進 

【新規】

    ・保育士の魅力を発信する動画を制

作            【新規】 

②保育士等の定着対策 

・保育所や認定こども園等の勤務者

が必要とする資格の取得のための

受講経費等を支援 

・ 保育士の負担軽減、離職防止を図

るため、保育補助者等を雇用する

経費を支援 

・ 保育所等の管理職等を対象とし

た、働き方改革に関するセミナー

等の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 
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№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

107 

 

拡充 

 

地域の子育て支援

事業 

 

 

697,838 

 

保育施設を利用する子どもの家庭だけ

でなく、在宅の子育て家庭を含む全ての

家庭及び子どもを対象とした支援を実施 

①地域の子育て支援事業 

一時預かり事業、延長保育事業等

に要する経費の県負担分を市町村へ

助成 

※国の制度改正による地域子ども・

子育て支援事業の充実を図るため

の事業の追加      【拡充】 

［負担割合］ 

国 1/3・県 1/3・市町村 1/3 他 

②しまねすくすく子育て支援事業 

交付金（メニュー方式）により、国

庫補助の対象とならない小規模な保

育や既存制度では対応できない子育

て家庭のニーズに対する市町村の取

組を支援 

［負担割合］県 10/10 

③子育て支援員の研修 

子育て支援員等を対象に必要な知

識や技能の習得を目的とした研修を

実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 
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№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

108 

 

拡充 

 

放課後児童クラブ

支援事業 

 

1,076,744 

 

子育てしやすい環境整備を推進するた

め、放課後児童クラブの待機児童解消や

利用時間延長に向けた取組に加え、児童

が放課後児童クラブで充実した時間を過

ごすための環境整備を支援 

①運営支援  

放課後児童クラブの運営や環境整

備、支援員等の処遇改善などに要す

る経費の県負担分を市町村へ支援 

②待機児童対策 

・ 利用定員を増やす場合に必要な運

営費や改修等の経費の一部を支援 

※利用時間延長を実施する場合の

改修費等の補助基準額を加算 

・ 国の補助制度と協調し、市町村、社

会福祉法人等が行う放課後児童ク

ラブの施設整備費の一部を支援 

・ 保育所等による放課後児童預かり

に必要な経費の一部を支援 

※開所日数に応じて運営費を段階

的に加算、開設準備の補助基準

額を加算・対象期間を拡大 

・ 保育所整備に併せて、放課後児童

クラブを一体的に整備する保育所

に対して、施設整備費の一部を支

援 

③長期休業一時預かり事業  【拡充】 

・ 夏休み等長期休業期間中の一時預

かりの実施に必要な経費の一部を

支援 

※モデル事業から本格実施へ移行 

④利用時間延長対策 

放課後児童クラブが閉所する時間

を、平日 19 時以降、夏休み期間中等

の長期休業中に開所する時間を７時

30 分以前とするために必要な人件費

の一部を支援 

⑤機能向上事業       【拡充】 

・体験等の主体的な遊びの実施や学

習習慣の定着に資する取組等に必

要な経費の一部を支援 

・ 市町村の圏域担当者会議や放課後

児童クラブの集合研修・情報共有

会等を実施 

・ 放課後児童クラブへの巡回支援

や、放課後児童クラブの充実に向

けた施策の企画、調整等を行う「放 

 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 
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課後児童支援スーパーバイザー」

を配置 

⑥放課後児童支援員等確保対策 

・ 放課後児童支援員認定資格研修の

拡充を継続 

・ 放課後児童クラブの従事経験の短

い職員等を対象とした初任者研修

を実施           

・ 人材派遣会社や市町村、大学、シル

バー人材センター等と連携し、不

足している放課後児童支援員等の

確保対策を実施     

・シルバー人材の活用を推進するた

め、現行の養成講習に加え、中山間

地域等でのミニ講習会の実施やマ

ッチングを強化         【拡充】 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

109 

  

放課後児童クラブ 

の整備促進 

 

 

［制度拡充］ 

 

 

放課後児童クラブの整備を促進するた

め、国の令和６年度補正予算による支援

の拡充を踏まえ、放課後児童クラブ整備

に伴う市町村及び社会福祉法人等の負担

を軽減 

［負担割合］ 

・市町村による整備 

国 5/6・県 1/8・市町村 1/24 

・社会福祉法人等による整備 

国 5/8・県 13/48・市町村 1/16・ 

法人等 1/24 

※国の令和６年度補正予算分で採択

された事業に限る 

 

 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 

 

 

110 

  

みんなで子育て応

援事業 

 

18,973 

 

こっころパスポートの普及や協賛店の

登録促進など、家庭、地域、団体、企業等

が一体となり、県全体で子育てを支援 

・こっころパスポートの普及やスマー

トフォンアプリの利用拡大を促進 

・こっころパスポートの特典を提供す

る協賛店の登録を促進 

・ 「こっころ講師」を派遣し、子育て支

援に取り組む民間団体（こっころ隊）

の活動を支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

111 

  

在宅心身障がい児

援護事業 

 

 

78,579 

 

 

 

重症心身障がい児（者）等の在宅生活を

支援 

①巡回等療育支援事業 

巡回又は送迎により、重症心身障

がい児（者）へのサービスを提供する

事業所へ経費を支援 

②サービス基盤整備事業 

重症心身障がい児（者）を受け入れ

るために、看護職員等を雇用する事

業所へ経費を支援 

③医療的ケア児支援体制整備事業 

各種サービスや支援を調整するコ

ーディネーターを養成 

④医療的ケア児支援センター運営事業 

医療的ケア児・家族・支援者へのコ

ーディネーターによる専門的な相談

支援を実施 

⑤非常用電源確保対策事業 

災害時における在宅障がい児（者）

の人工呼吸器等の電源確保を支援 

⑥その他 

関係団体への活動支援、支援者研

修会の開催 

 

 

健康福祉部 
[障がい福祉課] 

 

 

112 

  

発達障がい者支援

体制整備事業 

 

 
112,816 

 

発達障害者支援センターを中心として

発達障がい者をライフステージに応じて

支援 

①本人及び家族への支援 

   本人等への専門的な相談支援、ペ

アレントメンターの養成、成人期の

自立や就労支援のための研修 

②市町村を中心とした体制整備への支

援 

   地域支援マネジャーによる専門的

な指導･助言 

③初診前アセスメントの実施 

   早期支援のため、初診前に心理職

による事前問診･検査を実施 

④人材育成及び県民への普及啓発 

   保育士や事業所職員等への専門研

修、啓発フォーラムの開催 

 

 

 

 

 

 
健康福祉部 
[障がい福祉課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

113 

  

子どもの心の診療

ネットワーク事業 

 

 

22,714 

 

様々な子どもの心の問題や発達障がい

等に対応するため、拠点病院･協力病院を

中核とし、各圏域における関係機関の連

携体制を構築 

 

 

健康福祉部 
[障がい福祉課] 

 

 

114 

 

拡充 

 

 

 

生活困窮者支援・

子どものセーフテ

ィネット推進事業 

 

27,783 

 

生活困窮者を支援するため、自立相談

支援機関の体制強化と人材育成を図ると

ともに、子どもの貧困対策における課題

解決のため、居場所づくりや学習支援等

を実施 

１ 支援につなぐ取組の推進 

  ＳＮＳを活用し、支援制度の周知や

相談支援へのつなぎを推進 

２ 子どもの居場所創出等支援 

①子ども食堂の開設・運営等支援 

・子ども食堂をはじめ、子どもにか

かわる様々な機関を対象に、適切

な支援に向けた研修会を開催 

・子どもの居場所づくりコーディネ

ーション研修を開催 

・子ども食堂開設者の情報交換会を

開催 
・子ども食堂の開設等を検討する際

に相談・助言を行う「居場所づくり

アドバイザー」を派遣 
②学習支援事業 

家庭での学習が困難な子どもを対

象とした学習支援を行う市町村の取

組を支援 

［助成率］1/2 

［助成上限額］50 万円 

３ 市町村が行う生活困窮者自立支援の

取組の体制強化と人材育成を実施 

①体制強化 

［実施内容］ 

市町村が自立相談支援機関の人

員体制強化を行った場合に、人件

費の一部を令和９年度まで支援 

［助成上限額］ 

１市町村あたり 500 万円 

［負担割合］県 3/4・市町村 1/4 

［事業期間］Ｒ５～９ 

 

 

 

 

健康福祉部 
[地域福祉課] 

教育委員会 
[人権同和教育

課] 
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②人材育成 

［実施内容］ 

・各市町村の自立相談支援機関に

おいて、自立支援事業等に従事

する支援員の養成研修を実施 

・各自立相談支援機関に、専門的な

助言指導を行うアドバイザーを

派遣 

・各自立相談支援機関相互の情報

交換会や課題別研修を実施 

［負担割合］国 1/2・県 1/2 

③子どもの学習・生活支援事業【新規】 

［実施内容］ 

国庫補助事業を活用した生活困

窮世帯の子どもを必要な学習・生

活支援につなぐための取組を行う

市町村を支援 

［助成の条件］ 

生活困窮世帯の子どもや保護者

を必要な支援につなぐための支援

員を１名以上新規に配置 

［負担割合］ 

国 1/2・県 1/4・市町村 1/4 

［助成上限額］ 

１市町村あたり 100 万円 

［事業期間］Ｒ７～11 

 ④普及啓発                 【新規】 

［実施内容］ 

    子どもの学習支援や生活支援の

先進事例を紹介するセミナーを開

催 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

115 

 

 

 

 

 

しまね長寿・子育

て安心住宅リフォ

ーム助成事業 

 

171,500 
 

既存住宅のバリアフリー改修、子育て

に資する改修及び部分的耐震改修に要す

る経費の一部を助成 

［助成対象］ 

①バリアフリー改修 

60 歳以上の者又は障がい者が居

住する住宅 

②子育てに資する改修 

子育て世帯が居住する又は近居

する住宅 

③部分的耐震改修 

旧耐震基準で建設された階数２

以下の既存一戸建て木造住宅 

［助成対象住宅の条件］ 

既存住宅であって、耐震性能を有す

るもの又は改修により一定の耐震性

能を有するものとなること 

［助成率］1/4 

［助成上限額］ 

・「①バリアフリー改修」又は 

「②子育てに資する改修」 25 万円 

・「③部分的耐震改修」   30 万円 

［助成上限額の加算］ 

・子育て世帯とその親世帯が同居又

は近居する場合   10 万円加算 

・耐震改修を行う場合 30 万円加算 

 （「③部分的耐震改修」を除く） 

・空き家バンク登録住宅を購入して

改修する場合    10 万円加算 

［助成予定戸数］600 戸 

［事業主体］島根県建築住宅センター 

［施工者］県内に本店を有する事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土木部 

[建築住宅課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

116 

 

 

 

結集！しまねの子

育て協働プロジェ

クト事業 

 

 

61,760 

 

 

市町村が実施する学校支援、放課後支

援、家庭教育支援等の経費を助成 

［負担割合］国 1/3・県 1/3・市町村 1/3 

 

 

教育委員会 
[社会教育課] 

 

 

117 

 

拡充 

 

 

幼児教育推進事業 

 

32,983 

 

幼稚園教諭・保育士等への研修や市町

村が幼児教育を推進するための体制づく

りへの支援により、全県的に幼児教育の

質を向上 

・市町村の訪問指導への幼児教育担当

指導主事及び幼児教育コーディネー

ターによる同行支援 

・県主催研修の実施や市町村が実施す

る幼児教育施設と小学校の連携に向

けた研修の支援 

・全県に好事例を展開するために、幼小

連携・接続に積極的な市町村の取組

を研究・支援       【新規】 

・未就学児への体力向上や読み聞かせ

の取組を推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 

教育委員会 
[教育指導課] 

[保健体育課] 

[社会教育課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

118 
 

拡充 

 

 

インクルーシブ教

育システム構築事

業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）インクルーシブ教

育システム：障がいのあ

る者と障がいのない者が

共に学ぶ仕組み 

 

137,949 

 

 

 

全ての学びの場で特別支援教育を充実

させることで、障がいのある子どもの自

立と社会参加を促進するとともに、地域

を支える人材を育成 

①発達障がいの可能性のある子どもへ

の支援事業 

特別支援学校の教員などの専門性

を活用し、小中学校等への相談・支援

を充実 

②高等学校特別支援教育充実事業 

・県立高校において、障がいにより学

習や生活に困難さがある生徒が適

切な指導を受けられるよう、巡回

指導を行う教員を拠点校に配置

し、通級指導を充実 

・合理的配慮アドバイザーを県教育

委員会に配置 

③切れ目ない支援体制整備事業 

関係機関と連携し、個別の教育支

援計画の作成・活用による引継ぎ体

制を充実 

④特別支援学校機能向上事業 

安全で安心な医療的ケア実施に向

けた学校看護師の配置等の体制を整

備 

⑤特別支援学校と地域の連携強化事業 

地域活動やスポーツ文化活動を通

じて、教育活動を地域に広げる取組

を実施 

⑥ＬＤのある子どもの多様な学び推進

事業 

市町村教育委員会と各学校を対象

として、ＬＤ（学習障がい）のある児

童生徒への指導・支援に関する研修

や指導助言を実施     【新規】 

 

 

教育委員会 
[総務課] 

[学校企画課] 

[特別支援教育

課] 

 

119 
  

特別支援学校にお

ける通学支援 

 

51,240 

 

通学を要因とした保護者の負担を軽減

するため、スクールバスの運行や、朝の早

い時間から児童生徒を預けられる環境を

整備 

 

 

教育委員会 
[特別支援教育

課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

120 
 

拡充 

 

 

帰国・外国人児童

生徒等教育の推進

支援事業 

 

222,292 

 

 

日本語指導が必要な児童生徒等への支

援 

①帰国・外国人児童生徒に対し支援体

制を整備する市町村を支援 

・「特別の教育課程」による日本語指

導の実施 

・拠点校の設置等による指導体制の

構築 

②日本語指導が必要な小中学校に教員

を配置 

［Ｒ７予定］ 

・小学校 15 人 

・中学校 ７人 

③宍道高校における日本語指導体制の

強化（教員を加配）    【拡充】 

④宍道高校以外の県立学校の支援体制

を整備 

⑤教職員研修の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育委員会 
[学校企画課] 

[教育指導課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

121 

  

特色ある学校づく

りを支援する少人

数学級編制 

 

1,199,814 

 

 

 

国において小学校の学級編制の基準を

令和３年度から学年進行で見直し、全学

年を 35 人にする方針を踏まえ、以下のと

おり対応 

①小学１・２年及び中学１年 

Ｒ２年度の県の見直し方針に基づ

き、少人数学級編制を実施（学校の実

態等を踏まえ、常勤講師又は非常勤

講師を配置することも可能） 

・小学１年 30 人学級編制 

・小学２年 32 人学級編制 

（国編制基準 35 人） 

・中学１年 35 人学級編制 

（国編制基準 40 人） 

②中学２・３年 

Ｒ２年度の県の見直し方針に基づ

き、38 人学級編制を実施 

（国編制基準 40 人） 

③課題解決・制度改正対応のための加

配 

児童生徒支援、教科指導方法工夫

改善及び人材育成に関わる、学校の

抱える課題の解決に取り組む指導体

制を支援するための加配 

 

※上記による県独自の少人数学級編制

等に伴う加配教員数 108人 

※国による学級編制の基準見直し 

Ｒ３見直し 小学２年 40 人→35 人 

Ｒ４見直し 小学３年 40 人→35 人 

Ｒ５見直し 小学４年 40 人→35 人 

Ｒ６見直し 小学５年 40 人→35 人 

Ｒ７見直し 小学６年 40 人→35 人 

 

 

教育委員会 
[学校企画課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

122 
 

拡充 

 

 

学力育成推進事業 

 

177,620 

[うち補正] 

15,000 

 

 

児童生徒の基礎的な知識・技能の定着

や主体的に学ぼうとする態度、思考力・判

断力・表現力など学びを継続していく力

の育成を図るため、市町村と連携し、学力

の実態把握や授業の質の向上など、学力

育成の取組を推進 

①学力定着状況の把握 

・希望する全ての小中学校を対象に、

学習のつまずきを把握する調査

（「たつじんテスト」）を実施 

        【新規】 

［負担割合］県 1/2・市町村 1/2 

・全国学力調査等の課題を踏まえた

評価問題及び授業プランの作成等

を実施         【新規】 

②グローバル人材育成に向けた取組 

・英語によるコミュニケーションの

推進 

③外国語（英語）教育における授業改善 

・外国語指導助手の活用 

・ＡＩを英語の授業等で活用するモ

デル校を指定し、英語教育を充実 

        【新規】 

 

 

教育委員会 
[教育指導課] 

 

123 

 

 

 

 

学校司書等による

学びのサポート事

業 

 

 

160,099 

 

 

学校図書館を拠点に児童生徒一人ひと

りに寄り添った学びの支援を行う「学び

のサポーター」又は「学校司書」を配置す

る市町村を支援 

①市町村配置経費への助成 

［助成率］ 

・学びのサポーター 

市 1/2・町村 2/3 

・学校司書 

    市町村 1/3 

②市町村職員への研修支援 

学びのサポーターの資質向上に向

けた研修会を開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育委員会 
[教育指導課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

124 
 

拡充 

 

 

未来の創り手育成

事業 

 

1,842,667 

[うち補正] 

305,304 

 

地域を担う未来の創り手を育成するた

め、大学等での学びや理系分野への進学

など進路選択の幅を拡げる機会を充実す

るとともに、学校図書館やＩＣＴ機器を

活用した教育を推進 

［事業概要］ 

①しまねの高校生学力育成事業 

「知識・技能」「思考力・判断力・

表現力等」「学びに向かう力・人間性

等」をバランス良く育むための取組

を各県立高校が主体的に実施【拡充】 

②理数教育の充実に向けた取組 

・科学の甲子園（ジュニア・高校生）

県予選の開催 

③学校図書館活用教育研究事業 

児童生徒の言語能力、情報活用能

力を育成するため、小中学校６校を

モデル校に指定し研究を実践 

④県立高校図書館活用教育推進事業 

12 学級未満の高等学校に学校司書

（会計年度任用職員）を配置 

⑤司書教諭養成事業 

学校図書館の経営や指導について

専門的な知識を持つ司書教諭を養成 

⑥ＩＣＴ活用教育推進事業 

・生徒一人一台端末環境に対応する

ための環境を整備 

・公立学校情報機器整備事業基金を

造成し、義務教育段階の市町村立

学校や特別支援学校における生徒

一人一台端末の更新に要する経費

を支援 

［助成基準額］ ５万５千円／台 

［負担割合］ 

 県 2/3・学校設置者 1/3 

⑦各学校・課程・学科の垣根を超える高

等学校改革推進事業 

多様な学習ニーズに対応するため

の遠隔授業実施に係る配信拠点セン

ターの宍道高校設置に向けた準備

（教員の加配、非常勤講師の配置及

び機器等整備）       【拡充】 

⑧高等学校ＤＸ加速化推進事業 

デジタル等成長分野を支える人材 

育成のため、校内環境を整備 

 

 

 

教育委員会 
[教育指導課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

125 
 

拡充 

 

 

 

 

悩みの相談・不登

校対策事業 

 

290,505 

 

 

いじめ、不登校等の課題に対し、未然防

止や早期発見・対応の取組を推進 

①生徒指導体制充実強化事業 

・児童生徒の意欲や満足感及び学級

集団の状態を客観的に把握するア

ンケートＱＵをいじめの未然防

止、早期発見等に活用する市町村

を支援 

［実施対象］ 

小学校３年生～中学校３年生 

［負担割合］ 

県 1/2・市町村 1/2 

・弁護士、臨床心理士等の外部人材を

アドバイザーとして学校等に派遣  

・「島根県生徒指導審議会」、「島根県

いじめ問題対策連絡協議会」の開

催  

②悩みの相談事業  

・スクールカウンセラー配置 

・国補助事業を活用し、校内教育支援

センター支援員を配置する市町村

を支援する制度を創設  【新規】 

［負担割合］ 

国 1/3・県 1/3・市町村 1/3 

・いじめ等に関する相談窓口 

（来所・電話・ＳＮＳ） 

・「こころ・発達」教育相談 

・教育相談員の配置 

③不登校対策推進事業 

・教育支援センターへの支援【拡充】 

不登校児童生徒に対する学校復

帰や社会的自立への支援を行う教

育支援センターの運営等を支援 

・「生徒指導の４つの視点から考える

子どもの自己実現支援講座」の実

施 

・不登校児童生徒が増加する中、市町

村教育委員会やフリースクール等

が参加する連絡協議会において、

フリースクールに通った際の出席

認定や学習評価などに関する課題

等を整理 

 

 

教育委員会 
[教育指導課] 

総務部 
[総務課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

126 

 

新規 

 

宍道高等学校整備

事業 

 

77,965 
 

日本語指導が必要な生徒や多人数集団

になじめない等、教育上の配慮が必要な

生徒の増加に伴う教室不足・狭隘化や、多

様な学びへの対応のため、施設整備を実

施 

［事業期間］Ｒ７～18 

［総事業費］8.0 億円 

［Ｒ７事業内容］ 

校舎整備（リース）、備品購入等 

 

 

教育委員会 
[教育施設課] 

 

127 

 

拡充 

 

 

 

学校と福祉の連携

の推進 

 

47,479 

 

困難な状況にある子どもたちの早期把

握や、適切な支援につなげる等、学校・家

庭・地域・福祉の関係機関が連携して支援

を実施 

①スクールソーシャルワーカー活用事

業 

・学校と社会福祉の関係機関をつな

ぐスクールソーシャルワーカーの

活用          【拡充】 

②学校・福祉連携モデル事業 

・学校と福祉が一体となった支援の

在り方を検討し、その成果を全て

の県立学校に展開させるための研

修等を実施       【拡充】 

 

 

教育委員会 
[人権同和教育 

課] 
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Ⅲ 地域を守り、のばす 

１ 中山間地域・離島の暮らしの確保 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

128 

 

拡充 

 

中山間地域総合対

策推進事業 

（小さな拠点づく

りの推進） 

 

 

118,946 
 

中山間地域において、地域運営の仕組

みづくりや、日常生活に必要な機能の維

持・確保に取り組む「小さな拠点づくり」

を推進 

１ 持続可能なコミュニティづくり 

  地域住民の話し合いにより、生活機

能を維持・確保するための実践活動が

進められるよう、市町村と連携して地

域運営の仕組みづくりを支援 

①地域を担う人材の育成支援 【新規】 

地域づくりの担い手となる人材を

育成する研修会等を開催 

②地域を支える集落支援員のスキルア

ップ支援          【新規】 

集落支援員に対して助言等を行う

アドバイザー派遣等を実施 

③生活機能の維持・確保に向けた具体

的な取組の推進 

先進事例の横展開を図るなど、生

活機能の確保に向けた実践活動の着

手や充実等を支援 

 ④地域の人材確保に向けた取組の推進 

   地域外からの定住者を確保するた

め、空き家をお試し暮らし住宅等に

改修する取組を支援 

２ 生活機能・サービスの維持・確保 

燃料など生活に欠かせない機能やサ

ービスの維持・確保に取り組む市町村

を支援 

・中山間地域の生活機能維持・確保支援

補助金          【拡充】 
中山間地域に設置されたガソリン

スタンドの改修経費等を支援 

［助成対象経費］ 

  地下タンクの漏洩防止工事、配 

送用タンクローリー及び計量機の

更新  

［助成率］ 

・１か所目 市町村負担の 1/2 

・２か所目 市町村負担の 1/3 

（補助対象事業毎に補助上限額

を設定） 

 

地域振興部 

[中山間地域・

離島振興課] 

 

－89－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

129 

 

拡充 

 

中山間地域の生活

機能の維持確保支

援 

 

 

519,466 

 

生活交通、医療、介護、買い物、燃油な

ど生活に欠かせない機能やサービスにつ

いて、より行政が関与しながら維持・確保

するため、市町村等が実施する必要な対

策を支援（№71、128 一部再掲） 

①ガソリンスタンド存続のための改修 

費支援          【拡充】 

   中山間地域に設置されたガソリン

スタンドの改修経費等を支援 

  ［助成対象経費］ 

    地下タンクの漏洩防止工事、配

送用タンクローリー及び計量機の

更新 

  ［助成率］ 

・１か所目 市町村負担の 1/2 

・２か所目 市町村負担の 1/3 

（補助対象事業毎に補助上限額

を設定） 

②生活交通ネットワーク総合支援事業

（地域生活交通再構築事業） 

中山間地域において、輸送需要に

応じた最適な交通手段の組み合わせ

による地域生活交通の再構築を図る

ため、実証事業等に取り組む市町村

を支援 

［支援対象］ 

立ち上がり支援 

［助成対象］ 

デマンド型バス・乗合タクシー 

や交通空白地有償運送等 

［助成率］1/2 

 ③へき地拠点病院運営費補助金 

   特に医療サービスが不足している

中山間地域（重点支援地区）におい

て、地域医療拠点病院が新たに実施

する以下の取組を支援 

   ・無医地区等における巡回診療 

   ・へき地診療所等への代診医派遣 

   ・オンライン診療 等 

  ［助成率］10/10 

  ［負担割合］国 1/2・県 1/2 

 ④へき地診療所運営費補助金 

   へき地診療所の運営に必要な経費

の一部を支援 

［助成率］2/3 

［負担割合］国 10/10 

 

 

地域振興部 

[中山間地域・

離島振興課] 

[交通対策課] 

健康福祉部 

[医療政策課] 

[高齢者福祉課] 

商工労働部 

[中小企業課] 
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⑤しまね型医療提供体制構築事業 

  地域医療構想を踏まえた設備整備

について、救急や周産期など圏域唯

一の機能を担う病院の維持に必要な

設備整備を支援 

 ［助成率］2/3 

 ［負担割合］国 2/3・県 1/3 

⑥医療機関の施設・設備整備事業 

  医療機関の設備整備について、中

山間地域における医療サービスを確

保及び維持するため、重点支援地区

において無医地区等を支援する小規

模の地域医療拠点病院を重点的に支

援 

 ［助成率］10/10 

 ［負担割合］国 1/2・県 1/2 

⑦老人福祉施設整備事業 【制度創設】 

  将来需要に基づく介護サービスの

再編を伴う施設整備について、改築

（建替え）に係る補助単価の引上げ

等により、中山間地域・離島における

必要なサービスの維持に向けた取組

を支援 

 ⑧地域商業等支援事業（買い物不便対

策及び移動販売・宅配支援事業）  

   中山間地域における買い物不便対

策等に取り組む事業者の開業等のた

めに必要な経費を支援（中山間地域

について補助率を嵩上げ） 

  ［助成対象経費］ 

    改修費、建築費、設備・備品購入

費等 

  ［助成率］ 

    県 1/3（市町村負担額を上限）・

市町村 1/3 

 ⑨創業者向け資金繰り支援 

中山間地域の創業者向け小口資金

の保証料を全額支援 

  ［助成率］ 

    県 1/4・市町村 1/4・ 

信用保証協会 1/2 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

130 

 

 

 

 

離島地域生活機能

確保対策事業 

 

 

13,930 
 

隠岐地域における継続的な居住が可能

となる環境の整備に必要な事業について

支援 

①隠岐島油槽所タンク開放工事支援 

隠岐地域における石油製品の安定 

供給体制を維持するため、平成 21年

度に整備した隠岐島油槽所の開放工

事（大規模改修）に係る経費の一部を

支援 

［助成率］ 

開放工事に要する財源として、

町が借り入れる過疎対策事業債の

元利償還額（実負担）に対し 1/2 を

助成 

②知夫村救急患者輸送船整備支援 

離島住民の生活を支えるため、平

成７年度に建造した救急患者輸送船

の更新に係る経費の一部を支援 

［助成率］ 

船艇の建造に要する財源とし

て、村が借り入れる辺地対策事業

債の元利償還額（実負担）に対し

1/2 を助成 

 

 

地域振興部 

[中山間地域・

離島振興課] 

 

 

131 

 

新規 

 

特定地域づくり事

業協同組合支援事

業 

 

4,944 
 

 特定地域づくり事業協同組合の業務課

題等に対応する支援体制を構築 

 ・特定地域づくり事業協同組合に対す

る相談窓口を設置 

 

 

地域振興部 

[中山間地域・

離島振興課] 

 

 

132 

 

 

 

 

日本型直接支払制

度 

 

2,951,513 
 

中山間地域等の多面的機能を確保する

ため、農業生産活動等の維持に取り組む

地域を支援 

①中山間地域等直接支払制度 

農業生産条件の不利な中山間地域

等において、集落協定に従い農業生

産活動を行う農業者等を支援 

②多面的機能支払交付金 

農地の維持、水路や農道の補修等

の地域資源の向上等により、多面的

機能の維持・発揮を図る農業者等を

支援 

 

 

 

農林水産部 
[農山漁村振興

課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

133 

 

拡充 

 

 

野生鳥獣被害対策

事業 

 

467,965 

[うち補正] 

64,458 

 

鳥獣被害対策に意欲のある地域を支援

し農林作物被害の低減を図るとともに、

県として関係市町と連携を図り、ニホン

ジカ、ニホンザル、ツキノワグマなどの被

害防止対策を実施 

①地域ぐるみでの被害対策 

鳥獣被害対策に意欲のある地域・

集落等に対し、県が直接対策・指導を

実施 

②新たな鳥獣被害対策【拡充】 

生息頭数が増加傾向にあるニホン

ジカの対策を強化するとともに、被

害の拡大が懸念されるニホンザルに

ついて、捕獲体制の構築や広域的な

被害防止対策を実施 

③有害捕獲個体の処理・活用に向けた

体制整備 

有害捕獲した個体について、ジビ

エ活用や広域的な回収・処理体制の

構築などを支援 

④捕獲の担い手確保・育成対策 

   狩猟・捕獲の経験が少ない新規免

許取得者や意欲のある捕獲者に対

し、実践的な捕獲技術の習得のため

の研修を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農林水産部 
[農山漁村振興

課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

134 

 

新規 

 

「地域農業の維

持・発展」に向けた

担い手の確保・育

成支援事業 

 

153,280 

 

 

公民館等の広域のエリアで、担い手と

地域の農業者が、地域農業の方向性を検

討し、担い手確保や農地維持を実践する

取組を支援 

①広域での担い手確保・営農維持の体

制づくり支援 

地域の農業・農地の維持に向けた

広域でのビジョン作成や、その実現

のための実践活動を支援 

  ［助成率］1/2  

  ［助成上限額］100 万円 

 ②関係機関による担い手確保・農地維

持活動支援 

   地域再生協議会等が地域の担い手

確保や農地維持に向けた研修会等に

取り組む際の経費を支援 

  ［助成率］1/2  

  ［助成上限額］100 万円 

③集落営農法人の新規設立・運営支援 

   新たな集落営農法人の設立に要す

る活動経費や機械等整備を支援 

  ［助成率］ 

活動支援 1/2  

機械等整備 1/3  

④集落営農次世代人材受入支援・後継

者確保支援 

  ・集落営農次世代人材受入支援 

    集落営農の加入者を増加させる

ため、地域の出身者等の農繁期作

業への参加誘導を支援 

［助成額］4.5 万円／人 

  ・集落営農後継者確保支援 

    新たに組合員となる者へ技術継

承するための研修費を支援 

［助成額］１万円／日・人 

  ・集落営農雇用支援 

    集落営農法人の専従者等の雇用

を支援 

   ［助成額］５万円／月 

 ⑤担い手等による農地維持のための機

械等整備支援 

   地域計画に基づいて農地や農作業

を引き受ける担い手等の機械等整備

を支援 

  ［助成率］ 

1/4（担い手不在集落を含む場

合は 1/3） 

 

 

農林水産部 
[農業経営課] 
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⑥多様な担い手への支援 

・中規模農業者による農地維持のた

めの機械等整備支援 

    認定農業者等の担い手以外で、

将来５ha以上の経営を目指す中規

模農業者の機械等整備を支援 

   ［助成率］1/3 

・定年帰農者等支援 

定年等を機に新たに営農を開始

し、将来５ha 以上の水稲栽培を計

画する者の研修や定着、機械等整備

を支援 

   ［助成額］３万円／月 

［助成率］機械等整備 1/3  

・半農半Ｘ支援 

    半農半Ｘによる定着を目指す者

の研修から定着、機械等整備を支

援 

   ［助成額］就農前 12 万円／月 

        営農開始後６万円／月 

  ［助成率］機械等整備 1/3 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

135 

 

拡充 

 

農地利用集積促進

事業 

 

 

388,479 

[うち補正] 

2,000 

 

担い手への農地集積・集約化や耕作放

棄地の解消を加速化するため、農地の出

し手・受け手や農地中間管理機構の活動

を支援（№７再掲） 

 ①農地の「出し手」への支援 

   機構集積協力金を交付 

 ②農地の「受け手」への支援 

・農地をまとめて借り入れる中山間

地域の認定農業者等に対し、支援

金を交付 

   ［交付単価］２万円／10a 

・担い手不在集落に出向き、農地維

持や農業生産を支援する取組を行

う中山間地域の担い手に対する支

援金を交付       【拡充】 

   ［交付単価］３万円／10a 

 ③農地中間管理機構運営費 

     農地中間管理機構を運営する（公

財）しまね農業振興公社に対し運営

費を支援 

 

 

農林水産部 
[農業経営課] 
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Ⅲ 地域を守り、のばす 

２ 地域の強みを活かした圏域の発展 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

136 

  

しまねの自然公園 

満喫プロジェクト 

推進事業  

 

 

215,604 

[うち補正] 

120,000 

 

 

大山隠岐国立公園をはじめ、県内の自

然公園において、国や市町村等と連携し、

島根の豊かな自然環境等を活用した体験

プログラムやガイド養成、自然公園への

誘客促進、安全・安心で快適に滞在できる

環境を整備 

①自然公園を活用した誘客促進補助金 

自然公園を活用した体験プログラ 

ムの拡充や、周遊促進、活動広報など 

の取組を支援し、県内の自然公園へ 

の誘客を促進 

［助成対象者］ 

・しまねの自然公園満喫プロジェク

トを推進する地域協議会 

・観光協会 

・法人 

・民間団体等 

※いずれも県内団体等に限る 

［助成対象経費］ 

事業の実施に必要な経費（商品

開発や販路開拓に必要な催行費、

導入運営費、活動費等）  

［助成率］1/2 以内  

［助成上限額］500 万円  

②自然公園の魅力発信 

国内外から誘客を促進するため、

県内の自然公園の魅力をホームペー

ジ等で発信 

③受入れ環境の整備 

遊歩道、案内標識など安全・安心で

快適に滞在できる環境を整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境生活部  
[自然環境課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

137 

  

隠岐ユネスコ世界 

ジオパーク活用推 

進事業 

 

270,977 

[うち補正] 

66,000 

 

隠岐ユネスコ世界ジオパークを活用し

た隠岐地域の観光振興・産業振興のため、

世界ジオパーク認定継続に向けた施設整

備、広報等を通じた認知度向上及び来島

者を増やすための情報発信を実施 

①（一社）隠岐ジオパーク推進機構によ

る魅力向上のための活動、広報等を

支援 

②世界ジオパーク認定継続支援のため

施設整備等を実施 

③隠岐の島町、海士町のジオパーク拠

点施設、中核施設の整備を支援 

 

 

環境生活部 

[自然環境課] 

 

138 

  

宍道湖・中海賢明

利用推進事業 

 

 

22,768 

 

 

ラムサール条約湿地である宍道湖・中

海の保全再生と、そこから得られる恵み

を持続的に活用するために、情報発信、こ

ども交流会の開催、登録 20 年を契機とし

た記念事業を鳥取県と連携して実施 

①水辺に親しむ環境教育・普及啓発事 

業 

小中学生を対象とした宍道湖や中 

海に流入する身近な川の調査や、湖 

沼環境モニターによる湖沼環境の評

価を実施 

②ラムサール・大型水鳥啓発事業 

・鳥取県と連携し、こどもラムサー

ル交流会等を実施 

・宍道湖・中海の魅力を伝える動画を 

制作 

③大型水鳥を活用した広域ネットワー

ク支援事業 

民間団体、関係市及び県で構成す

る協議会による、トキやコウノトリ

の生息環境づくりや普及啓発の取組

を支援 

 ④宍道湖・中海ラムサール条約登録 20 

周年記念事業 

   ラムサール条約湿地に登録されて 

  から20年を迎えることから鳥取県と 

連携し記念事業を実施 

 

 

 

 

 

 

環境生活部 
[環境政策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

139 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未来へ引き継ぐ石

見銀山保全事業 

 

 

 

86,897 

 

世界遺産石見銀山を適切に管理し、未

来へ継承していくため、調査研究、保存整

備、情報発信を実施 

①世界遺産総合調査研究事業 

・基礎調査研究 

・テーマ別調査研究 

②世界遺産保存整備事業 

・史跡等の保存・修理 

・大田市が設置する世界遺産センタ

ーの管理運営・施設改修等への支

援 

③世界遺産総合情報発信事業 

講座等開催 

 

 

教育委員会 
[文化財課] 

 

140 

 

拡充 

 

石見銀山発見 500

年記念事業 

 

9,500 

 

石見銀山発見 500 年・世界遺産登録 20

周年を迎える令和９年に向けて、石見銀

山の魅力化・持続化につながる取組を段

階的に実施（№46 一部再掲）  【拡充】 

［Ｒ７年度実施内容］ 

大田市と連携し、石見銀山の整備

や、記念イベント開催に向けた調整

等を実施 

①大田市事業 

・大田市が設置する世界遺産セン

ターの展示リニューアル 

［負担割合］県 3/4・大田市 1/4 

・大森・鉱山エリアの見学道等の整

備 

［負担割合］ 

国 1/2・県 1/4・大田市 1/4 

②県事業 

・令和９年度に行う記念イベント

等に向けた企画調整 

・世界遺産センター等における体

験プログラムの整備 

 

 

教育委員会 
[文化財課] 
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Ⅲ 地域を守り、のばす 

３ 地域の経済的自立の促進 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

141 

  

中山間地域総合対

策推進事業 

（スモール・ビジ

ネスの推進） 

 

 

51,236 

 

 

「小さな拠点づくり」の推進に加え、中

山間地域・離島の豊かな自然環境や特徴

ある資源を活用した事業（スモール・ビジ

ネス）を推進し、雇用の確保と所得向上を

促進 

 ①スモール・ビジネス育成支援プログ

ラム 

 専門家による研修・セミナーや個

別課題に対する伴走支援 

②スモール・ビジネス育成支援事業補

助金 

 商品企画・開発、販路開拓などの取

組に係る経費を支援 

［助成対象者］ 

・県内の中山間地域に主たる事業

所がある法人・団体及び住所が

ある個人 

・市町村（上記事業者等に向け補助

事業を実施する場合） 

［助成対象事業］ 

・地域の産品を活用した商品の加

工・製造、販売等 

・地域の自然環境等を活用したサ

ービスの提供 等 

［助成対象経費］ 

・商品企画・開発、販路開拓等の経

費 

・設備等の購入、施設の改修・修繕

に必要な経費 

［助成率］1/2 

［助成上限額］250 万円 

③道の駅等販売力強化支援事業 

道の駅等による地域産品の販売力

強化に向けた取組や地域の事業者等

との連携による取組などを支援 

 

 

地域振興部 
[中山間地域・

離島振興課] 

 

142 

 

新規 

 

地域内経済循環促

進事業 

 

4,799 
 

 地域内における経済循環を促進するた

め、県民、生産者・事業者、行政で連携し

た取組を実施 

 ・地産地消等の推進に向けた協力店の

募集及びキャンペーンの実施 

 

地域振興部 
[中山間地域・

離島振興課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

143 

  

エコライフ推進事

業（再生可能エネ

ルギー利活用総合

推進事業） 

 

 

102,442 
 

 再生可能エネルギーの導入の推進に関

する計画に沿って、太陽光や木質バイオ

マス、小水力などの再生可能エネルギー

の事業化支援、地域活性化を目的とした

設備導入支援、小学校でのエネルギー教

室などの普及啓発等を推進 

①事業化に向けた可能性調査等の経費

を助成 

［助成率］1/2 以内（上限 500 万円） 

②再生可能エネルギーによる地域活性

化支援事業 

・自治会等が地域活性化事業に併せ

て取り組む設備導入の経費を助成 

［助成額］ 

・売電事業を行う場合 

対象経費を借り入れるもの

とみなして算定した利子相当

額（上限 150 万円） 

・自家消費事業を行う場合 

対象経費の 1/2（上限 100 万

円） 

・蓄電池を導入する場合 

10 万円（定額） 

・民間事業者が地域貢献に併せて取

り組む設備導入の経費を助成 

［助成額］ 

対象経費を借り入れるものと

みなして算定した利子相当額

（上限 500 万円） 

③住宅用太陽光発電等の設備導入費を

助成した市町村に対して経費を助成 

・住宅用太陽光 

［助成額］ 

・市町村が上乗せ助成しない場合 

0.7 万円／㎾(上限 2.8 万円) 

・市町村が上乗せ助成する場合 

1.5 万円／㎾（上限６万円） 

・木質バイオマス熱利用 

［助成率］市町村助成額の 1/2 以内 

     （上限 15 万円） 

・太陽熱等利用設備 

［助成率］1/3 以内（上限 20 万円） 

・蓄電池設備(既設太陽光への設置も可) 

［助成額］５万円（定額） 

 

 

環境生活部 

[環境政策課] 

企業局 
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④家庭用燃料電池（エネファーム）の普 

及を図るため、導入経費を助成 

［助成額］10 万円（定額） 

⑤講師派遣、再生可能エネルギー教室

等の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－102－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

144 

 

新規 

 

地域主導型産地創

生支援事業 

 

 

90,000 
 

関係機関との役割分担のもと、産地の

維持・発展に向けて主体的な取組を行う

産地を重点的に支援し、持続可能な産地

づくりを推進（№８再掲） 

①産地ビジョン作成支援 

［事業実施主体］ 

農林漁業者等で組織する団体 

［助成対象経費］ 

市場調査、専門家招へい等に要

する経費 

［助成上限額］50万円 

②産地ビジョン実行支援 

［事業実施主体］ 

農林漁業者等で組織する団体 

［助成対象経費］ 

商品開発、施設整備等に要する

経費 

［負担割合］ 

県1/2・市町村1/6・事業者1/3 

［助成上限額］ 

3,000 万円／３年度・団体 

 

 

農林水産部 
[産地支援課] 
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Ⅲ 地域を守り、のばす 

４ 地域振興を支えるインフラの整備 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

145 

 

拡充 

 

デジタル戦略推進

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

81,139 
 

ＩＣＴを活用した地域課題の解決に向

けた取組の支援や、市町村の自治体ＤＸ

を円滑に進めるための体制整備を行うな

ど、デジタルによる県民の利便性向上等

を図る取組を推進 

１ あらゆる分野でのＩＣＴ利活用 

①産官学民連携体制整備      【新規】 

ＩＣＴを活用した地域課題解決に 

向け、産官学民が連携したプラット

フォームを整備 

２ 県民の利便性向上と行政の効率化 

①自治体ＤⅩの支援体制整備 【拡充】 

市町村の自治体情報システムの標

準化・共通化に向けた進捗状況の把

握や助言のための体制を整備 

②自治体職員ＤＸ研修事業 

市町村職員等に対して自治体ＤＸ

を推進するための研修を実施 

３ デジタルデバイド対策 

①デジタル活用講師育成 

高齢者等に対するＩＣＴ機器利用

講習会の講師人材を育成するための

研修を実施 

②デジタル人材活躍推進 

地域住民の身近な場所にＩＣＴ機

器を整備し、地域全体でＩＣＴを学

ぶ仕組みを整備 

 

 

地域振興部 

[地域政策課] 

 

146 

 

拡充 

 

出雲縁結び空港の

機能強化・利用促

進 

 

 

349,587 
 

 滑走路等の整備や各路線の利用促進に

向けたＰＲ等を実施 

・灯火施設の更新 

・ターミナルビルの改修設計を実施 

 【新規】 

・各路線の利用促進に向けた旅行商品

造成支援、ＰＲ等を実施 

・中部線や静岡線等、ＦＤＡ路線の維

持・利用促進のため、ＰＲ等を重点的

に実施 

 

 

 

 

地域振興部 

[交通対策課] 

土木部 

[港湾空港課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

147 

 

拡充 

 

萩・石見空港の機

能強化・利用促進 

 

 

881,367 

 

 

 

 

 東京線２便運航や大阪線の継続に向

け、今後の安定的な需要創出につながる

よう、関係先と連携しながら誘客促進対

策を実施するほか、滑走路等の整備を実

施（№43、63 一部再掲） 

１ 誘客促進対策 

①イン・アウト対策 

・乗客数確保に向けた旅行商品造成

等の支援（利用の少ない便・コース

での団体旅行支援等を強化）       

【拡充】

・交流人口拡大等による個人利用の

促進、ＰＲ等を実施 

②政策課題への対応 

・地域との交流や地域活動体験を行

うツアーの実施 

・グラントワを活用したイベントの

開催          【拡充】 

・県外企業を対象とする萩・石見空 

港を利用した石見臨空ファクトリ

ーパーク等への視察ツアーを開催 

・中山間地域の高校をめぐるバスツ

アーの実施 

・県内の歴史スポットをめぐるバス

ツアーの実施      【拡充】 

２ 滑走路等の整備 

・灯火施設の更新 

 

 

地域振興部 

[交通対策課] 

[しまね暮らし 

推進課] 

環境生活部 

[文化国際課]

商工労働部 

[観光振興課] 

[企業立地課] 

土木部 

[港湾空港課] 

教育委員会 

[教育指導課] 

[文化財課] 

 

148 

  

隠岐世界ジオパー

ク空港の機能強

化・利用促進 

 

 

209,987 

 

 

 滑走路等の整備や各路線の利用促進に

向けたＰＲ等を実施 

・滑走路端安全区域の整備 

・滑走路の舗装改良 

・灯火施設の更新 

 

 

地域振興部 

[交通対策課] 

土木部 

[港湾空港課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

149 

  

出雲縁結び空港周

辺対策事業 

 

942,426 

 

 

 

 出雲縁結び空港の利便性向上を図るた

めの運用時間の延長等に向けた対策を実

施 

①出雲市が行う民家の移転先地の造成

事業に係る支援、空港に近接する農

地等の取得、管理及び整備 

②空港周辺における民家の騒音防止工

事 

③空港周辺地域の地域振興策等 

 

 

地域振興部 

[交通対策課] 

 

150 

 

拡充 

 

国際チャーター便

支援事業 

 

 

39,383 

 

 

 外国からの観光誘客を図るため、県内

空港を利用する国際チャーター便の運航

を支援 

①航空会社に対する着陸料・航行援助

施設利用料の助成 

 ［助成率］3/4（上限 20 万円／回） 

②旅行会社に対する旅行商品造成の支

援 

［助成額］ 

島根県内宿泊のツアー客１人１

泊あたり 5,000 円 

③国際線カウンター要員等を確保する

ために必要な経費を助成   【拡充】 

  ［助成率］1/2 

 

 

地域振興部 

[交通対策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

151 

 

拡充 

 

小規模できめ細や

かなほ場整備の促

進 

 

 

100,404 

 

水田園芸の導入・拡大に取り組む意欲

のある地域や担い手不在集落の解消や発

生抑制に積極的に取り組む地域に対し、

区画整理等を実施して耕作条件の改善を

支援 

①水田園芸推進支援  

水田園芸の推進を目的として市町

村等が実施する基盤整備事業を支援

するとともに、同事業に係る地元負

担を実質無償化するための支援 

［助成率］ 

・ハード  

対象事業費の 10％、15％ 

・ソフト  

対象事業費の 12.5％ 

②担い手不在集落解消支援 

担い手不在集落の解消を目的とし

て市町村等が実施する基盤整備事業

を支援するとともに、同事業に係る

地元負担を実質無償化するための支

援 

［助成率］ 

・ハード 

対象事業費の 10％、15％ 

・ソフト 

対象事業費の 12.5％ 

③担い手不在集落発生抑制支援【新規】 

担い手不在集落の発生抑制を目的

として中山間地域等で市町村等が実

施する基盤整備事業を支援するとと

もに、同事業に係る地元負担を実質

無償化するための支援  

［助成率］  

・ハード  

対象事業費の 10％、15％  

・ソフト  

対象事業費の 12.5％（最大） 

 

 

 

 

農林水産部 
[農村整備課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

152 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

林内路網整備事業 

 

147,240 
 

利用期を迎えた森林の主伐を促進し、

製材・合板・燃料用の原木を増産するた

め、森林作業道等及び作業ヤードの整備

を支援 

①森林作業道整備 

  ［事業実施主体］林業事業体 

 ［助成額］ 

   2,000 円／ｍ、1,000 円／ｍ 

②作業ヤード整備 

［事業実施主体］ 

  市町村等、林業事業体 

 ［助成額］50万円／箇所 

③排水施設整備 

［事業実施主体］ 

  市町村等、林業事業体 

  ［助成額］２万円／箇所 

④中規格森林作業道整備 

  ［事業実施主体］林業事業体 

  ［助成額］ 

5,000 円／ｍ、3,000 円／ｍ 

 

 

農林水産部 
[森林整備課] 

 

153 

  

市町村の遊休施設

を活用した貸オフ

ィス・貸工場整備

支援事業 

 

 

10,000 

 

 中山間地域等における企業立地を推進

するため、所有する遊休施設を貸オフィ

ス・貸工場として整備する市町村を支援 

（№64 再掲） 

 ［助成率］1.5/10 

 ［上限額］貸オフィス 1,000 万円 

      貸工場   5,000 万円 

 

 

商工労働部 

[企業立地課] 

 

 

154 

 

 

 

 

 

 

 

山陰道の整備促進 

（直轄事業負担

金） 

 

 

4,243,834 

[うち補正] 

738,834 

 

 

山陰道の早期開通を目指して整備を促

進 

（令和６年 12 月の供用率 72％） 

 

 

土木部 

[高速道路推進

課] 

 

 

155 

 

 

 

 

 

 

 

浜田港の機能強化 

 

 

210,000 
 

国際物流拠点としての機能を強化する

ため、港湾施設の整備を実施 

 ・臨港道路「福井・長浜線」の整備 

 

 

土木部 

[港湾空港課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

156 

 

拡充 

 

安来市切川地区工

業用地造成事業 

（企業会計） 

 

2,029,849 
 

 安来市切川地区での株式会社出雲村田

製作所の新たな生産拠点の設立に向け

て、同社への売却を前提とした工業用地

造成を実施 

 ［事業の概要］ 

県が、予め売却先を決定した上で

用地造成を行う、オーダーメイド方

式による用地造成事業の実施 

 ［実施区域］安来市切川町地内 

 ［事業期間］Ｒ７～12 

 ［Ｒ７年度実施内容］    

  ・用地取得、補償    【新規】 

・用地造成に係る詳細設計、準備工

事等         【新規】 

 ［経費負担］ 

事業完了後、事業に要した経費を

精算（全額企業負担） 

 【債務負担行為の設定（一般会計）】 

［内容］ 

事業中止時の最大の費用負担 

［設定額］ 

10,823,646 千円(Ｒ７～12) 

 

 

企業局 

商工労働部 
[企業立地課] 

 

 

157 

 

 

 

 

 

 

 

江津地域拠点工業

団地第３期造成事

業 

（企業会計） 

 

138,906 
 

 県内企業の再投資や県外企業の新規立

地を促すため、江津地域拠点工業団地を

拡張・整備 

［事業期間］Ｒ５～10 

 

 

企業局 
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Ⅲ 地域を守り、のばす 

５ 地域の生活基盤を支える人材の確保 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

158 

 

新規 

 

地域生活交通の担

い手確保促進事業 

 

57,500 

 

運転手不足を一因としたバス路線の廃

止、減便が相次ぐ厳しい状況を踏まえ、市

町村や交通事業者等と連携・協力し、運転

手確保の取組を実施 

①運転手のための職場環境改善支援 

   運転手が利用する施設・設備の整

備に要する経費の一部を助成 

  ［助成対象経費］ 

    休憩室、更衣室、トイレ、エアコ

ン等の整備・更新 

  ［助成率］1/2 

  ［助成上限額］100 万円 

②運転手の福利厚生改善緊急支援 

   生活基盤を安定させ、交通事業者

への入職を促すため、賃貸住宅の家

賃相当額の一部を支援金として支給 

［対象者］ 

    R7.4.1 以降に採用された運転手 

   （新規受付はＲ９年度まで） 

［支援額］ 

    １～２年目 ３万円／月 

３～４年目 ２万円／月 

    ５～６年目 １万円／月 

 ③交通事業者への入職促進策支援 

   （一社）島根県旅客自動車協会が行

う広報など入職促進策に係る経費の

一部を助成 

  ［助成率］2/3 

 ④採用力向上セミナー 

   交通事業者向けの実践的な採用力

向上セミナーを実施 

 ⑤セミナー参加者のチャレンジ支援 

   採用力向上セミナーの参加者を対

象に、ホームページ制作費やオンラ

イン面接の環境整備費など採用力向

上に係る経費の一部を助成 

  ［助成率］1/2 

  ［助成上限額］75 万円 

 ⑥採用活動支援 

   交通事業者の積極的な採用活動を

促すため、国庫補助事業を活用した

採用活動に要する経費の一部を助成 

  ［負担割合］ 

国 1/2・県 1/4・事業者 1/4 

 

地域振興部 
[交通対策課] 
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  ［助成上限額］25 万円 

⑦二種免許取得支援 

   運転手の育成支援のため、国庫補 

助事業を活用した二種免許取得に要

する経費の一部を助成 

  ［負担割合］ 

国 1/2・県 1/2 

  ［助成上限額］１人あたり 25万円 

 ⑧運転手育成支援 

   新たに運転手（運転手となる見込

みの者を含む）を採用し、６か月以上

継続して雇用する事業者に対し、人

材育成に係る支援金を支給 

  ［支給額］ 

     新規雇用１人あたり定額20万円 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

159 

 

拡充 

 

医療介護総合確保

促進事業（医療分）

（医療従事者の確

保対策に係る国基

金事業） 

 

 

 

1,040,594 

 

 医療介護総合確保促進基金を活用し、

医療従事者の確保対策の取組を推進 

１ 医師確保対策 

①全国から医師を呼び県内医療機関視

察ツアーを実施 

②医学生向け奨学金の貸与  【拡充】 

 ※自治医科大学医学生向けを追加 

③産婦人科等研修医向け研修資金の貸与 

④島根大学医学部等における医師の養

成を支援 

・島根大学医学部に寄附講座を設置 

・鳥取大学医学部の研修・教育環境

整備 

⑤しまね地域医療支援センターにおけ

る若手医師のキャリア形成や診療科

単位のネットワーク形成等を支援 

⑥医師確保計画の推進のため、各圏域

の医療機関等が実施する事業に係る

経費の一部を支援 

⑦総合診療医の人材確保・育成を支援 

⑧産科医師に分娩業務手当を支給する

医療機関を支援 

２ 看護師確保対策 

①看護職員の研修受講経費を支援 

②病院の院内保育所運営費を支援 

③民間看護師等養成所の運営費を支援 

④認定看護師教育課程の運営 

⑤「島根県訪問看護支援センター」にお 

いて、訪問看護師の確保・育成等を総 

合的に実施 

⑥病院が計画を立てて実施する看護職 

員等確保の取組を支援     【新規】

⑦看護学生や看護職員を対象とした中

山間地域・離島における看護現場の 

見学ツアーを実施      【新規】

⑧県内の看護学生を対象とした対面型 

就職イベントを開催     【新規】

３ 薬剤師確保対策 

①高校生の薬学部進学促進のため、セ

ミナーを開催 

②薬剤師の県内就業促進のため、就職

説明会を開催 

③高校生に対し、地域枠設置大学の薬

学部見学の旅費を支援 

④薬学生等に対し、病院薬剤師の就業

促進のため、病院見学等の旅費を支

援            【新規】 

 

健康福祉部 
[医療政策課] 

[健康推進課] 

[薬事衛生課] 
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 ⑤県内就業の魅力や各種支援制度を発

信するためのポータルサイトを制作 

               【新規】 

４ 医療従事者の勤務環境の改善を支援 

勤務医の労働時間短縮に向けた体制の

整備を支援         
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

160 

 

拡充 

 

 

地域医療を支える

医師確保養成対策

事業 

（一部国基金事業） 

 

 

 

1,198,878 

 

依然続く医師不足の状況を踏まえ、即

戦力となる医師の確保や、総合診療医を

はじめとする地域医療を担う医師の養成

対策を実施（№159 一部再掲） 

１ 国補助・県単独事業分 

①現役の医師を「呼ぶ」対策 

・全国からの医師招へいに向けた情

報収集や県外医師との出張面談 

・地域医療機関での勤務を前提に県

立病院等での専門研修 

・病院総合医を目指す医師を採用し、

県立中央病院で研修後、地域医療

機関へ派遣 

②地域医療を担う医師を「育てる」対策 

・県内の地域医療に携わる意志のあ

る医学生向け奨学金 

・自治医科大学運営費の負担 

③地域勤務医師を「助ける」対策 

・公立産科病院に対する支援 

・県立病院から代診医を派遣 

２ 医療介護総合確保促進事業（医療分）    

①全国から医師を呼び県内医療機関視

察ツアーを実施 

②医学生向け奨学金の貸与  【拡充】 

 ※自治医科大学医学生向けを追加 

③産婦人科等研修医向け研修資金の貸

与 

④島根大学医学部等における医師の養

成を支援 

・島根大学医学部に寄附講座を設置 

・鳥取大学医学部の研修・教育環境

整備 

⑤しまね地域医療支援センターにおけ

る若手医師のキャリア形成や診療科

単位のネットワーク形成等を支援 

⑥医師確保計画の推進のため、各圏域

の医療機関等が実施する事業に係る

経費の一部を支援 

⑦総合診療医の人材確保・育成を支援 

⑧産科医師に分娩業務手当を支給する

医療機関を支援 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 

[医療政策課] 

－114－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

161 

 

拡充 

 

 

看護職員等確保対

策事業 

（一部国基金事業） 

 

 

800,794 

 

 必要な医療提供体制を確保するため、

看護職員の確保対策を実施（№159 一部再

掲） 

１ 国補助・県単独事業分 

①県内進学の促進 

県立高等看護学院（松江・石見）の

運営 

②県内就業の促進 

・県外の看護学生のＵ・Ｉターン者

を対象に奨学金を貸与 

・過疎地域・離島の病院等に就職す

る看護学生を対象に奨学金を貸与 

③離職防止・再就業促進 

・新人看護職員向けの研修や離職防

止の取組への支援 

・県ナースセンターにより潜在看護

師等を対象とした無料職業紹介を

実施 

・再就業支援講習会等を開催 

④資質向上 

・新人職員から管理者まで様々な段

階において看護師等への研修を実

施 

・医療施設間における期間限定での

助産師出向・受入れを支援 

・医師等の判断を待たずに一定の診

療の補助ができる看護師の研修を

実施 

２ 医療介護総合確保促進事業（医療分） 

①各病院の看護職員の研修受講経費を

支援 

②病院の院内保育所運営費を支援 

③民間看護師等養成所の運営費を支援 

④認定看護師教育課程の運営 

⑤「島根県訪問看護支援センター」に

おいて、訪問看護師の確保・育成等

を総合的に実施 

⑥病院が計画を立てて実施する看護職

員等確保の取組を支援    【新規】 

⑦看護学生や看護職員を対象とした中

山間地域・離島における看護現場の 

見学ツアーを実施     【新規】

⑧県内の看護学生を対象とした対面型 

就職イベントを開催    【新規】

 

 

 

 

健康福祉部 

[医療政策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

162 

 

新規 

 

地域小児救命救急

センター運営事業 

 

 

19,705 
 

小児救急医療体制の充実及び小児救急

に従事する医療者の養成・確保を図るた

め、島根大学医学部附属病院に設置され

る地域小児救命救急センターの運営を支

援（№92再掲） 

［負担割合］ 

・医師の人件費 

国 1/3・県 1/3・大学 1/3 

・看護師の人件費等 

国 1/3・大学 2/3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 

[医療政策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

163 

 

拡充 

 

医療介護総合確保

促進事業（介護分） 

（介護人材の確保

対策に係る国基金

事業） 

 

 

253,742 

 

医療介護総合確保促進基金を活用し、

介護人材の確保に向けた取組を支援 

①介護人材の確保 

・保険者（市町村）が地元事業所等と

連携して取り組む介護人材の確

保・定着事業を総合的に支援 

・離職した介護人材等の再就職を支

援 

・訪問看護ステーションにおける潜

在看護師の雇用に係る経費を支援 

・訪問看護ステーションへ病院から

出向する看護師の経費を支援 

・「島根県訪問看護支援センター」に 

おいて、訪問看護師の確保育成等 

を総合的に実施 

・外国人介護人材を受け入れる施設

の環境整備に必要な経費を支援 

・介護福祉士の資格取得を目指す留

学生に奨学金を支給する場合の経

費を支援 

・福祉系高校の生徒へ修学資金を貸

付 

・他業種で働いていた者等の介護分

野への参入に係る就職支援金を貸

付 

②介護人材の定着・育成 

・現任介護職員を介護福祉士実務者

研修に派遣する間の代替職員経費

を支援 

・介護職員の医療的ケアや認知症ケ

アの研修を実施 

・在宅医療と介護の連携のための研

修会等を開催 

③介護現場革新 

・事業所が実施する介護助手のＯＪ

Ｔ研修に要する経費を支援【新規】 

・介護現場の生産性向上や人材確保

に関する相談窓口を開設 【新規】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 

[高齢者福祉課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

164 

 

拡充 

 

介護人材確保・定

着事業 

（一部国基金事業） 

 

 

1,078,895 

[うち補正] 

808,095 

 

高齢化の進展や介護人材の不足に対応

するため、将来を見据えた計画的な福祉・

介護人材確保を図るための対策を実施 

（№163 一部再掲） 

①意識啓発の推進 

・介護の魅力を発信するイベントの

開催 

・中高生の介護施設での職場体験を

実施 

・保険者（市町村）が地元事業所等と

連携して取り組む介護人材の確

保・定着事業を総合的に支援 

②人材の確保 

・介護福祉士養成施設の学生等へ修

学資金を貸付 

・離職した介護人材へ再就職準備金

を貸付 

・福祉系高校の生徒へ修学資金を貸付 

・他業種で働いていた者等の介護分

野への参入に係る就職支援金を貸

付 

・離職した介護人材等の再就職を支援 

・介護福祉士実務者研修のスクーリ

ングに係る経費を支援 

・労務環境を見える化し、人材確保

につなげる宣言事業所制度を実施 

・訪問看護ステーションにおける潜

在看護師の雇用に係る経費を支援 

・介護人材の確保・定着を図るため、

業務効率化や職場環境の更なる改

善の取組を行う事業所を支援 

【新規】 

 ［負担割合］国 10/10 

③人材の定着 

・新任介護職員を対象とした介護資

格取得を支援 

・現任介護職員を介護福祉士実務者

研修に派遣する間の代替職員経費

を支援 

④介護現場革新 

・介護現場の業務効率化のため、  

介護ロボットやＩＣＴの導入経費

を支援 

・事業所が実施する介護助手のＯＪ

Ｔ研修に要する経費を支援【新規】 

・介護現場の生産性向上や人材確保

に関する相談窓口を開設 【新規】 

 

健康福祉部 

[地域福祉課] 

[高齢者福祉課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

165 

 

拡充 

 

障がい福祉人材確

保・職場環境改善

等総合対策事業 

 

249,230 

[うち補正] 

249,230 

 

障がい福祉人材の確保につながるよ

う、障がい福祉現場における生産性を向

上し、業務効率化や職場環境の改善を図

ることにより、職員の離職の防止・職場定

着を推進 

また、障がい者の生産活動の効率化等

を通じて安定的な経営を確保 

①障がい福祉人材の確保   【新規】 

 ・障がい福祉人材の確保・定着を図る 

ため、業務効率化や職場環境の更な 

る改善の取組を行う事業所を支援 

  ［負担割合］国 10/10 

②ＩＣＴ・介護ロボット等導入 

 ・障がい福祉サービス事業所等にお

ける業務効率化や職員の負担軽減

を図るため、ＩＣＴ機器や介護ロ

ボット等の導入に係る経費を支援 

  ［負担割合］ 

国 1/2・県 1/4・事業所 1/4  

③障がい者就労施設における生産活動

の効率化         【新規】 

  ・障がい者就労継続支援事業所の経

営改善を図るため、ＩＣＴ機器や

工作機械等の導入に係る経費を支

援 

 ［負担割合］国 2/3・県 1/3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 
[障がい福祉課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

166 

 

拡充 

 

保育士の確保・定

着支援事業 

 

579,320 

[うち補正] 

124,549 

 

保育環境の充実を図るため、保育士の

確保・定着に向けた取組を推進（№106 再

掲） 

①保育士の確保対策 

・保育士・保育所支援センターに保

育士バンクを設置し、潜在保育士

に対し復職に関する情報を提供 

・保育士養成施設の学生等を対象と

した就職説明会等を実施 

・県外の学生が、県内の保育所を実 

習先とする場合、実習等に係る旅

費の一部を支援 

・保育士等の採用が困難な保育所等

を支援するため、人材派遣会社等

と連携し、保育士等の人材確保を

推進 

・保育士養成施設の学生を対象に修

学資金を貸付 

・自宅からの通学が難しい地域の出

身学生が県内の保育士養成施設に

進学する際の家賃を貸付  【拡充】 

・職業選択の一つとして保育士を選

んでもらえるよう、小学生から高

校生までを対象に保育士の仕事の

魅力を知ってもらう場を設け、保

育士の魅力向上・発信を推進 

【新規】

・保育士の魅力を発信する動画を制

作             【新規】 

②保育士等の定着対策 

・保育所や認定こども園等の勤務者

が必要とする資格の取得のための

受講経費等を支援 

・保育士の負担軽減、離職防止を図

るため、保育補助者等を雇用する

経費を支援 

・保育所等の管理職等を対象とし

た、働き方改革に関するセミナー

等の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 

[子ども・子育

て支援課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

167 

 

 
 

薬剤師確保対策事

業 

 

 

3,945 

 

薬剤師不足の解消のため、薬剤師の奨

学金返還を雇用主と共同して支援 

［助成対象者］ 

在学期間中に奨学金の貸与を受

け、県内の医療機関・薬局（県の登録

を受けた事業者に限る）に新たに就

業する薬剤師 

※既卒の薬剤師を含む 

※薬局については、県内のみで店

舗を開業している事業者に限る 

 ［助成額］ 

奨学金返還総額÷奨学金返還月数

（助成上限額 ２万円／月） 

 ［助成期間］ 

   最長 12 年（144 月） 

［負担割合］ 

県 1/2・薬剤師を雇用する医療機

関、薬局 1/2 

［募集人数］10人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 
[薬事衛生課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

168 

 

拡充 

 

しまねの建設担い

手確保・育成事業 

 

105,719 
 

建設産業の担い手確保・育成に対する

取組を総合的に実施（№89 再掲） 

①合同企業説明会・現場見学会の開催

を支援 

［助成率］1/2、1/4 

［助成上限額］50 万円、100 万円 

②入職促進広報の支援 

若年者等の入職促進を目的とした

広報活動を支援 

［助成率］1/2 

［助成上限額］100 万円 

③「もっと女性が活躍できる建設業」協

働推進 

建設産業への女性の就職促進や定

着の取組を支援 

［助成率］2/3 

［助成上限額］200 万円 

④外国人・障がい者雇用等による人材

確保支援 

［助成率］1/2 

［助成上限額］20 万円、100 万円 

⑤生産性向上のためのＩＣＴ設備導入

支援 

建設現場の生産性向上による労働

力不足の解消、処遇改善及び建設産

業の魅力向上を図り、若年層等が入

職しやすい環境を整備するため、Ｉ

ＣＴ活用工事の実施を加速させる機

器等の導入を支援 

［助成率］1/3 

［助成上限額］ 

・機器等    100 万円 

・建機     500 万円 

・建機レンタル  50 万円 

⑥建設産業の魅力発信 

将来の担い手となる若年層を含む

幅広い層に向けて、専門工種を含む

建設産業の魅力を発信   【拡充】 

⑦技能の向上を図るための活動の支援 

新規入職者向け研修会・公的資格

取得に関する講習会等の開催を支援 

［助成率］1/2、1/4 

［助成上限額］50 万円 

⑧除雪機械資格取得の支援 

除雪機械の運転手となる人材の育 

 

土木部 

[土木総務課] 

[技術管理課] 

[道路維持課] 

商工労働部 

[中小企業課] 

 

－122－



 

成のため、資格取得経費を支援 

［助成率］1/3 

［助成上限額］20 万円 

［対象年齢］60 歳未満   【拡充】 

⑨経営基盤強化コーディネート 

担い手確保や生産性向上などの経

営基盤強化の取組に対する課題の整

理やフォローアップ、関係機関との

連携等を支援 

⑩事業継続力強化アドバイザーの派遣 

経営課題解決のために必要な知識

とスキルを有する外部専門家を派遣 

⑪建設産業の働き方改革推進 【新規】 

多様な人材の職域拡大や技術者の

時間外労働削減を目的とした建設デ

ィレクター等の普及セミナー等を実

施 

⑫外国人材活用促進     【新規】 

   ベトナムチャーター便を活用した

現地視察や外国人材活用促進のため

の県内セミナーを実施 
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Ⅳ 島根を創る人をふやす 

１ 島根を愛する人づくり 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

169 

 

 

 

 

公立大学法人島根

県立大学運営費交

付金 

 

 

2,315,404 
 

 県立大学の教育研究水準の維持向上や

大学経営の健全性を確保するため、大学

運営に必要な経費を交付 

 

 
総務部 
[総務課] 

 

 

170 

 

 

 

 

私立学校経営健全

性確保事業 

 

 

1,454,596 

 
 

 

 

私立学校等の教育水準の維持向上、学

校経営の健全性の確保や、県内就職の促

進、外国人生徒への対応などの課題に対

応するため、学校運営費の一部を助成 

 

 

総務部 
[総務課] 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 

 

171 

 

 

 

 

私立学校教育条件

維持向上事業 

 

 

97,376 
 

 島根で学ぶ生徒を増やすため、私立学

校が行う生徒確保のための取組を支援 

 ①高等学校等授業料減免補助 

   高等学校等就学支援金制度の対象

者に対し、就学支援金の上乗せ支援

を行い、家庭の教育費負担を軽減 

  ［助成対象世帯］ 

   年収約 590 万円以上 910 万円未

満の世帯 

［助成額（上乗せ支援額）］ 

2,500 円／月・人 

（国制度による支援金 9,900 円／ 

 月・人に上乗せ） 

 ②魅力と特色ある学校づくり推進事業 

   学習環境の向上など、魅力化や特

色化につながる設備整備を支援 

 ③私立専修学校生徒確保支援事業 

   ＷＥＢを活用したオープンキャン

パス開催や学校の紹介動画作成等の

取組を支援 

  ［助成対象者］私立専修学校 

  ［助成対象経費］ 

    バス借上経費、オープンキャン

パス、参加旅費助成、学校説明会参

加費、広報費等 

  ［助成率］1/2 

  ［助成上限額］ 

    220 万円／校 

    ※県内就職者数が前年と比較し

て増加している学校は、上限

額 50 万円／校を加算 

 

総務部 
[総務課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

172 

 

 

 

 

活動団体の自立促

進と活性化事業 

 

 

35,483 

 

 

 

 地域の課題解決に自主的、自発的に取

り組むＮＰＯ法人やその他団体の活動の

活性化を図るため、団体の人材育成、基盤

強化等を支援 

 

 

環境生活部 
[環境生活総務 

 課] 

 

 

173 

 

 

 

 

しまね社会貢献推

進事業 

 

 

 

30,878 

 

 

 

 

 県民の社会貢献活動をさらに促進する

ため、しまね社会貢献基金の活用などに

より、ＮＰＯ法人やその他団体が行う社

会貢献活動を支援 

 

 

 

 

環境生活部 
[環境生活総務 

 課] 

 

 

174 

 

 

 

 

消費者団体等活動

支援事業 

 

 

6,403 
 

消費者被害を防ぐため、地域や職域に

おける消費者教育や啓発を担う消費者リ

ーダーの活動や、地域の見守りを行う団

体の活動を支援 

①地域消費者活動支援事業 

消費者リーダー育成講座の実施 

②消費者団体活動支援 

消費生活の安定向上を目的とし

て、適格消費者団体の認定を目指し

て活動するＮＰＯ法人消費者ネット

しまねの活動を支援 

③地域見守りネットワーク支援 

市町村へ地域見守り活動について

の研修等を実施 

 

 

環境生活部 
[環境生活総務

課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

175 

 

拡充 

 

外国人の受入れ・

共生事業 

 

509,315 

 

 

 

外国人住民が安心して暮らすことがで

きる生活環境づくり、外国人住民と日本

人住民が共に支え合う地域づくり等を推

進（№84、120、170 一部再掲） 

①日本語指導が必要な児童生徒等への

支援 

・帰国・外国人児童生徒に対し支援体

制を整備する市町村を支援  

・宍道高校における日本語指導体制

の強化         【拡充】 

・宍道高校以外の県立学校の支援体

制を整備 

・教職員研修の充実  

・外国人生徒に対し日本語指導や生

活指導等を行う私立高等学校等を

支援 

②外国人住民の生活や日本語学習の支援  

・日本語学習の機会を提供するた

め、地域・企業訪問型、オンライン

型のほか、試行的に子どものため

の日本語教室を開催 

・地域の日本語教室の維持、活性化

等に取り組む市町村を支援 

・日本語教育人材（日本語教師、ボラ

ンティア）の育成、確保 【拡充】 

・多言語によるワンストップ型相談

窓口を設置 

・専門家（弁護士・臨床心理士）と連

携した相談体制を整備 

・外国人住民相談対応にかかる市町

村との連携強化     【拡充】 

・「外国人地域サポーター」を配置 

・県ホームページでの多言語変換機

能による情報提供を実施 

・ＳＮＳを活用した外国人住民への

情報伝達を実施 

・外国人患者が安全・安心に医療サ

ービスを受けられる体制を整備 

・多文化共生意識醸成のためのセミ

ナーを開催 

・高等技術校において就職を希望す

る定住外国人を対象とした職業訓

練を実施 

・外国人サポート企業の認定【新規】

外国人住民が住みやすい地域づく 

りに賛同する企業を認定 

 

 

 

環境生活部 
[文化国際課] 

政策企画局 
[広聴広報課] 

総務部 
[総務課] 

健康福祉部 
[医療政策課] 

商工労働部 
[雇用政策課] 

教育委員会 
[学校企画課] 

[教育指導課] 
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③多文化共生推進拠点施設の移転・整

備            【新規】 

・現施設の老朽化のため、多文化共

生推進拠点施設を移転・整備し、併

せて外国人住民向け相談体制等を

拡充 

④外国人を雇用する事業者等への支援 

 ・外国人雇用に関する企業向けの情 

報提供窓口を設置 

・外国人材定着支援補助金 【新規】 

   外国人材特有の事情に配慮した就

労環境等の改善やコミュニケーシ

ョン促進等の取組に対し、その経

費を一部助成 

   ［助成率］ソフト 1/2 

ハード 1/3 

   ［上限額］ 

中小企業等 50 万円 

監理団体（ソフトのみ）20 万円 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

176 

  

文化芸術振興支援

事業 

 

 

21,278 

 

文化芸術の振興を図るため、県民参加

機会の提供、将来の担い手の育成等の取

組を推進 

 ①島根県民文化祭の開催 

   県総合美術展（県展）、硬筆アート

展、文芸作品公募、文芸フェスタ 

 ②文化芸術次世代育成支援事業 

   文化芸術団体による子どもたちへ

の発表機会や鑑賞機会の提供、ワー

クショップの実施 

 

 

環境生活部 
[文化国際課] 

 

 

177 

  

生涯スポーツ推進

事業 

 

32,914 

 

県民の誰もが生涯にわたってスポーツ

に親しむことができるよう、スポーツを

する機会の提供などを実施 

・広域スポーツセンターの運営 

・健常者と障がい者が交流するスポー

ツ・レクリエーション活動や地域団

体と連携し運動好きな子どもを育て

る取組を推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境生活部 
[スポーツ振興

課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

178 

  

国民スポーツ大会

競技力向上対策事

業 

 

 

858,758 

 

令和12年に開催を予定している島根か

みあり国スポに向けた競技力向上と大会

終了後の競技力の定着に向けた以下の対

策等を実施 

①組織体制の整備・充実 

競技団体が行う先催県等への視察 

活動や、ふるさと選手確保・県内就職 

支援のための県外大学等訪問にかか 

る経費を支援 

②選手の発掘・育成・強化 

・競技団体が行う体験会や教室の開

催を支援 

・運動能力の高い小学生を「島根アス 

リートキッズ」に認定し、未普及競 

技を中心に選手として育成 

・中学校に部活動がない未普及競技

のクラブ創立・運営を支援し、小学

校から高校まで継続して競技がで

きる環境を整備         

・中学校在学時に全国大会等で上位

入賞した高校生の競技活動費及び

寮費等を支援       

・国スポ強化指定校や競技団体の県

外遠征費等を支援 

・優れた選手、指導者を県内企業が雇

用した場合に奨励金を支給 

③指導者の養成・資質の向上 

・国スポ強化指定校等に専門的な指

導ができる地域指導者等を配置 

・国スポ強化指定校や競技団体の指

導者を対象に年間カリキュラムに

よる研修を実施 

④選手・指導者を支える環境整備 

・普及・強化活動に必要となる競技用

具及び練習拠点施設を整備 

・国スポ強化指定校や競技団体にス

ポーツトレーナーやスポーツ栄養

士等を派遣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境生活部 
[スポーツ振興 

課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

179 

  

国民スポーツ大会

開催準備事業 

 

 

 

94,825 

 

 

 

令和12年に開催を予定している島根か

みあり国スポ・全スポに向けて、競技役員

等の養成、県民向け広報活動等の取組を

実施 

・準備委員会（総会、常任委員会、各専

門委員会）の開催 

・ホームページ等による広報、大会イメ

ージソングの普及 

・募金（寄附）支援の呼びかけ 

・県民一体となって大会を盛り上げら

れるよう、地域でのボランティア活

動など「県民参加」につながる取組を

推進 

・競技団体が行う競技運営に必要な審

判員等養成の取組を支援 

・輸送に係る県内の状況調査や情報収

集等の「輸送・交通基礎調査」を実施 

【新規】

 

 

環境生活部 
[島根かみあり

国スポ・全ス

ポ準備室] 

 

180 

 

 

 

全国障害者スポー

ツ大会開催準備事

業 

 

 

42,801 

 

令和12年に開催を予定している島根か

みあり全スポに向けて、競技会場施設の

バリアフリー調査、情報支援ボランティ

アの養成等の取組を実施 

・障がい区分と出場競技・種目の適合に

ついて判断を行う審査員を養成        

【新規】

・関係団体とともに競技会場施設のバ

リアフリー状況調査等を実施【新規】 

・県内にチームがない団体競技への選

手参加を促進するため、YouTube 等を

活用した情報発信を強化  【新規】 

・大会参加選手の発掘、チームの立ち上

げ等を行うコーディネーターを配置 

・大会運営に必要な、手話、要約筆記等

の情報支援ボランティアを養成 

 ・県内にチームのない競技種目のチー

ムの創設及び創設後の活動を支援  

【拡充】

 ・大会参加選手の掘り起こしや活動拠

点の確保等の取組を推進するため、

体験会等の拡充や練習環境の整備を 

実施           【新規】 

 

 

 

 

 

環境生活部 

[スポーツ振興 

課] 

[島根かみあり

国スポ・全ス

ポ準備室] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

181 

  

県民参加による自

然保護活動事業 

 

 

5,275 

 

 

 

 身近な地域の貴重な自然や自然公園等

を住民自らが守り、活用、啓発していくボ

ランティア活動を支援 

①自然保護ボランティア育成事業 

自然解説及び自然観察指導を行う

ことができる自然体験ガイドや自然

環境保全地域の担い手の養成研修を

実施 

②自然公園等ボランティア支援事業 

自然公園等の保全活動を行ってい

るボランティア団体等と連携し、自

然保護及び普及啓発活動を実施 

 

 

環境生活部  
[自然環境課]  

 

 

182 

 

 

 

しまね健康寿命延

伸プロジェクト事

業 

 

17,195 

 

 健康寿命の更なる延伸を図るため、県

民自らが健康づくりに取り組めるような

環境整備を推進 

①健康寿命延伸プロジェクト推進事業 

・健康寿命延伸プロジェクト推進本

部会議において、部局横断的な取

組を推進 

・県民への継続した広報 

②健康寿命延伸強化事業 

・公民館等における地区活動の好事

例を他地区へ波及させるため、交

流会等を開催 

③働き盛り世代の健康づくり強化事業 

職域保健関係機関や健康づくり関

連団体と連携した情報発信と健康づ

くりに取り組む機会の提供 

④健康な食環境づくり事業 

・県立大学、県栄養士会との連携に

よるスーパー等での健康的な商品

選択やレシピ開発等への支援 

・スーパー、弁当業者等での認定制

度の普及 

・職能団体や地域の食育推進団体と

連携した情報発信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 
[健康推進課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

183 

 

 

 

教育魅力化人づく

り推進事業 

 

279,007 
 

学校と地域が協働して取り組む「教育

の魅力化」を支援 

①学校と地域が一体となって子どもた

ちを育む協働体制（高校魅力化コン

ソーシアム）の運営を支援 

・協働体制に係る運営マネージャー

の配置を支援 

・協働体制の運営に係る経費を支援 

②地域資源を活用した特色ある教育の

推進 

・学校と地域の協働による探究学習

の取組を支援 

・県外生徒募集の取組を支援 

③探究学習に携わる人材の育成、確保 

・多様な探究学習を行うことができ

る教職員育成を目的とした研修会

等を実施 

④教育魅力化推進事業 

・地域と協働した教育活動による生

徒の意識変容を測る取組を実施 

 

 

教育委員会 
[教育指導課] 

 

 

184 

  

社会教育士等養

成・育成事業 

 

 

 

9,236 

 

 

 

 高等教育機関等と連携・協働した社会

教育士等の養成・育成に向けた取組を推

進 

 

 

教育委員会 
[社会教育課] 

 

185 

 

 

 

 

 

 

結集！しまねの子

育て協働プロジェ

クト事業 

 

 

61,760 

 

 

市町村が実施する学校支援、放課後支

援、家庭教育支援等の経費を助成（№116

再掲） 

［負担割合］国 1/3・県 1/3・市町村 1/3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育委員会 
[社会教育課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

186 

 

拡充 

 

幼児教育推進事業 

 

32,983 

 

幼稚園教諭・保育士等への研修や市町

村が幼児教育を推進するための体制づく

りへの支援により、全県的に幼児教育の

質を向上（№117 再掲） 

・市町村の訪問指導への幼児教育担当

指導主事及び幼児教育コーディネー

ターによる同行支援 

・県主催研修の実施や市町村が実施す

る幼児教育施設と小学校の連携に向

けた研修の支援 

・全県に好事例を展開するために、幼小

連携・接続に積極的な市町村の取組

を研究・支援       【新規】 

・未就学児への体力向上や読み聞かせ

の取組を推進 

 

 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 

教育委員会 
[教育指導課] 

[保健体育課] 

[社会教育課] 

 

187 

 

 

 

 

ふるさと教育推進

事業 

 

 

 

24,024 

 

 

 

地域の教育資源（ひと・もの・こと）を

活かし、子どもたちのふるさとへの愛着・

誇り、貢献意欲や、確かな学力、実行力の

育成に取り組む市町村を支援 

 

 

教育委員会 
[社会教育課] 
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№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

188 
 

拡充 

 

部活動改革支援事

業 

 

167,496 

[うち補正] 

19,806 

 

 

将来にわたり子どもたちがスポーツ・

文化芸術に継続して親しむことができる

機会を確保するとともに、地域人材の活

用等により、部活動における教員の働き

方改革等を推進 

①部活動地域人材活用支援事業【拡充】 

教員に代わって専門的な指導を行

う部活動指導員等の配置を拡充 

［負担割合］ 

・部活動指導員（原則単独指導・単

独引率） 

県立学校 県 10/10 

中学校 国 1/3・県 1/3・市町村

1/3 

・地域連携指導員（単独指導・単独

引率可） 

県立学校 県 10/10 

中学校 県 2/3・市町村 1/3 

・地域指導者（単独指導・引率不可） 

県立学校 県 10/10 

中学校 県 2/3・市町村 1/3 

②地域クラブ活動への移行に向けた実 

証事業           

公立中学校部活動の地域移行に向

けて、関係者との連絡調整・指導補助

等の体制や運営団体・実施主体の整

備、指導者の確保への支援等に関す

る実証事業を実施 

［負担割合］国 10/10  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育委員会 

[保健体育課] 

[社会教育課] 
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№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

189 
 

拡充 

 

みんなでチャレン

ジ！しまねを創る

人づくり支援事業 

 

6,800 

 

地域づくりを担う人づくりの基盤とな

る市町村等の社会教育機能強化を図るた

め、社会教育に関わる人材のスキルアッ

プに取り組む市町村等を支援 

①地域課題解決支援型 

［助成率］活用１年目 1/2 

活用２年目 1/3 

［助成上限額］20 万円/公民館等 

②体験活動支援型      【新規】 

［助成率］1/2 

［助成上限額］20 万円/公民館等 

③「ふるさと活動」支援型 

[助成率]活用１年目 1/2 

    活用２～３年目 1/3 

[助成上限額]新規団体 50 万円 

      既存団体 30 万円 

 

 

教育委員会 

[社会教育課] 
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Ⅳ 島根を創る人をふやす 

２ 新しい人の流れづくり 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

190 

  

県内就職に向けた

県内大学等との連

携事業 

 

 

 

23,959 

 

 

県内大学と企業、県等で構成するコン

ソーシアムにより、県内学生の県内就職

に向けた取組を支援（№77 再掲、№83一

部再掲） 

①県内学生と企業の交流会など学生が

地元企業を知る機会の創出、インタ

ーンシップ等の充実に向けた取組及

び県内大学と企業が連携して教育プ

ログラムを構築する取組を支援  

②コンソーシアム事務局の運営経費を

支援 

 

 

政策企画局 
[政策企画監室] 

商工労働部  

[雇用政策課]  

 

 

 

 

191 

 

拡充 

 

しまねのイメージ

発信事業 

 

 

90,133 

 

 

島根創生計画に掲げた「笑顔あふれる 

しまね暮らし」宣言が描く姿を、県内外の

方々に認識、共感していただき、定住やＵ

ターン・Ｉターンを促進するため、島根ら

しさを表現したキーフレーズ「誰もが、誰

かの、たからもの。」により、島根の人や

暮らしの具体的なイメージを発信 

①しまねのイメージ発信 

 ・島根の「人間らしい温もりのある 

暮らし」をＳＮＳ広告や新聞広告、

ラジオ等で発信 

・ 県内各地で暮らす若者が地域や会

社などの周囲の関係にしっかりと

溶け込み、受け入れられながら生

き生きと暮らしている様子を取材

し、島根の人の温もりや暮らしや

すさを伝える動画や記事を制作       

【拡充】 

②島根創生に係る広報 

島根創生を実現するための取組を

ＳＮＳや新聞広告等を使って県民向

けに分かりやすく情報発信 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策企画局 
[広聴広報課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

192 

 

拡充 

 

 

ふるさと島根定住

推進事業 

 

 

605,360 

 

 

 

 ふるさと島根定住財団を中心に、市町

村や関係団体と連携し、地域別、年代別な

ど属性に応じたＵターン・Ｉターン施策

を推進 

①定住情報の発信 

・社会人のＵターン・Ｉターン希望者

のしまね登録を促進 

・移住支援ポータルサイト「くらし

まねっと」による情報発信 

・若者や女性に向けた県内外の情報

発信の強化       【拡充】 

・島根県建築住宅センターと連携し

たＵターン・Ｉターン希望者の住

まい相談の実施 

②県外等での情報提供・相談 

・20～30 歳代の県出身学生及び社会

人を対象とした県外合同企業説明

会を開催（東京、大阪）  【拡充】 

・「しまね暮らしマルシェ」と総合相

談会「しまね移住フェア」を同日・

同会場で開催（東京、大阪）【拡充】 

・しまね移住支援サテライト東京・ふ

るさと回帰支援センターにおける

情報提供・相談 

・首都圏での移住イベントを企画・実 

施するプランナーを配置 【新規】 

・移住支援コーディネーター等を配

置（大阪、広島） 

  ・若年層への発信力が高い民間大手

転職フェアに島根県ブースを出展

（東京・大阪・広島） 

③産業体験・職業紹介等 

・農林漁業等での体験を行う場合の

費用の一部を助成（外郭団体の基

金も活用して実施） 

・無料職業紹介事業に自動マッチン

グ機能を追加し、就職支援の取組

を強化         【新規】 

・県外の方が、島根でテレワークを 

するための費用の一部を助成 

④受入体制強化 

・市町村が行う受入や定着の取組、職

員のスキルアップを支援 

・移住者と地域とを結ぶ交流プログ

ラムを実施する団体を支援 

 

地域振興部 

[しまね暮らし 

推進課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

193 

 

拡充 

 

 

しまね関係人口・

移住促進事業 

 

 

116,193 

 

 

ふるさと島根定住財団や市町村、関係

団体と連携し、関係人口の拡大を推進（№

147 一部再掲） 

・課題解決型連続講座「しまコトアカデ

ミー」やセミナーの開催 

・県外学生の島根への関心向上に向け

た大学講座やイベント等の開催 

・セミナーを通じて島根への関心が高

まった方々等の関係人口化を促す地

域活動体験ツアーの実施 

・しまね関係人口マッチング・交流サ 

イト「しまっち！」の運営 

・地域づくり関心層に向けて、地域づ 

 くり活動を新たに始めるための実践 

 的な講座を実施      【新規】 

・市町村と連携した県内地域の関係人

口受入意識の醸成を図る説明会の開

催及び地域団体の活動支援 

・県内高校を卒業した学生、若手社会 
 人が出身地域等と関わる機会を創出

する取組等を行う市町村を支援 
           【拡充】 

・しまね田舎ツーリズムの推進 

 

 

地域振興部 

[しまね暮らし

推進課] 

 

194 

 

 

 

 

わくわく島根生活

実現支援事業 

 

 

114,535 

 

 

 東京圏からのＵターン・Ｉターンを促

進するため、東京 23区在住者・通勤者が

島根県に移住した場合の移住に要する経

費の助成等を実施 

［対象］ 

・中小企業等に就職又は起業した者 

・専門人材として就業した者 

・移住元での業務をテレワークで実

施する者 

・関係人口として移住先の市町村が

認めた者 

［負担割合］ 

国 1/2・県 1/4・市町村 1/4 

［上限額］ 

・２人以上世帯の場合 100 万円 

 ※子育て世代への加算 

  子ども一人につき 100 万円 

・単身世帯の場合 60 万円 

 

 

地域振興部 

[しまね暮らし

推進課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

195 

 

拡充 

 

若年者県内就職促

進事業  

 

 

501,004 

 

 

高校生や県内外に進学した学生の県内

就職を促進（№77、190 一部再掲、№83再

掲）  

①高校生等の県内就職促進事業  

人材確保育成コーディネーターを

配置し、県内高校と連携した企業交

流会の開催により在学生及び教職員

の県内就職の意識向上や将来の県内

企業への就職を促進 

②県内大学生等の県内就職促進事業  

人材確保育成コーディネーターを

配置し、県内大学等と連携した企業

交流会や企業説明会等を開催 

③県外大学生等の県内就職促進事業 

近畿・山陽地方、四国地方の一部

において学生就職アドバイザーが、

県外大学等と連携した個別相談や企

業交流会、企業説明会等を開催 

    【拡充】 

④大学生等への企業情報発信事業 

 ・全国的な就職活動の早期化を考慮

し、低学年次の大学生等と企業と

の交流会を実施     【新規】 

 ・インターンシップ・仕事体験や就職

活動にかかる学生の交通費等を支

援            【拡充】 

・「しまね登録」の登録を促進すると

ともに、登録している学生に対し

てＬＩＮＥで就職情報等を発信 

・「若者の県内就職の促進に関する業

務協定」により連携する（株）マイ

ナビのサイトに島根県のポータル

ページを開設 

・保護者向けにサイトを活用した情

報発信や就活セミナーを実施 

【拡充】 

・東京圏の大学生が県内企業の採用

面接等に参加するための交通費等

を支援 

⑤企業採用力強化事業 

・採用活動について基本から運用ま

でを実践的に学ぶセミナーの開催                      

【新規】 

・専門家を派遣し、県内企業の採用活

動の改善に向けた取組を支援 

 

商工労働部  

[雇用政策課] 
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・県内企業の情報発信の改善や、「採

用ブランディング」の取組を支援 

・企業が取り組むインターンシップ・

仕事体験プログラム等の改善を支

援            【新規】 

・インターンシップ・仕事体験を実施

する企業情報を発信し、大学生等

の参加を促進 

⑥ジョブカフェしまねの運営  

・若年者の県内就職促進のため、職業 

相談から就職までを一貫して支援 

・ジョブカフェしまねサイトを活用

した県内企業の採用活動を支援 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

196 

 

 

 

 

しまね定住推進住

宅整備支援事業 

 

 

133,340 

 

中山間地域・離島等での移住・定住者を

受け入れるための賃貸住宅やお試し暮ら

し体験住宅等を、新築や空き家の改修に

より整備する市町村に対し、その経費の

一部を助成 

また、空き家バンク登録を推進する市

町村に対してもその経費の一部を助成 

①住宅整備支援 

［対象地域］ 

・新築 中山間地域・離島 

・改修 県内全域 

［事業主体］ 

市町村（民間事業者へ補助する 

場合を含む） 

［対象施設］ 

・移住・定住者を受け入れるための

住宅 

・お試し暮らし体験住宅 

・冬期間限定住宅 

・共同居住型賃貸住宅（シェアハウ

ス）          など 

（改修は、国の補助制度を活用す 

る整備に限る） 

［助成率］ 

・新築 1/5 

・改修 所有者が市町村 

国 1/2・県 1/4 

    所有者が民間事業者 

国 1/3・県 1/4 

ただし、市町村から 

事業者への総補助額に

対し国 1/2、県 1/4 が上

限 

 ［県助成上限額］ 

    350 万円（離島 400 万円）／戸 

②空き家バンク登録支援 

動産の処分、ハウスクリーニング、

適正管理、空き家の不動産登記、物件

調査等に要する経費の一部を助成 

 

 

土木部  

[建築住宅課] 
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Ⅳ 島根を創る人をふやす 

３ 女性活躍の推進 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

197 

  

あらゆる分野での

女性の活躍推進事

業 

 

 

24,686 

 

 

仕事や地域活動など、あらゆる分野に

おいて、女性一人ひとりが、本人の希望に

応じ、個性や能力を十分発揮しながら活

躍できる環境を整備 

・資格や経験を活かした起業等を望む

女性を対象にセミナーを開催 

・働く女性を対象としたスキルアップ

セミナーの開催やロールモデルとな

る女性を表彰 

 

  

政策企画局 
[女性活躍推進

課] 
 

 

198 

  

女性の雇用・就業

促進事業 

 

 

52,545 

 

 

女性一人ひとりの希望に応じた就労を

実現するため、ワンストップの就職相談

窓口を設置（№78 再掲） 

［設置場所］ 

松江市、浜田市 

［事業内容］ 

求職者の総合相談、無料職業紹介、

セミナーの開催、出張相談会、ＰＣ講

習、就職後のフォロー 

 

  

政策企画局 
[女性活躍推進

課] 
 

－142－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

199 

 

 

拡充 

 

女性活躍及び仕事

と生活の両立のた

めの環境づくり推

進事業 

 

51,473 

 

 

 

従業員が安心して仕事と生活の両立を

図り、充実した生活を送ることができる

よう、職場環境の改善などに積極的に取

り組む事業者を支援 

①イクボスネットワークの推進 

・ 経営者や管理職等の意識・行動改

革のためのイクボスセミナーを開

催し、ネットワークを形成 

・ 先進企業の取組事例の共有や、経

営者、従業員を交えた交流・情報交

換会を開催 

②一般事業主行動計画の策定支援事業 

一般事業主行動計画策定等の支援

のため、企業等へアドバイザーを派

遣 

③女性活躍のための働きやすい環境整

備支援事業費補助金  

子育てや介護をしながら働きやす

い職場環境づくりや、多様な働き方

を実現するための設備整備、セミナ

ーの実施等に取り組む企業等を支援 

④こっころカンパニー認定企業拡大事

業 

県社会保険労務士会と連携して、

「こっころカンパニー」認定制度の

説明や登録の働きかけを実施 

 ⑤介護と仕事の両立支援事業 【拡充】 

  ・介護と仕事の両立ができる職場環

境整備を促すための企業向けセミ

ナーを開催 

  ・介護離職防止のための県民向け広

報を実施 

 

  

政策企画局 
[女性活躍推進

課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

200 

  

男性の家事・育児

参加促進事業 

 

5,729 

 

 

 

 

男性が家事・育児をすることが当たり

前として捉えられるよう、男性の主体的

な家事・育児参加を促進（№91 再掲） 

①夫婦や企業を対象に、助産師を講師

とするセミナーを開催 

・ 「家事手帳｣、｢パパの育児手帳｣を

活用し、家事・育児の役割分担など

を学ぶセミナー        

・ 男性の家事・育児参加の必要性や

子育て中の従業員への支援を学ぶ

職場内のセミナー 

②ワーク・ライフ・バランスキャンペー

ンを展開 

鳥取県と連携してＣＭや特設サイ

トなどを活用した広報を実施 

   

  

政策企画局 
[女性活躍推進

課] 
 

 

201 

  
中小・小規模事業

者等出産後職場復

帰促進事業 

 

82,234 

 

 
 

 

出産や育児による離職を減らし、従業

員が出産後も働き続けることができるよ

う、中小・小規模事業者等に奨励金を支給

（№79 再掲） 

［対象事業者］ 

県内に本社又は主たる事業所があ

る中小・小規模事業者等が設置する

従業員数 50 人未満の県内の事業所 

［支給要件］ 

出産後３か月以上の育児休業を取

得し、職場復帰した従業員を３か月

以上雇用する場合 

［支給額］ 

・従業員 30 人未満の事業所 

   20 万円／人（新規１人目のみ） 

   ※２人目以降は 10 万円／人 

・従業員 30～50 人未満の事業所 

10 万円／人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
政策企画局 
[女性活躍推進

課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

202 

 

拡充 

 

子育て・介護と両

立しやすい職場づ

くり促進事業 

 

 

39,581 
 

子育てや介護をしながら柔軟に働き続

けることができる職場環境づくりに取り

組む、中小・小規模事業者等に奨励金を支

給（№80再掲） 

［対象事業者］ 

県内に本社又は主たる事業所があ

る中小・小規模事業者等が設置する

従業員数 50 人未満の県内の事業所 

［支給要件］ 

以下のいずれかの制度を導入し、

子育て又は介護をしている労働者の

利用実績があること 

①時間単位の年次有給休暇制度 

            【拡充】 

②育児短時間勤務制度 

③介護短時間勤務制度   【新規】 

※②、③は代替制度も可 

［代替制度］ 

・フレックスタイム制度 

・始業終業時刻の繰上げ繰下げ 

［支給額］ 

① 10 万円／事業所 

②又は③ 10 万円／事業所 

※１事業所につき①は１回限り、

②又は③のいずれかを１回限り

（最大 20万円） 

 

  

政策企画局 
[女性活躍推進

課] 
 

 

203 

  

しまね産前・産後

安心サポート事業 

 

 

12,200 

 

市町村が取り組む産前・産後の一時的

な育児・家事援助や産後の健診を支援（№

94 再掲） 

①産前・産後訪問サポート事業 

一時的に家事・育児の援助が必要

な家庭に有償で家事・育児を支援 

［負担割合］県 1/2・市町村 1/2 

②産婦健康診査支援事業 

産後ケアが必要な産婦などを産後

１か月までに早期に発見する健診を

支援 

［負担割合］県 1/2・市町村 1/2 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 
[健康推進課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

204 

 

 

 

 

結婚・妊娠・出産・

子育ての切れ目な

い支援事業 

 

 

156,241 

 

 

 

結婚・妊娠・出産・子育てに負担感や不

安を抱えている多くの若い世代が、安心

して結婚・妊娠・出産・子育てできるよう

妊娠期から子育て期まで切れ目ない支援

体制を構築（№100 再掲） 

①しまね結婚・子育て市町村交付金事業 

 出生数を増やすために市町村が取

り組む「結婚支援」「妊娠・出産支援」

「子育て支援」等の経費の一部を支

援 

［基準額］ 

子どもや女性の数に応じて市町

村ごとの基準額を設定 

［助成率］1/2 

②「島根みんなで子育て応援賞」事業 

子育て応援に尽力されたボランテ

ィア等に感謝の意を表すための顕彰 

③「こっころメッセージ」贈呈事業 

子どもが誕生した家庭に祝意や敬

意を表するため、お祝いメッセージ

と記念品を贈呈 

 

 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 

 

 

205 

  

病児保育促進事業 

 

20,000 
 

病児・病後児保育の開設を促進するた

め、施設・設備の整備費の一部を国制度と

連携して支援（№103 再掲） 

①国制度 

［負担割合］ 

・市町村が整備する場合 

国 1/3・県 1/3・市町村 1/3 

・社会福祉法人等が整備する場合 

国 3/10・県 3/10・市町村 3/10・ 

事業者 1/10 

②県制度（国制度に該当しない場合） 

［負担割合］ 

・市町村が整備する場合 

県 1/2・市町村 1/2 

・社会福祉法人等が整備する場合 

県 1/3・市町村 1/3・事業者 1/3 

 

 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

206 

 

拡充 

 

放課後児童クラブ

支援事業 

 

1,076,744 

 

子育てしやすい環境整備を推進するた

め、放課後児童クラブの待機児童解消や

利用時間延長に向けた取組に加え、児童

が放課後児童クラブで充実した時間を過

ごすための環境整備を支援（№108 再掲） 

①運営支援                 

放課後児童クラブの運営や環境整

備、支援員等の処遇改善などに要す

る経費の県負担分を市町村へ助成 

②待機児童対策 

・ 利用定員を増やす場合に必要な運

営費や改修等の経費の一部を支援 

※利用時間延長を実施する場合の

改修費等の補助基準額を加算 

・ 国の補助制度と協調し、市町村、社

会福祉法人等が行う放課後児童ク

ラブの施設整備費の一部を支援 

・ 保育所等による放課後児童預かり

に必要な経費の一部を支援 

※開所日数に応じて運営費を段階

的に加算、開設準備の補助基準

額を加算・対象期間を拡大     

・ 保育所整備に併せて、放課後児童

クラブを一体的に整備する保育所

に対して、施設整備費の一部を支援  

③長期休業一時預かり事業  【拡充】 

・ 夏休み等長期休業期間中の一時預

かりの実施に必要な経費の一部を

支援 

※モデル事業から本格実施へ移行 

④利用時間延長対策 

放課後児童クラブが閉所する時間

を、平日 19 時以降、夏休み期間中等

の長期休業中に開所する時間を７時

30 分以前とするために必要な人件費

の一部を支援 

⑤機能向上事業       【拡充】 

・ 体験等の主体的な遊びの実施や学

習習慣の定着に資する取組等に必

要な経費の一部を支援 

・ 市町村の圏域担当者会議や放課後

児童クラブの集合研修・情報共有

会等を実施 

・ 放課後児童クラブへの巡回支援

や、放課後児童クラブの充実に向

けた施策の企画、調整等を行う「放

課後児童支援スーパーバイザー」 

 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 
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を配置 

⑥放課後児童支援員等確保対策 

・ 放課後児童支援員認定資格研修の

拡充を継続 

・ 放課後児童クラブの従事経験の短

い職員等を対象とした初任者研修

を実施           

・ 人材派遣会社や市町村、大学、シル

バー人材センター等と連携し、不

足している放課後児童支援員等の

確保対策を実施      

・シルバー人材の活用を推進するた

め、現行の養成講習に加え、中山間

地域等でのミニ講習会の実施やマ

ッチングを強化        【拡充】 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

207 

  

みんなで子育て応

援事業 

 

18,973 

 

こっころパスポートの普及や協賛店の

登録促進など、家庭、地域、団体、企業等

が一体となり、県全体で子育てを支援（№

110 再掲） 

・こっころパスポートの普及やスマー

トフォンアプリの利用拡大を促進 

・こっころパスポートの特典を提供す

る協賛店の登録を促進 

・ 「こっころ講師」を派遣し、子育て支

援に取り組む民間団体（こっころ隊）

の活動を支援 

 

 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 

 

 

208 

 

 

 

 

 

しまねの建設担い

手確保・育成事業 

 

 

2,000 

 

 

建設産業への女性の就職促進や定着の

取組を支援（№89、168 一部再掲） 

［助成率］2/3 

［助成上限額］200 万円 

 

 

土木部 

[土木総務課] 
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Ⅴ 健やかな暮らしを支える 

１ 保健・医療・介護の充実 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

209 

 

拡充 

 

 

医療介護総合確保

促進事業（医療分）

（国基金事業） 

 

2,089,711 

 

 

 医療介護総合確保促進基金を活用し、

医療従事者の確保対策等の取組を推進

（№159 一部再掲） 

１ 医師確保対策 

①全国から医師を呼び県内医療機関視

察ツアーを実施 

②医学生向け奨学金の貸与  【拡充】 

 ※自治医科大学医学生向けを追加 

③産婦人科等研修医向け研修資金の貸

与 

④島根大学医学部等における医師の養

成を支援 

・島根大学医学部に寄附講座を設置 

・鳥取大学医学部の研修・教育環境

整備 

⑤しまね地域医療支援センターにおけ

る若手医師のキャリア形成や診療科

単位のネットワーク形成等を支援 

⑥医師確保計画の推進のため、各圏域

の医療機関等が実施する事業に係る

経費の一部を支援 

⑦総合診療医の人材確保・育成を支援 

⑧産科医師に分娩業務手当を支給する

医療機関を支援 

２ 看護師確保対策 

①看護職員の研修受講経費を支援 

②病院の院内保育所運営費を支援 

③民間看護師等養成所の運営費を支援 

④認定看護師教育課程の運営 

⑤「島根県訪問看護支援センター」にお 

いて、訪問看護師の確保・育成等を総 

合的に実施 

⑥病院が計画を立てて実施する看護職 

員等確保の取組を支援    【新規】

⑦看護学生や看護職員を対象とした中

山間地域・離島における看護現場の 

見学ツアーを実施      【新規】

⑧県内の看護学生を対象とした対面型 

就職イベントを開催     【新規】

３ 薬剤師確保対策 

①高校生の薬学部進学促進のため、セ

ミナーを開催 

②薬剤師の県内就業促進のため、就職

説明会を開催 

 

健康福祉部 
[医療政策課] 

[健康推進課] 

[高齢者福祉課] 
[薬事衛生課] 
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③高校生に対し、地域枠設置大学の薬

学部見学の旅費を支援 

④薬学生等に対し、病院薬剤師の就業

促進のため、病院見学等の旅費を支

援            【新規】 

⑤県内就業の魅力や各種支援制度を発

信するためのポータルサイトを制作 

               【新規】 

４ 在宅医療の推進 

①条件不利地域で在宅医療を行う病院

や訪問看護ステーション等の運営を

支援 

②訪問診療用機器・車両等の整備を行

う診療所等を支援 

５ 病床の機能転換に向けた支援 

①医療機関の施設整備を支援 

②病床機能の転換や在宅医療推進の課

題解決に向けて、病院等との調整を

担う人材を配置 

６ 医療従事者の勤務環境の改善を支援 

勤務医の労働時間短縮に向けた体制

の整備を支援         
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

210 

 

拡充 

 

 

地域医療を支える

医師確保養成対策

事業 

（一部国基金事業） 

 

 

1,198,878 

 

 

 

依然続く医師不足の状況を踏まえ、即

戦力となる医師の確保や、総合診療医を

はじめとする地域医療を担う医師の養成

対策を実施（№159、209 一部再掲、№160

再掲） 

１ 国補助・県単独事業分 

①現役の医師を「呼ぶ」対策 

・全国からの医師招へいに向けた情

報収集や県外医師との出張面談 

・地域医療機関での勤務を前提に県

立病院等での専門研修 

・病院総合医を目指す医師を採用し、

県立中央病院で研修後、地域医療

機関へ派遣 

②地域医療を担う医師を「育てる」対策 

・県内の地域医療に携わる意志のあ

る医学生向け奨学金 

・自治医科大学運営費の負担 

③地域勤務医師を「助ける」対策 

・公立産科病院に対する支援 

・県立病院から代診医を派遣 

２ 医療介護総合確保促進事業（医療分）    

①全国から医師を呼び県内医療機関視

察ツアーを実施 

②医学生向け奨学金の貸与  【拡充】 

 ※自治医科大学医学生向けを追加 

③産婦人科等研修医向け研修資金の貸

与 

④島根大学医学部等における医師の養

成を支援 

・島根大学医学部に寄附講座を設置 

・鳥取大学医学部の研修・教育環境

整備 

⑤しまね地域医療支援センターにおけ

る若手医師のキャリア形成や診療科

単位のネットワーク形成等を支援 

⑥医師確保計画の推進のため、各圏域

の医療機関等が実施する事業に係る

経費の一部を支援 

⑦総合診療医の人材確保・育成を支援 

⑧産科医師に分娩業務手当を支給する

医療機関を支援 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 
[医療政策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

211 

 

拡充 

 

看護職員等確保対

策事業 

（一部国基金事業） 

 

 

800,794 

 

 

 必要な医療提供体制を確保するため、

看護職員の確保対策を実施（№159、209 一

部再掲、№161 再掲） 

１ 国補助・県単独事業分 

①県内進学の促進 

県立高等看護学院（松江・石見）の

運営 

②県内就業の促進 

・県外の看護学生のＵ・Ｉターン者

を対象に奨学金を貸与 

・過疎地域・離島の病院等に就職す

る看護学生を対象に奨学金を貸与 

③離職防止・再就業促進 

・新人看護職員向けの研修や離職防

止の取組への支援 

・県ナースセンターにより潜在看護

師等を対象とした無料職業紹介を

実施 

・再就業支援講習会等を開催 

④資質向上 

・新人職員から管理者まで様々な段

階において看護師等への研修を実

施 

・医療施設間における期間限定での

助産師出向・受入れを支援 

・医師等の判断を待たずに一定の診

療の補助ができる看護師の研修を

実施 

２ 医療介護総合確保促進事業（医療分） 

①各病院の看護職員の研修受講経費を

支援 

②病院の院内保育所運営費を支援 

③民間看護師等養成所の運営費を支援 

④認定看護師教育課程の運営 

⑤「島根県訪問看護支援センター」に

おいて、訪問看護師の確保・育成等

を総合的に実施 

⑥病院が計画を立てて実施する看護職

員等確保の取組を支援     【新規】 

⑦看護学生や看護職員を対象とした中

山間地域・離島における看護現場の

見学ツアーを実施     【新規】 

⑧県内の看護学生を対象とした対面型

就職イベントを開催    【新規】 

 

 

 

 

健康福祉部 
[医療政策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

212 

 

新規 

 

地域小児救命救急

センター運営事業 

 

19,705 
 

小児救急医療体制の充実及び小児救急

に従事する医療者の養成・確保を図るた

め、島根大学医学部附属病院に設置され

る地域小児救命救急センターの運営を支

援（№92、162 再掲） 

［負担割合］ 

・医師の人件費 

国 1/3・県 1/3・大学 1/3 

・看護師の人件費等 

国 1/3・大学 2/3 

 

 

健康福祉部 
[医療政策課] 

 

213 

 

新規 

 

産科・小児科医療

確保事業 

 

214,750 

[うち補正] 

214,750 

 

出生数・患者数の減少等を踏まえ産科・

小児科を支援（№93 再掲） 

１ 産科医療確保事業 

①急激に分娩数が減少している分娩取

扱施設を支援 

［助成額］100～200 万円 

［負担割合］国 10/10 

②分娩取扱施設が少なく、当面、集約化

が困難な地域に所在する分娩取扱施

設を支援 

［助成額］50～150 万円 

［負担割合］国 1/2・県 1/2 

２ 小児科医療確保事業 

急激に患者数が減少し、地域に不可

欠な小児医療の拠点でありながら運営

に影響をきたしている施設を支援 

 ［助成額］25万円／病床数 

［負担割合］国 10/10 

 

 

健康福祉部 
[医療政策課] 

 

214 

 

新規 

 

生産性向上・職場

環境整備等事業 

 

611,940 

[うち補正] 

611,940 

 

 

賃上げ等のための生産性向上の取組を

進める医療機関に対し、設備導入等を支

援 

［助成対象者］ 

病院・有床診療所、診療所（医科・歯

科）、訪問看護ステーション 

［助成額］ 

病院・有床診療所：４万円／病床数 

診療所等：18 万円／施設 

［負担割合］国 10/10 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 
[医療政策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

215 

 

新規 

 

医療需要等の変化

を踏まえた医療機

関に対する支援事

業 

 

494,893 

[うち補正] 

494,893 

 

医療需要等の変化を踏まえ医療機関を

支援 

①医療需要の急激な変化を受けて病床

数の適正化を進める医療機関に対

し、診療体制の変更等により生じる

経費を支援 

［助成対象者］病院・有床診療所 

［助成額］410.4 万円／床 

［負担割合］国 10/10 

 

②経済状況の変化により、施設整備等

が困難となっている病院等に対し、

施設整備を進めるために必要な経費

を支援 

［助成対象者］ 

物価高騰を含む経済状況の変化に

より施設整備等が困難な医療機関 

［助成額］ 

（市場価格－補助事業単価）×国

負担分相当 

  ［負担割合］国 10/10 

 

 

健康福祉部 
[医療政策課] 

 

216 

 

新規 

 

重点医師偏在対策

支援区域における

診療所の承継・開

業支援事業 

 

223,482 

[うち補正] 

223,482 

 

人口規模、地理的条件、今後の人口動態

等から、医療機関の維持が困難な地域で

ある「重点医師偏在対策支援区域」におい

て、診療所医師が高齢化する中で、医師を

確保するため、支援区域内で診療所を承

継又は開業する場合の経費を支援 

［助成対象者］ 

支援区域内で診療所を承継又は開

業する医療機関 

［助成内容］ 

診療所の承継又は開業に必要な施

設整備、設備整備、一定期間の定着支

援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 
[医療政策課] 

－155－



 

（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

217 

  

しまね健康寿命延

伸プロジェクト事

業 

 

 

17,195 

 

 健康寿命の更なる延伸を図るため、県

民自らが健康づくりに取り組めるような

環境整備を推進（№182 再掲） 

①健康寿命延伸プロジェクト推進事業 

・健康寿命延伸プロジェクト推進本

部会議において、部局横断的な取

組を推進 

・県民への継続した広報 

②健康寿命延伸強化事業 

公民館等における地区活動の好事 

例を他地区へ波及させるため、交流

会等を開催 

③働き盛り世代の健康づくり強化事業 

職域保健関係機関や健康づくり関

連団体と連携した情報発信と健康づ

くりに取り組む機会の提供 

④健康な食環境づくり事業 

・県立大学、県栄養士会との連携に

よるスーパー等での健康的な商品

選択やレシピ開発等への支援 

・スーパー、弁当業者等での認定制

度の普及 

・職能団体や地域の食育推進団体と

連携した情報発信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 
[健康推進課] 

 

－156－



 

（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

218 

  

健康長寿しまね推

進事業 

 

 

7,632 

 

 健康寿命の延伸を目指し、生涯を通じ

た健康づくりを県民、関係機関・団体、行

政が一体となって推進 

①健康長寿しまね推進会議 

・県及び各圏域の「健康長寿しまね

推進会議」を母体に、構成団体が主

体となった多様な取組を効果的に

展開するため、会議を開催 

・住民主体の地区ごとの健康づくり

活動を推進するため、健康づくり

活動表彰事業を実施 

・健康づくり情報や推進会議の活動

に関する啓発広報事業を実施 

②圏域推進事業 

各圏域の健康課題解決に向け、地

域の実情に応じた取組を推進 

③評価検討 

健康長寿しまね推進計画に基づく

取組の評価を行うため、評価検討委

員会を開催 

 

 

健康福祉部 
[健康推進課] 

 

 

219 

  

食育推進基盤整備

事業 

 

 

4,986 

 

 健康を支える食育についての体験活動

や情報提供、普及啓発等を推進 

①「しまね食育情報総合サイト」を活用

し、多様な暮らしに応じた食の情報

を発信 

②毎月 19日の食育の日、６月の食育月

間のＰＲ等による普及啓発を実施 

③市町村等の栄養士、民間企業、団体等

を対象とした人材育成のための研修

を実施 

④スーパー等を拠点とした栄養情報の

提供による食生活の改善 

⑤郷土食、伝統食の継承のための地域

の食育推進団体による料理教室実施

等の啓発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 
[健康推進課] 

 

－157－



 

（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

220 

  

しまねがん対策強

化事業 

（一部国基金事業） 

 

76,768 

 

 質の高い医療の実現、がんの予防及び

早期発見の推進を図るため、総合的なが

ん対策を実施（№209 一部再掲） 

１ 国補助・県単独事業分 

①科学的根拠に基づくがん検診の充実 

がん検診の精度管理や働き盛り世

代への受診勧奨など市町村・検診機

関等と一体となった取組を実施 

②がん医療水準の向上 

・がん診療連携拠点病院のない圏域

におけるがん診療体制を強化 

・地域の病院と拠点病院との連携を

支援 

③緩和ケアの推進 

圏域ごとの緩和ケアネットワーク

の取組を支援 

④患者等への支援 

・がん患者の治療による外見の変化

を補い、患者の社会参加を促すた

め、ウィッグ等購入経費を支援 

・がん治療等により、免疫が消失し

た小児がん患者等の定期予防接種

再接種費用を支援 

・がん相談員及びピアサポーター等

の資質向上を図る研修を実施 

⑤がん教育の推進 

・効果的な授業や講演を行う外部講

師を養成 

・県立図書館の「がん関連図書コー

ナー」の図書を整備 

２ 医療介護総合確保促進事業（医療分） 

切れ目ない在宅緩和ケアの推進 

在宅緩和ケアに携わる開業医等を 

対象とした研修の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 
[健康推進課] 

 

 

－158－



 

（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

221 

  

がん患者等に対す

る妊孕性温存療法

支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

4,800 

 

 がん治療等により、妊孕性が損なわれ

る可能性のある患者に対し、妊孕性温存

療法等に要する費用を支援（№97 一部再

掲） 

［助成上限額］ 

国が定める治療法ごとの上限額 

［負担割合］国 1/2・県 1/2 
（注）妊孕性（にんようせい）：妊娠するための機

能、妊娠する能力 

 

 

健康福祉部 
[健康推進課] 

 

222 

  

地域包括ケア推進

事業 

 

 

8,200 

 

 医療、介護、予防等のサービスを切れ目

なく提供する「地域包括ケアシステム」の

構築に向け、県内各圏域において、在宅医

療と介護の連携等に向けた市町村の取組

を支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 
[高齢者福祉課] 

 

－159－



 

（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

223 

 

拡充 

 

医療介護総合確保

促進事業（介護分） 

（国基金事業） 

 

 

805,765 

 

 

医療介護総合確保促進基金を活用し、

介護施設の整備や介護人材の確保に向け

た取組を支援（№163 一部再掲） 

①介護施設等の整備 

・地域密着型サービス施設等の整備

や、特別養護老人ホームのプライ

バシー保護のための改修費を支援 

・介護保険施設等の開設準備経費、介

護職員用の宿舎整備費等を支援 

②介護人材の確保 

・保険者（市町村）が地元事業所等と

連携して取り組む介護人材の確

保・定着事業を総合的に支援 

・離職した介護人材等の再就職を支

援 

・訪問看護ステーションにおける潜

在看護師の雇用に係る経費を支援 

・訪問看護ステーションへ病院から

出向する看護師の経費を支援 

・「島根県訪問看護支援センター」に 

おいて、訪問看護師の確保育成等 

を総合的に実施 

・外国人介護人材を受け入れる施設

の環境整備に必要な経費を支援 

・介護福祉士の資格取得を目指す留

学生に奨学金を支給する場合の経

費を支援 

・福祉系高校の生徒へ修学資金を貸

付 

・他業種で働いていた者等の介護分

野への参入に係る就職支援金を貸

付 

③介護人材の定着・育成 

・現任介護職員を介護福祉士実務者

研修に派遣する間の代替職員経費

を支援 

・介護職員の医療的ケアや認知症ケ

アの研修を実施 

・在宅医療と介護の連携のための研

修会等を開催 

④介護現場革新 

・事業所が実施する介護助手のＯＪ

Ｔ研修に要する経費を支援【新規】 

・介護現場の生産性向上や人材確保

に関する相談窓口を開設 【新規】 

 

 

 

健康福祉部 
[高齢者福祉課] 

 

 

－160－



 

（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

224 

 

拡充 

 

介護人材確保・定

着事業 

（一部国基金事業） 

 

1,078,895 

[うち補正] 

808,095 

 

高齢化の進展や介護人材の不足に対応

するため、将来を見据えた計画的な福祉・

介護人材確保を図るための対策を実施 

（№164 再掲） 

①意識啓発の推進 

・介護の魅力を発信するイベントの

開催 

・中高生の介護施設での職場体験を

実施 

・保険者（市町村）が地元事業所等と

連携して取り組む介護人材の確

保・定着事業を総合的に支援 

②人材の確保 

・介護福祉士養成施設の学生等へ修

学資金を貸付 

・離職した介護人材へ再就職準備金

を貸付 

・福祉系高校の生徒へ修学資金を貸付 

・他業種で働いていた者等の介護分

野への参入に係る就職支援金を貸付  

・離職した介護人材等の再就職を支援 

・介護福祉士実務者研修のスクーリ

ングに係る経費を支援 

・労務環境を見える化し、人材確保

につなげる宣言事業所制度を実施 

・訪問看護ステーションにおける潜

在看護師の雇用に係る経費を支援 

・介護人材の確保・定着を図るため、

業務効率化や職場環境の更なる改

善の取組を行う事業所を支援 

    【新規】 

 ［負担割合］国 10/10 

③人材の定着 

・新任介護職員を対象とした介護資

格取得を支援 

・現任介護職員を介護福祉士実務者

研修に派遣する間の代替職員経費

を支援 

④介護現場革新 

・介護現場の業務効率化のため、  

介護ロボットやＩＣＴの導入経費

を支援 

・事業所が実施する介護助手のＯＪ

Ｔ研修に要する経費を支援【新規】 

・介護現場の生産性向上や人材確保

に関する相談窓口を開設 【新規】 

 

 

健康福祉部 
[地域福祉課] 

[高齢者福祉課] 

 

－161－



 

（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

225 

 

拡充 

 

障がい福祉人材確

保・職場環境改善

等総合対策事業 

 

249,230 

[うち補正] 

249,230 

 

障がい福祉人材の確保につながるよ

う、障がい福祉現場における生産性を向

上し、業務効率化や職場環境の改善を図

ることにより、職員の離職の防止・職場定

着を推進 

また、障がい者の生産活動の効率化等

を通じて安定的な経営を確保 

（№165 再掲） 

①障がい福祉人材の確保   【新規】 

・障がい福祉人材の確保・定着を図る

ため、業務効率化や職場環境の更

なる改善の取組を行う事業所を支

援 

  ［負担割合］国 10/10 

②ＩＣＴ・介護ロボット等導入 

 ・障がい福祉サービス事業所等にお

ける業務効率化や職員の負担軽減

を図るため、ＩＣＴ機器や介護ロ

ボット等の導入に係る経費を支援 

  ［負担割合］ 

国 1/2・県 1/4・事業所 1/4  

③障がい者就労施設における生産活動

の効率化         【新規】 

  ・障がい者就労継続支援事業所の経

営改善を図るため、ＩＣＴ機器や

工作機械等の導入に係る経費を支

援 

 ［負担割合］国 2/3・県 1/3 

 

 

健康福祉部 
[障がい福祉課] 

 

 

 

226 

  

療養病床再編推進

事業 

 

 

14,238 

 

医療機関が医療療養病床を介護施設等

へ転換する場合の整備費の一部を支援 

 ［助成先］１医療機関 

 

 

健康福祉部 
[高齢者福祉課] 

 

 

227 

 

 

 

老人福祉施設整備

事業 

 

 

215,567 

 

 

 

介護老人福祉施設等の改築整備、多床

室からユニット型、個室型への改修を支

援 

 ［箇所数］２か所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 
[高齢者福祉課] 

 

－162－



 

（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

228 

  

高齢者施設等の防

災・減災対策推進

事業 

 

 

395,403 

[うち補正] 

135,903 

 

介護施設等における防災・減災対策を

推進するため、非常用自家発電設備の整

備及び水害時の垂直避難等に備えた整備

を支援 

①水害対策強化事業 

水害時等の避難用のスロープ、エ

レベーター等の整備 

［負担割合］ 

国 1/2・県 1/4・事業者 1/4 

②非常用自家発電設備整備事業 

人工呼吸器等の生命維持に必要な

非常用発電設備の整備・更新 

［負担割合］ 

国 1/2・県 1/4・事業者 1/4 

 

 

健康福祉部 
[高齢者福祉課] 

 

 

 

229 

  

薬剤師確保対策事

業 

 

 

3,945 

 

 

 

薬剤師不足の解消のため、薬剤師の奨

学金返還を雇用主と共同して支援 

［助成対象者］ 

在学期間中に奨学金の貸与を受

け、県内の医療機関・薬局（県の登録

を受けた事業者に限る）に新たに就

業する薬剤師 

※既卒の薬剤師を含む 

※薬局については、県内のみで店

舗を開業している事業者に限る 

 ［助成額］ 

奨学金返還総額÷奨学金返還月数

（助成上限額 ２万円／月） 

 ［助成期間］ 

   最長 12 年（144 月） 

［負担割合］ 

県 1/2・薬剤師を雇用する医療機

関、薬局 1/2 

［募集人数］10人 

 

 

健康福祉部 
[薬事衛生課] 

 

 

－163－



Ⅴ 健やかな暮らしを支える 

２ 地域共生社会の実現 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

230 

 

 

 

 

拡充 

 

 

生活困窮者支援・

子どものセーフテ

ィネット推進事業 

 

 

 

 

 

 

27,783 

 

生活困窮者を支援するため、自立相談

支援機関の体制強化と人材育成を図ると

ともに、子どもの貧困対策における課題

解決のため、居場所づくりや学習支援等

を実施（№114 再掲） 

１ 支援につなぐ取組の推進 

ＳＮＳを活用し、支援制度の周知や

相談支援へのつなぎを推進 

２ 子どもの居場所創出等支援 

①子ども食堂の開設・運営等支援 

・子ども食堂をはじめ、子どもにか

かわる様々な機関を対象に、適切

な支援に向けた研修会を開催 

・子どもの居場所づくりコーディネ

ーション研修を開催 

・子ども食堂開設者の情報交換会を

開催 

・子ども食堂の開設等を検討する際

に相談・助言を行う「居場所づくり

アドバイザー」を派遣 
②学習支援事業 

家庭での学習が困難な子どもを対

象とした学習支援を行う市町村の取

組を支援 

［助成率］1/2 

［助成上限額］50 万円 

３ 市町村が行う生活困窮者自立支援の

取組の体制強化と人材育成を実施 

①体制強化 

［実施内容］ 

市町村が自立相談支援機関の人

員体制強化を行った場合に、人件

費の一部を令和９年度まで支援 

［助成上限額］ 

１市町村あたり 500 万円 

［負担割合］県 3/4・市町村 1/4 

［事業期間］Ｒ５～９ 

②人材育成 

［実施内容］ 

・各市町村の自立相談支援機関に

おいて、自立支援事業等に従事

する支援員の養成研修を実施 

・各自立相談支援機関に、専門的な

助言指導を行うアドバイザーを 

 

健康福祉部 
[地域福祉課] 

教育委員会 
[人権同和教育

課] 

 

 

－164－



 

派遣 

・各自立相談支援機関相互の情報

交換会や課題別研修を実施 

［負担割合］国 1/2・県 1/2 

③子どもの学習・生活支援事業【新規】 

［実施内容］ 

国庫補助事業を活用した生活困

窮世帯の子どもを必要な学習・生

活支援につなぐための取組を行う

市町村を支援 

［助成の条件］ 

生活困窮世帯の子どもや保護者

を必要な支援につなぐための支援

員を１名以上新規に配置 

［負担割合］ 

国 1/2・県 1/4・市町村 1/4 

［助成上限額］ 

１市町村あたり 100 万円 

［事業期間］Ｒ７～11 

 ④普及啓発         【新規】 

［実施内容］ 

  子どもの学習支援や生活支援の

先進事例を紹介するセミナーを開

催 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

231 

 

 

 

 

くにびき学園運営

事業 

 

 

35,150 

 

 

 

意欲ある高齢者が生きがいを持って地

域の支え手として活躍できるように、高

齢者の学びの場の充実を図るとともに、

高齢者と地域活動をつなぐ取組を支援 

 

 

健康福祉部 
[高齢者福祉課] 

 

 

 

232 

  

子どもと家庭の相

談事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32,844 
 

児童及び児童のいる家庭が身近なとこ

ろで相談できる体制を整備 

①電話相談事業 

②児童福祉法改正に伴う体制整備 

・児童相談所への弁護士、保健師の

配置 

・研修受講による児童福祉司、児童

心理司の専門性強化 

③市町村相談体制強化のための研修の

実施 

④子どもの相談・支援機能強化事業 

子どもや家庭に関する相談・支援

機関の連絡会議の設置 

⑤ヤングケアラー支援体制強化事業 

・関係機関職員等を対象とした研修

会の開催 

・ヤングケアラー同士が悩みや経験

を共有するオンラインサロンを運

営する民間団体の活動を支援 

 

 

健康福祉部 
[青少年家庭課] 

 

 

233 

 

 

 

出雲児童相談所移

転・新築事業 

 

 

 

332,313 

 

 

 

児童の処遇環境の改善、施設の狭隘化

の解消のため、施設の移転・新築を実施 

 ［事業期間］Ｒ５～９ 

 ［総事業費］約 17.5 億円 

 ［Ｒ７事業内容］ 

  ・工損事前調査 

  ・建築工事 

 

健康福祉部 
[青少年家庭課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

234 

 

 

 

 

 

児童養護施設等入

所児童自立支援事

業 

 

 

3,478 
 

児童養護施設等に入所している児童等

の社会的自立を促進するための経費を支

援 

①自動車運転免許取得費支援 

就職時に必要となる運転免許の取

得に要する経費を支援 

［助成率］ 

免許取得に要する経費の 1/3 

（上限 10 万円／人） 

［財源］ 

一般財源 

②自動車運転免許取得費支援（寄附金

活用事業） 

県への寄附金を活用し、上記①の

事業の助成額を上乗せ 

［助成額］ 

免許取得に要する経費のうち、

上記①の事業による助成額等を除

いた額 

［財源］ 

寄附金 

③就職者・進学者自立支援給付金（寄附

金活用事業）        

県民の方からの寄附金を活用し、

就職・進学する際の支度費を支給 

［支給額］ 

・就職・進学に際して児童養護施

設等を退所する者のうち保護者

等から経済的支援が受けられな

い者 15 万円／人 

・就職・進学する者のうち引き続

き児童養護施設等に居住する者 

８万円／人 

［財源］ 

寄附金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 

[青少年家庭課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

235 

 

拡充 

 

 

ひとり親家庭自立

支援事業 

 

 

17,938 

 

 

 

ひとり親家庭等の自立を促進するた

め、子育て・生活への支援や、就業・経済

的な支援、養育費確保の支援等を実施 

・ひとり親家庭の子どもに対し、ボラ

ンティア等による学習支援事業を実

施する市町村を支援 

・ひとり親家庭等を対象とした就業、

養育費等の相談、日常生活支援、就業

につながる技能を習得するための講

習会、修業機関での資格取得費用や

住宅資金等に係る返還免除付き貸付

を実施 

・養育費の取り決めに係る公正証書等

の作成費用を助成     【新規】 

［助成上限額］ 

１人あたり３万円   

 

 

健康福祉部 
[青少年家庭課] 

 

 

 

236 

 

 

 

 

児童養護施設等整

備事業 

 

 

6,000 
 

代替養育を必要とする児童の適切な養

育環境の整備のため、県内児童養護施設

等の施設整備費等を支援 

・より家庭的な環境で養育できるよう

里親宅等の改修や備品購入等を支援 

 

 

健康福祉部 

[青少年家庭課] 

 

 

237 

 

新規 

 

里親支援センター

事業 

 

42,493 

 

里親及び里親に養育される児童並びに

里親になろうとする者に係る支援を包括

的に実施できる体制を整備するため、松

江赤十字乳児院における里親支援センタ

ーの設置や運営を支援 

［業務内容］ 

・里親制度の普及促進 

・里親希望者の開拓 

・未委託里親への研修・トレーニング 

・委託候補里親の選定、児童とのマッ 

チングや自立支援計画の作成   

など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 

[青少年家庭課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

238 

 

拡充 

 

障がい者サポート

体制強化事業 

 

161,609 

 

視聴覚障がい者等のＩＣＴ機器等の活

用を支援する総合的なサービス拠点の設

置や、歩行訓練を含む生活訓練に適時対

応するための人員を確保し、必要なサポ

ート体制を構築 

 ①視覚障がい者の地域生活支援 

  ・点字図書、録音図書等の製作・貸出 

  ・点訳・音訳ボランティアの養成・派 

   遣 

  ・日常生活に必要な訓練 など 

 ②聴覚障がい者の地域生活支援 

  ・聴覚障害者情報センターの運営 

  ・要約筆記・手話通訳者の養成・派遣 

③ＩＣＴサポートセンターの設置 

【新規】 

  ・情報機器の整備費 

  ・支援員の資質向上研修費 

④歩行訓練士、ＩＣＴ支援員の増員 

【拡充】 

 

 

健康福祉部 

[障がい福祉課] 

 

239 

 

 

 

ひきこもり支援地

域体制整備事業 

 

 

 

19,070 

 

 

 

身近な地域でひきこもりの相談支援を

受ける体制づくりを推進するため、「ひき

こもり地域支援センター」又は「ひきこも

り支援ステーション」を立ち上げる市町

村に対して、事業に要する経費の一部を

支援 

［負担割合］ 

 ・設置後２年まで  

   国 1/2・県 1/4・市町村 1/4 

 ・２年経過後 

    国 1/2・市町村 1/2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 
[障がい福祉課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

240 

  

発達障がい者支援

体制整備事業 

 

 

 

112,816 

 

 

 

発達障害者支援センターを中心として

発達障がい者をライフステージに応じて

支援（№112 再掲） 

①本人及び家族への支援 

   本人等への専門的な相談支援、ペ

アレントメンターの養成、成人期の

自立や就労支援のための研修 

②市町村を中心とした体制整備への支

援 

   地域支援マネジャーによる専門的

な指導･助言 

③初診前アセスメントの実施 

   早期支援のため、初診前に心理職

による事前問診･検査を実施 

④人材育成及び県民への普及啓発 

   保育士や事業所職員等への専門研

修、啓発フォーラムの開催 

 

 

健康福祉部 
[障がい福祉課] 

 

 

 

241 

 

 

 

 

障がい者就労支援

事業 

 

 

 

173,217 

 

障がい者の就労を通じた自立支援のた

め、支援拠点を中心に支援ネットワーク

を構築して就労移行の促進を図るととも

に、就労継続支援事業所の工賃向上に向

けた取組を支援 

①障害者就業・生活支援センターに障

がい者の生活支援を行う生活支援員

と雇用・実習の場の拡大を行う障が

い者雇用促進支援員を配置 

②企業等への就職に向けたステップア

ップの場として県庁内にワークセン

ターを設置 

③就労事業振興センターの設置 

・商品の共同販売、人材育成、アドバ

イザー派遣等を実施 

・受注拡大のためのコーディネータ

ーを配置 

・農業経営者と就労継続支援事業所

のマッチングを支援 

④就労継続支援事業所の設備整備費を

支援 

⑤農福連携における農作業請負力強化

に必要な経費等を支援 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 
[障がい福祉課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

242 

 

 

 

 

障がいを理由とす

る差別解消推進事

業 

 

 

10,527 

 

障がいを理由とする差別の解消に向け

た取組を推進 

①「あいサポート運動」による普及啓発 

・研修講師（メッセンジャー）の養成

研修 

・企業等に対するあいサポート企

業・団体の認定 

・ヘルプマークの普及啓発 

②相談体制の整備 

・相談対応のための相談員配置 

・相談事案の共有を図るための島根

県障がい者差別解消支援地域協議

会の運営 

 

 

健康福祉部 
[障がい福祉課] 

 

 

243 

 

 

 

 

在宅心身障がい児

援護事業 

 

 

78,579 

 

 

 

重症心身障がい児（者）等の在宅生活を

支援（№111 再掲） 

①巡回等療育支援事業 

巡回又は送迎により、重症心身障

がい児（者）へのサービスを提供する

事業所へ経費を支援 

②サービス基盤整備事業 

重症心身障がい児（者）を受け入れ

るために、看護職員等を雇用する事

業所へ経費を支援 

③医療的ケア児支援体制整備事業 

各種サービスや支援を調整するコ

ーディネーターを養成 

④医療的ケア児支援センター運営事業 

医療的ケア児・家族・支援者へのコ

ーディネーターによる専門的な相談

支援を実施 

⑤非常用電源確保対策事業 

災害時における在宅障がい児（者）

の人工呼吸器等の電源確保を支援 

⑥その他 

関係団体への活動支援、支援者研

修会の開催 

 

 

健康福祉部 
[障がい福祉課] 

 

 

244 

  

子どもの心の診療

ネットワーク事業 

 

 

 

 

22,714 

 

様々な子どもの心の問題や発達障がい

等に対応するため、拠点病院･協力病院を

中核とし、各圏域における関係機関の連

携体制を構築（№113 再掲） 

 

 

 

 

健康福祉部 
[障がい福祉課] 

 

－171－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

245 

  

障がい者施設等整

備事業 

 

 

 

 

422,232 

[うち補正] 

211,116 

 

 障がい者の自立した地域生活実現のた

め、住まいの場としてのグループホーム

や日中活動の場としての通所事業所等の

整備を支援 

  ［箇所数］４か所 

  ［負担割合］ 

国 1/2・県 1/4・事業者 1/4 

 

 

健康福祉部 
[障がい福祉課] 
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Ⅵ 心豊かな社会をつくる 

１ 教育の充実 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

246 

 

 

 

 

高等教育の負担軽

減 

 

526,601 
 

 県立大学及び県内私立専修学校で修学

する低所得世帯の生徒等に対し、入学金

及び授業料の免除にかかる経費を支援 

 

 

総務部 

［総務課］ 

 

247 

 

 

 

 

公立大学法人島根

県立大学運営費交

付金 

 

2,315,404 

 

県立大学の教育研究水準の維持向上や

大学経営の健全性を確保するため、大学

運営に必要な経費を交付（№169 再掲） 

 

 

総務部 

［総務課］ 

 

 

248 

 

 

 

 

私立学校経営健全

性確保事業 

 

 

1,454,596 

 

 

 

 

 

 私立学校等の教育水準の維持向上、学

校経営の健全性の確保や、県内就職の促

進、外国人生徒への対応などの課題に対

応するため、学校運営費の一部を助成（№

170 再掲） 

 

 

総務部 
[総務課] 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 

 

 

249 

 

 

 

 

困難を有する子ど

も・若者支援事業 

 

 

 

16,557 
 

ひきこもりや不登校、発達障がいなど、

社会生活を営む上で様々な困難を有する

子どもや若者の自立につながる市町村の

取組を支援（№81 再掲） 

①就労体験を受け入れる事業所の開拓

や関係機関との連携強化などの取組

を行う市町村を支援 

 ［助成率］1/2 

②圏域における支援拠点として、居場

所の確保や社会・就労体験など社会

とのつながりを回復させる取組を行

う市町村を支援 

 ［助成率］1/2 

③子ども・若者支援機関の相互理解と

連携強化の促進 

 

 

健康福祉部 
[青少年家庭課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

250 

  

高等学校等就学支

援事業 

 

 

 

2,453,367 

 

 

１ 高等学校等就学支援金（授業料支援） 

①高等学校等就学支援金（国 10/10） 

   高等学校等に在籍する生徒等（年

収約 910 万円未満の世帯）に就学支

援金を交付し家庭の教育費負担を軽

減 

②家計急変世帯への支援（国 10/10） 

   保護者の失職、倒産等により家計

が急変し、急変後の年収見込みが約

590 万円未満の収入状況となった場

合に授業料を支援 

２ その他の授業料支援  

 ①学び直しへの支援（国 10/10） 

   高等学校等を中途退学した者が再

び学び直す場合に36月経過後も継続

して授業料を支援（最長２年間） 

 ②専攻科生への支援（国 1/2） 

高等学校等の専攻科に在籍する生

徒（年収約 380 万円未満の世帯・多子

世帯）に対し授業料を支援 

３ 奨学のための給付金（国 1/3） 

  生活保護世帯・個人住民税所得割非

課税世帯（年収約 270 万円未満の世帯

（家計急変世帯を含む））の授業料以外

の教育費負担を軽減 

 

総務部 
[総務課] 

教育委員会 
[学校企画課] 

－174－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

251 

 

拡充 

 

 

 

悩みの相談・不登

校対策事業 

 

290,505 

 

 

いじめ、不登校等の課題に対し、未然防

止や早期発見・対応の取組を推進（№171

一部再掲、№125 再掲） 

①生徒指導体制充実強化事業 

・児童生徒の意欲や満足感及び学級

集団の状態を客観的に把握するア

ンケートＱＵをいじめの未然防

止、早期発見等に活用する市町村

を支援 

［実施対象］ 

小学校３年生～中学校３年生 

［負担割合］ 

県 1/2・市町村 1/2 

・弁護士、臨床心理士等の外部人材を

アドバイザーとして学校等に派遣  

・「島根県生徒指導審議会」、「島根県

いじめ問題対策連絡協議会」の開

催  

②悩みの相談事業  

・スクールカウンセラー配置 

・国補助事業を活用し、校内教育支援

センター支援員を配置する市町村

を支援する制度を創設  【新規】 

［負担割合］ 

国 1/3・県 1/3・市町村 1/3 

・いじめ等に関する相談窓口 

（来所・電話・ＳＮＳ） 

・「こころ・発達」教育相談 

・教育相談員の配置 

③不登校対策推進事業 

・教育支援センターへの支援【拡充】 

不登校児童生徒に対する学校復

帰や社会的自立への支援を行う教

育支援センターの運営等を支援 

・「生徒指導の４つの視点から考える

子どもの自己実現支援講座」の実

施 

・不登校児童生徒が増加する中、市町

村教育委員会やフリースクール等

が参加する連絡協議会において、

フリースクールに通った際の出席

認定や学習評価などに関する課題

等を整理 

 

 

教育委員会 
[教育指導課] 

総務部 
[総務課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

252 

  

私立学校教育条件

維持向上事業 

 

97,376 
 

 島根で学ぶ生徒を増やすため、私立学

校が行う生徒確保のための取組を支援 

（№171 再掲） 

 ①高等学校等授業料減免補助 

   高等学校等就学支援金制度の対象

者に対し、就学支援金の上乗せ支援

を行い、家庭の教育費負担を軽減 

  ［助成対象世帯］ 

   年収約 590 万円以上 910 万円未

満の世帯 

［助成額（上乗せ支援額）］ 

2,500 円／月・人 

（国制度による支援金 9,900 円／ 

 月・人に上乗せ） 

 ②魅力と特色ある学校づくり推進事業 

   学習環境の向上など、魅力化や特

色化につながる設備整備を支援 

 ③私立専修学校生徒確保支援事業 

   ＷＥＢを活用したオープンキャン

パス開催や学校の紹介動画作成等の

取組を支援 

  ［助成対象者］私立専修学校 

  ［助成対象経費］ 

    バス借上経費、オープンキャン

パス参加旅費助成、学校説明会参

加費、広報費等 

  [助成率］1/2 

  [助成上限額］ 

    220 万円／校 

    ※県内就職者数が前年と比較し

て増加している学校は、上限

額 50 万円／校を加算 

 

 

総務部 

[総務課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

253 

 

拡充 

 

幼児教育推進事業 

 

 

 

32,983 

 

 

 

幼稚園教諭・保育士等への研修や市町

村が幼児教育を推進するための体制づく

りへの支援により、全県的に幼児教育の

質を向上（№117、186 再掲） 

・市町村の訪問指導への幼児教育担当

指導主事及び幼児教育コーディネー

ターによる同行支援 

・県主催研修の実施や市町村が実施す

る幼児教育施設と小学校の連携に向

けた研修の支援 

・全県に好事例を展開するために、幼小

連携・接続に積極的な市町村の取組

を研究・支援       【新規】 

・未就学児への体力向上や読み聞かせ

の取組を推進 

 

 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 
教育委員会 
[教育指導課] 
[保健体育課] 

[社会教育課] 

 

 

254 

 

新規 

 

宍道高等学校整備

事業 

 

77,965 
 

日本語指導が必要な生徒や多人数集団

になじめない等、教育上の配慮が必要な

生徒の増加に伴う教室不足・狭隘化や、多

様な学びへの対応のため、施設整備を実

施（№126 再掲） 

［事業期間］Ｒ７～18 

［総事業費］8.0 億円 

［Ｒ７事業内容］ 

校舎整備（リース）、備品購入等 

 

 

教育委員会 

[教育施設課] 

 

255 

 

新規 

 

江津地域の新設校

開校準備 

 

33,373 
 

江津地域における新設校開校に向けて

必要となる環境整備を実施 

①部活動等の合同実施に向けた対応 

江津高校・江津工業高校の２校合

同による部活動等の運営に向け、両

校間の生徒・用具を移送するための

バスを整備 

②施設整備に向けた測量調査 

施設整備検討のため、設置場所と

なる現江津工業高校敷地の測量等を

実施 

③共同寄宿舎の改修 

女子生徒の受入れ等のため、既存

寄宿舎を改修 

 ［Ｒ７の実施内容］ 

   実施設計 

 

 

教育委員会 
[教育施設課] 

[学校企画課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

256 

 

 

 

特別支援学校校舎

等整備事業 

 

390,185 

 

 

浜田養護学校の児童生徒数増加に伴う

教室不足や校舎の老朽化・狭隘化の解消

に向けた施設整備を実施 

［事業期間］Ｒ５～10 

［総事業費］40.0 億円 

［Ｒ７事業内容］ 

実施設計、造成工事等 

 

 

教育委員会 

[教育施設課] 

 

257 

  

特色ある学校づく

りを支援する少人

数学級編制 

 

1,199,814 

 

 

 

国において小学校の学級編制の基準を

令和３年度から学年進行で見直し、全学

年を 35 人にする方針を踏まえ、以下のと

おり対応（№121 再掲） 

①小学１・２年及び中学１年 

Ｒ２年度の県の見直し方針に基づ

き、少人数学級編制を実施（学校の実

態等を踏まえ、常勤講師又は非常勤

講師を配置することも可能） 

・小学１年 30 人学級編制 

・小学２年 32 人学級編制 

（国編制基準 35 人） 

・中学１年 35 人学級編制 

（国編制基準 40 人） 

②中学２・３年 

Ｒ２年度の県の見直し方針に基づ

き、38 人学級編制を実施 

（国編制基準 40 人） 

③課題解決・制度改正対応のための加

配 

児童生徒支援、教科指導方法工夫

改善及び人材育成に関わる、学校の

抱える課題の解決に取り組む指導体

制を支援するための加配 

 

※上記による県独自の少人数学級編制

等に伴う加配教員数 108 人 

※国による学級編制の基準見直し 

Ｒ３見直し 小学２年 40 人→35 人 

Ｒ４見直し 小学３年 40 人→35 人 

Ｒ５見直し 小学４年 40 人→35 人 

Ｒ６見直し 小学５年 40 人→35 人 

Ｒ７見直し 小学６年 40 人→35 人 

 

 

教育委員会 
[学校企画課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

258 

  

学びの場を支える

非常勤講師配置事

業 

 

592,611 
 

不登校・いじめ・問題行動等の未然防止

や、特別な配慮を要する児童生徒への対

応等のため非常勤講師を配置 

１ 中１ギャップに対応するための非

常勤講師配置事業（中学校クラスサ

ポート事業） 

環境が大きく変化する中学校１年

生を対象に、生活面・学習面からきめ

細かい支援を行うため、必要性の高

い大規模校に非常勤講師を配置 

［Ｒ７予定］29人 

２ 特別な支援のための非常勤講師配

置事業（にこにこサポート事業） 

①通常の学級にＬＤ（学習障がい）、

ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障がい）

など特別な支援を要する児童が在

籍し、特に対応が困難な小学校を

対象に非常勤講師を配置 

［Ｒ７予定］100 人 

②児童生徒の障がいの多様性や突発

的な行動にきめ細かに対応するた

め、小・中学校の特別支援学級のう

ち多人数の学級に非常勤講師を配

置 

［Ｒ７予定］58人 

３ 自学教室等での個別指導の充実に

係る非常勤講師配置事業（学びいき

いきサポート事業） 

自学教室等を設置して個別に指導

を行う必要のある中学校に非常勤講

師を配置 

［Ｒ７予定］30人 

※上記１、２①及び３は、市町村教育委

員会の判断で、１人の非常勤講師が

複数校兼務を行うことも可能とす

る。 

 

 

教育委員会 

[学校企画課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

259 

 

拡充 

 

 

教職員の働き方改

革の推進 

 

955,308 

[うち補正] 

50,000 

 

教職員が子どもに向き合える時間を確 

保し、教育の質の向上等を図るため、地域

の幅広い人材を活用しつつ、教職員の働

き方改革を推進 

１ サポート人材の配置 

学校・家庭・地域が一体となって子ど

もたちを育む体制を強化するため、教

員が行う事務作業等をサポートする人

材を配置 

①全ての公立小中学校等へのスクー

ル･サポート･スタッフの配置 

公立小中学校等の教員が行う事務

作業等を代わって行うサポートスタ

ッフを配置する市町村を支援 

［負担割合］国 1/3・県 2/3 

②県立学校へのアシスタントの配置 

県立高等学校等の教員が行う事務

作業等を代わって行う会計年度任用

職員を配置 

［負担割合］ 

高等学校 県 10/10 

特別支援学校 国 1/3・県 2/3 

③公立小中学校等への教頭マネジメン

ト支援員の配置      【拡充】 

公立小中学校等の教頭の業務支援

員を配置する市町村を支援 

［負担割合］国 1/3・県 2/3 

④県立学校への教頭マネジメント支援

員の配置         【新規】 

県立高等学校等の教頭の業務支援

を行う会計年度任用職員を配置 

［負担割合］国 1/3・県 2/3 

２ 働き方改革校内推進者研修事業 

学校内で働き方改革のための具体的

な取組を進める牽引役となる人材を育

成するため、専門家による講義・ワーク

ショップや個別支援を実施 

［Ｒ７予定］ 

対象校 15校程度 

３ デジタル採点システムの活用 

定期試験・高校入試等の採点に係る

教員の業務負担を軽減するため、効率

的な採点等が可能となるデジタル採点

システムを活用 

 

 

教育委員会 

[学校企画課] 

[教育指導課] 
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４ 寄宿舎における外部舎監配置 

寄宿舎における舎監業務を教員から

外部舎監に置き換え 

５ スクールロイヤーの配置 

困難事案等に対する学校からの相談

に法的観点から助言を行う「スクール

ロイヤー（弁護士）」を配置 

６ 教員サポーターの配置 

教員からの相談体制を強化するた

め、業務等の相談に応じる「教員サポー

ター」を配置 

７ 高等学校入学者選抜出願システムの

導入            【新規】 

令和８年度（令和７年度実施）公立高

等学校入学者選抜からオンラインでの

出願を実施するにあたり、出願等の事

務を一元管理するシステムを導入 

８ 次世代校務ＤＸに向けた実態調査等

の実施           【新規】 

学習系及び校務系システムのデータ

連携等を前提とした次世代校務ＤＸを

導入するにあたり、県域での共同調達

に向けた実態調査等を実施 

［負担割合］国 1/3・県 2/3 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

260 

  

スクール・サポー

ト・スタッフ（緊急

校務支援型）配置

事業 

 

31,939 
 

公立小中学校等において、県が配置す

べき常勤の教員に未配置が発生した場合

に、教員の校務負担を軽減するため、スク

ール・サポート・スタッフ（緊急校務支援

型）を任用する市町村を支援 

［負担割合］県 10/10 

 

 

教育委員会 

[学校企画課] 

 

 

 

261 

  

教員確保対策 

 

19,071 
 

 深刻な教員不足に対応するため、他県

の教員や異業種へ就職した人材の取り込

みや教員職の魅力発信強化等の取組を総

合的に実施 

①教員に関心を持つ高校生・大学生に 

向けた情報発信  

②異業種に就職した教員免許状保有者 

や他県の教員等の確保に向けた取組 

を強化 

 

 

教育委員会 

[学校企画課] 

 

 

 

262 

 

 

 

 

 

高校生の住まい確

保支援事業 

 

 

 

80,205 

 

市町村が行う地域の実情に沿った高校 

生の住まい確保のための取組を支援 

①みなし寄宿舎に対する運営費支援 

市町村が整備した公共的施設を県 

立高校の寄宿舎として活用する場合 

に、その運営に要する費用を助成 

［助成割合・助成額］ 

県が算定した標準的運営経費の 

10/10 

（１施設450 万円～880万円程度） 

②共同下宿に対する運営費支援 

市町村が古民家等の地域資源を共 

同下宿として活用する場合に、その 

運営に要する費用を助成   

［助成割合・助成額］ 

県が算定した標準的運営経費の 

1/2 を上限 

 

 

教育委員会 

[学校企画課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

263 

 

 

 

県立高校主幹教諭

等の配置 

 

 

 

147,570 

 

 

 

県立高校に高大連携を推進するための

主幹教諭等を配置（№183 一部再掲） 

①主幹教諭の配置（県単加配）  

学校全体での授業改善の取組や、

地域との協働に加え、県内大学等と

の高大連携や入試改革に適応した学

力の底上げなどの取組を推進するた

め、教科・分掌の垣根を越えてリード

できる管理的職階にある主幹教諭を

全ての普通科高校に配置  

［Ｒ７予定］21人 

②高大連携推進員の配置  

・総合型・学校推薦型選抜による県内

大学への入学を希望する生徒の進

路実現を図るため、松江、出雲、 

石見エリアに各１名配置  

・島根大学「材料エネルギー学部」の

魅力を県内高校生に発信するた

め、１名を配置  

［Ｒ７予定］４人 

 

 

教育委員会 
[学校企画課] 

[教育指導課] 

 

264 

 

拡充 

 

帰国・外国人児童

生徒等教育の推進

支援事業 

 

222,292 

 

 

 

日本語指導が必要な児童生徒等への支

援（№175 一部再掲、№120 再掲） 

①帰国・外国人児童生徒に対し支援体

制を整備する市町村を支援 

・「特別の教育課程」による日本語指

導の実施 

・拠点校の設置等による指導体制の

構築 

②日本語指導が必要な小中学校に教員

を配置 

［Ｒ７予定］ 

・小学校 15 人 

・中学校 ７人 

③宍道高校における日本語指導体制の

強化（教員を加配）    【拡充】 

④宍道高校以外の県立学校の支援体制

を整備           

⑤教職員研修の充実 

 

 

教育委員会 
[学校企画課] 

[教育指導課] 
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 （単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

265 

  

学校司書等による

学びのサポート事

業 

 

 

160,099 

 

 

学校図書館を拠点に児童生徒一人ひと

りに寄り添った学びの支援を行う「学び

のサポーター」又は「学校司書」を配置す

る市町村を支援（№123 再掲） 

①市町村配置経費への助成 

［助成率］ 

・学びのサポーター 

市 1/2・町村 2/3 

・学校司書 

    市町村 1/3 

②市町村職員への研修支援 

学びのサポーターの資質向上に向

けた研修会を開催 

 

 

教育委員会 
[教育指導課] 

 

266 

 

拡充 

 

学力育成推進事業 

 

177,620 

[うち補正] 

15,000 

 

 

児童生徒の基礎的な知識・技能の定着

や主体的に学ぼうとする態度、思考力・判

断力・表現力など学びを継続していく力

の育成を図るため、市町村と連携し、学力

の実態把握や授業の質の向上など、学力

育成の取組を推進（№122 再掲） 

①学力定着状況の把握 

・希望する全ての小中学校を対象に、

学習のつまずきを把握する調査

（「たつじんテスト」）を実施 

【新規】

［負担割合］県 1/2・市町村 1/2 

・全国学力調査等の課題を踏まえた

評価問題及び授業プランの作成等

を実施         【新規】 

②グローバル人材育成に向けた取組 

・英語によるコミュニケーションの

推進 

③外国語（英語）教育における授業改善 

・外国語指導助手の活用 

・ＡＩを英語の授業等で活用するモ

デル校を指定し、英語教育を充実 

        【新規】 

 

 

 

 

教育委員会 
[教育指導課] 

－184－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

267 

 

拡充 

 

未来の創り手育成

事業 

 

1,842,667 

[うち補正] 

305,304 

 

地域を担う未来の創り手を育成するた

め、大学等での学びや理系分野への進学

など進路選択の幅を拡げる機会を充実す

るとともに、学校図書館やＩＣＴ機器を

活用した教育を推進（№124 再掲） 

［事業概要］ 

①しまねの高校生学力育成事業 

「知識・技能」「思考力・判断力・

表現力等」「学びに向かう力・人間性

等」をバランス良く育むための取組

を各県立高校が主体的に実施【拡充】 

②理数教育の充実に向けた取組 

・科学の甲子園（ジュニア・高校生）

県予選の開催 

③学校図書館活用教育研究事業 

児童生徒の言語能力、情報活用能

力を育成するため、小中学校６校を

モデル校に指定し研究を実践 

④県立高校図書館活用教育推進事業 

12 学級未満の高等学校に学校司書

（会計年度任用職員）を配置 

⑤司書教諭養成事業 

学校図書館の経営や指導について

専門的な知識を持つ司書教諭を養成 

⑥ＩＣＴ活用教育推進事業 

・生徒一人一台端末環境に対応する

ための環境を整備 

・公立学校情報機器整備事業基金を

造成し、義務教育段階の市町村立

学校や特別支援学校における生徒

一人一台端末の更新に要する経費

を支援 

［助成基準額］ ５万５千円／台 

［負担割合］ 

 県 2/3・学校設置者 1/3 

⑦各学校・課程・学科の垣根を超える高

等学校改革推進事業 

多様な学習ニーズに対応するため

の遠隔授業実施に係る配信拠点セン

ターの宍道高校設置に向けた準備

（教員の加配、非常勤講師の配置及

び機器等整備）      【拡充】 

⑧高等学校ＤＸ加速化推進事業 

デジタル等成長分野を支える人材 

育成のため、校内環境を整備 

 

 

 

 

教育委員会 
[教育指導課] 

 

－185－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

268 

  

教育魅力化人づく

り推進事業 

 

279,007 

 

学校と地域が協働して取り組む「教育

の魅力化」を支援（№263 一部再掲、№183

再掲） 

①学校と地域が一体となって子どもた

ちを育む協働体制（高校魅力化コン

ソーシアム）の運営を支援 

・協働体制に係る運営マネージャー

の配置を支援 

・協働体制の運営に係る経費を支援 

②地域資源を活用した特色ある教育の

推進 

・学校と地域の協働による探究学習

の取組を支援 

・県外生徒募集の取組を支援 

③探究学習に携わる人材の育成、確保 

・多様な探究学習を行うことができ

る教職員育成を目的とした研修会

等を実施 

④教育魅力化推進事業 

・地域と協働した教育活動による生

徒の意識変容を測る取組を実施 

 

 

教育委員会 
[教育指導課] 

－186－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

269 

 

 

 

子ども読書活動推

進事業 

 

266,241 

 

学校図書館の充実と活性化による図書

館を活用した教育を推進するとともに、

家庭や地域における子ども読書活動を推

進（№123、265 一部再掲） 

①小中学校等 

   小中学校等の学校図書館を拠点に

児童生徒一人ひとりに寄り添った学

びの支援を行うため、「学びのサポー

ター」または「学校司書」を配置する

市町村を支援 

  ［助成率］ 

   ・学びのサポーター 

     市 1/2・町村 2/3 

   ・学校司書 

     市町村 1/3 

 ②特別支援学校 

・全校に学校司書を配置 

・学校司書の研修、図書の整備を実

施 

③県立図書館 

・学校司書・読書ボランティアの研

修 

・子ども向け図書の充実 

 ④読み聞かせや親子読書の普及 

・しまね子ども読書フェスティバル

等の実施 

・読み聞かせの記録手帳の作成・配

布により家族による読み聞かせを

推進 

 

 

教育委員会 

[教育指導課] 

[特別支援教育

課] 

[社会教育課] 

－187－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

270 

 

拡充 

 

インクルーシブ教

育システム構築事

業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）インクルーシブ教

育システム：障がいのあ

る者と障がいのない者が

共に学ぶ仕組み 

 

137,949 

 

 

全ての学びの場で特別支援教育を充実

させることで、障がいのある子どもの自

立と社会参加を促進するとともに、地域

を支える人材を育成（№118 再掲） 

①発達障がいの可能性のある子どもへ

の支援事業 

特別支援学校の教員などの専門性

を活用し、小中学校等への相談・支援

を充実 

②高等学校特別支援教育充実事業 

・県立高校において、障がいにより学

習や生活に困難さがある生徒が適

切な指導を受けられるよう、巡回

指導を行う教員を拠点校に配置

し、通級指導を充実 

・合理的配慮アドバイザーを県教育

委員会に配置 

③切れ目ない支援体制整備事業 

関係機関と連携し、個別の教育支

援計画の作成・活用による引継ぎ体

制を充実 

④特別支援学校機能向上事業 

安全で安心な医療的ケア実施に向

けた学校看護師の配置等の体制を整

備 

⑤特別支援学校と地域の連携強化事業 

地域活動やスポーツ文化活動を通

じて、教育活動を地域に広げる取組

を実施 

⑥ＬＤのある子どもの多様な学び推進

事業 

市町村教育委員会と各学校を対象

として、ＬＤ（学習障がい）のある児

童生徒への指導・支援に関する研修

や指導助言を実施     【新規】 

 

 

教育委員会 
[総務課] 

［学校企画課］ 

[特別支援教育

課] 

 

271 

 

 

 

 

 

障がい者就業支援

事業 

 

215,598 

 

特別支援学校卒業者等を特別支援学校

等の会計年度任用職員として任用し、職

業能力や職業意識の向上を図り数年以内

の就労を支援 

［特別支援学校］全 12校 

［教育事務所］出雲 

［その他］ 

教育庁総務課、県立図書館、埋蔵文

化財調査センター 

 

 

教育委員会 
[総務課] 

[特別支援教育

課] 

－188－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

272 

 

 

 

特別支援学校職業

教育・就業支援事

業 

 

14,312 

 

特別支援学校高等部において、生徒の

希望や適性に応じた進路先の確保や就職

後の定着、技能向上に向けた取組を推進

（№90 再掲） 

①進路指導の充実 

特別支援学校に非常勤講師を配置

し、進路指導に必要な時間を確保す

ることで、卒業生のアフターケアや

在校生の職場体験受入先の開拓など

を実施 

［実施校］ 

６校（松江、出雲、石見、浜田、

益田、隠岐） 

②技能の向上 

合同学習や学習成果の発表を通じ

て、生徒の意欲や職業スキルの向上

を促進 

 

 

教育委員会 
[特別支援教育

課] 

 

273 

 

 

 

特別支援学校にお

ける通学支援 

 

 

 

51,240 

 

通学を要因とした保護者の負担を軽減

するため、スクールバスの運行や、朝の早

い時間から児童生徒を預けられる環境を

整備（№119 再掲） 

 

 

教育委員会 
[特別支援教育

課] 

 

274 

 

 

 

 

食育推進事業 

 

 

 

3,910 

 

 

 

食育を通じて次代を担う子どもの望ま

しい食習慣の形成を推進 

①食の学習ノート活用事業 

副教材「食の学習ノート」（小中学 

生版、高校生版）の作成 

②栄養教諭を対象とした研修 

③高校生を対象とした啓発の取組 

朝食欠食など課題の多い高校生を

対象に「みそ汁コンテスト」を開催、

食に関する指導の全体計画の作成促

進のための支援を実施 

 

 

教育委員会 
[保健体育課] 

 

 

275 

  

社会教育士等養

成・育成事業 

 

 

 

9,236 

 

 

 

 高等教育機関等と連携・協働した社会

教育士等の養成・育成に向けた取組を推

進（№184 再掲） 

 

 

教育委員会 

[社会教育課] 

－189－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

276 

 

拡充 

 

みんなでチャレン

ジ！しまねを創る

人づくり支援事業 

 

6,800 
 

地域づくりを担う人づくりの基盤とな

る市町村等の社会教育機能強化を図るた

め、社会教育に関わる人材のスキルアッ

プに取り組む市町村等を支援（№189 再

掲） 

①地域課題解決支援型 

［助成率］活用１年目 1/2 

活用２年目 1/3 

［助成上限額］20 万円/公民館等 

②体験活動支援型      【新規】 

［助成率］1/2 

［助成上限額］20 万円/公民館等 

③「ふるさと活動」支援型 

[助成率]活用１年目 1/2 

    活用２～３年目 1/3 

[助成上限額]新規団体 50 万円 

      既存団体 30 万円 

 

 

教育委員会 

[社会教育課] 

 

277 

  

結集！しまねの子

育て協働プロジェ

クト事業 

 

 

61,760 

 

 

市町村が実施する学校支援、放課後支

援、家庭教育支援等の経費を助成（№116、

185 再掲） 

［負担割合］国 1/3・県 1/3・市町村 1/3 

 

 

教育委員会 

[社会教育課] 

 

278 

 

 

 

 

ふるさと教育推進

事業 

 

 

 

24,024 

 

 

 

地域の教育資源（ひと・もの・こと）を

活かし、子どもたちのふるさとへの愛着・

誇り、貢献意欲や、確かな学力、実行力の

育成に取り組む市町村を支援（№187 再

掲） 

 

 

教育委員会 
[社会教育課] 

 

 

 

279 

 

 

 

インターハイ実施

競技支援事業 

 

 
 
 
 

 

274,416 
 

令和７年度全国高校総体中国ブロック

大会の開催準備や環境整備、選手強化、大

会開催に係る経費等を支援 

・県実行委員会の設置 

・市町実行委員会の設置 

・競技備品の整備 

・高校生の選手強化 

・種目別大会開催経費 等 

 

 

 

 

 

 

 

教育委員会 
[保健体育課] 

－190－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

280 

 

拡充 

 

部活動改革支援事

業 

 

167,496 

[うち補正] 

19,806 

 

将来にわたり子どもたちがスポーツ・

文化芸術に継続して親しむことができる

機会を確保するとともに、地域人材の活

用等により、部活動における教員の働き

方改革等を推進（№188 再掲） 

①部活動地域人材活用支援事業【拡充】 

教員に代わって専門的な指導を行

う部活動指導員等の配置を拡充 

［負担割合］ 

・部活動指導員（原則単独指導・単

独引率） 

県立学校 県 10/10 

中学校 国 1/3・県 1/3・市町村

1/3 

・地域連携指導員（単独指導・単独

引率可） 

県立学校 県 10/10 

中学校 県 2/3・市町村 1/3 

・地域指導者（単独指導・引率不可） 

県立学校 県 10/10 

中学校 県 2/3・市町村 1/3 

②地域クラブ活動への移行に向けた実 

証事業           

公立中学校部活動の地域移行に向

けて、関係者との連絡調整・指導補助

等の体制や運営団体・実施主体の整

備、指導者の確保への支援等に関す

る実証事業を実施 

［負担割合］国 10/10  

 

 

教育委員会 

[保健体育課] 

[社会教育課] 

 

281 

 

 

 

 

青少年の家改修事

業 

 

274,343 

 

青少年の家のエントランスホール及び

多目的ホール天井の耐震改修及び館内照

明等設備の更新等を実施 

［事業期間］Ｒ６～７ 

［総事業費］4.3 億円 

 

 

教育委員会 
[社会教育課] 

 

 

 

282 

 

新規 

 

少年自然の家事業

（大型木製遊具更

新、照明ＬＥＤ化） 

 

 

27,455 

 

少年自然の家における大型木製遊具の

一部更新や体育館照明のＬＥＤ化を実施 

 

 

 

 

 

 

 

教育委員会 
[社会教育課] 

－191－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

283 

 

拡充 

 

 

 

 

学校と福祉の連携

の推進 

 

47,479 

 

 

困難な状況にある子どもたちの早期把

握や、適切な支援につなげる等、学校・家

庭・地域・福祉の関係機関が連携して支援

を実施（№127 再掲） 

①スクールソーシャルワーカー活用事

業 

・学校と社会福祉の関係機関をつな

ぐスクールソーシャルワーカーの

活用          【拡充】 

②学校・福祉連携モデル事業 

・学校と福祉が一体となった支援の

在り方を検討し、その成果を全て

の県立学校に展開させるための研

修等を実施       【拡充】 

 

 

教育委員会 
[人権同和教育  

課] 
 

 

－192－



Ⅵ 心豊かな社会をつくる 

２ スポーツ・文化芸術の振興 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

284 

 

新規 

 

県民会館整備事業 

 

 

4,730 
 

より魅力的な公演の観覧・上演、利用時

の快適性向上等を目的に、舞台設備や音

響設備の更新、老朽化したホール客席の

更新や空調設備の改修、トイレのバリア

フリー化等を実施 

［Ｒ７年度事業概要］ 

ホール内備品等の移転を実施 

［Ｒ８年度以降事業概要］ 

①大・中ホールのリニューアル 

  舞台機構、客席椅子、舞台照明設

備、舞台音響設備、舞台映像設備及び

緞帳の更新、舞台床張替 

②館内空調設備、会議室等音響及び照

明器具の更新 

③トイレのバリアフリー化 

④楽屋の改修 

⑤鋼製建具ＰＣＢ対策 

［休館予定期間］ 

①大ホール 

Ｒ８年３月１日～Ｒ９年 12 月末    

②中ホール・リハーサル室 

Ｒ８年３月１日～Ｒ９年 10 月末 

③全館休館  

Ｒ８年６月１日～Ｒ９年 10 月末 

 

 

環境生活部 
[文化国際課] 

 

 

285 

  

文化芸術振興支援

事業 

 

 

21,278 

 

文化芸術の振興を図るため、県民参加

機会の提供、将来の担い手の育成等の取

組を推進（№176 再掲） 

 ①島根県民文化祭の開催 

   県総合美術展（県展）、硬筆アート

展、文芸作品公募、文芸フェスタ 

 ②文化芸術次世代育成支援事業 

   文化芸術団体による子どもたちへ

の発表機会や鑑賞機会の提供、ワー

クショップの実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境生活部 
[文化国際課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

286 

 

拡充 

 

浮世絵コレクショ

ン活用事業 

 

31,000 

 

 

 

県内外から美術館への来館者を増やし

新規ファンの獲得を図るため、所蔵する

世界有数の葛飾北斎コレクションの魅力

を県内外に発信するとともに、誘客に向

けた取組を強化 

①県民向けＰＲ・広報等の強化 

・館外での北斎ワークショップを実

施 

・北斎コレクションの特集番組を制

作・放送 

②北斎コレクション基礎資料作成 

コレクションデータベースの構築 

③作品の保存・修復 

作品の価値を維持するとともに、

展示が可能な状態にするための保

存・修復を実施 

④全国向けＰＲ・広報等の実施 

・美術雑誌等への広告掲載やツアー

造成に向けたＰＲ活動など、県外

からの誘客に向けた取組を実施 

・県外での出張北斎ワークショップ

を開催 

・浮世絵コレクション特設サイトを

拡充 

・大阪・関西万博の県ブースへの出展 

・出雲空港到着ロビーに電照広告を

設置 

 

 

環境生活部 
[文化国際課] 

 

 

287 

 

新規 

 

芸術文化センター

事業（20周年関連） 

 

102,389 
 

令和７年度に開館20周年を迎える芸術

文化センターにおいて、県内外からの来

館者の増加、地域への愛着や誇りの醸成

に繋げるため、森英恵展をメインとした

各企画展の開催やコンサート等の記念事

業を実施 

①企画展、特別展の開催 

 ・石見の祈りと美展 

 ・加藤泉展 

 ・森英恵展 

 ・コレクション特別展 

②国際音楽交歓コンサートの開催 

  世界で活躍する一流アーティスト

によるコンサートを開催 

 

 

 

環境生活部 
[文化国際課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

288 

  

国民スポーツ大会

競技力向上対策事

業 

 

 

858,758 

 

令和12年に開催を予定している島根か

みあり国スポに向けた競技力向上と大会

終了後の競技力の定着に向けた以下の対

策等を実施（№178 再掲） 

①組織体制の整備・充実 

競技団体が行う先催県等への視察 

活動や、ふるさと選手確保・県内就職 

支援のための県外大学等訪問にかか 

る経費を支援 

②選手の発掘・育成・強化 

・競技団体が行う体験会や教室の開

催を支援 

・運動能力の高い小学生を「島根アス 

リートキッズ」に認定し、未普及競 

技を中心に選手として育成 

・中学校に部活動がない未普及競技

のクラブ創立・運営を支援し、小学

校から高校まで継続して競技がで

きる環境を整備         

・中学校在学時に全国大会等で上位

入賞した高校生の競技活動費及び

寮費等を支援       

・国スポ強化指定校や競技団体の県

外遠征費等を支援 

・優れた選手、指導者を県内企業が雇

用した場合に奨励金を支給 

③指導者の養成・資質の向上 

・国スポ強化指定校等に専門的な指

導ができる地域指導者等を配置 

・国スポ強化指定校や競技団体の指

導者を対象に年間カリキュラムに

よる研修を実施 

④選手・指導者を支える環境整備 

・普及・強化活動に必要となる競技用

具及び練習拠点施設を整備 

・国スポ強化指定校や競技団体にス

ポーツトレーナーやスポーツ栄養

士等を派遣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境生活部 
[スポーツ振興 

課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

289 

  

国民スポーツ大会

開催準備事業 

 

 

 

94,825 

 

 

 

令和12年に開催を予定している島根か

みあり国スポ・全スポに向けて、競技役員

等の養成、県民向け広報活動等の取組を

実施（№179 再掲） 

・準備委員会（総会、常任委員会、各専

門委員会）の開催 

・ホームページ等による広報、大会イメ

ージソングの普及 

・募金（寄附）支援の呼びかけ 

・県民一体となって大会を盛り上げら

れるよう、地域でのボランティア活

動など「県民参加」につながる取組を

推進 

・競技団体が行う競技運営に必要な審

判員等養成の取組を支援 

・輸送に係る県内の状況調査や情報収

集等の「輸送・交通基礎調査」を実施 

【新規】 

 

 

環境生活部 
[島根かみあり

国スポ・全ス

ポ準備室] 
 

 

290 

  

国民スポーツ大会

競技施設整備事業 

 

218,506 

 

令和12年に開催を予定している島根か

みあり国スポ・全スポに向け、自転車競技

場整備に係る調査・設計、県立水泳プール

の電光掲示板の更新等を実施 

・市町村が行う競技施設の整備に要す

る経費を支援 

・自転車競技場を整備（調査・設計） 

・島根県ライフル射撃場を改修（設計） 

・県立サッカー場を改修（設計）【新規】 

・県立水泳プールの電光掲示板を更新 

【新規】

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境生活部 
[島根かみあり

国スポ・全ス

ポ準備室] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

291 

 

 

 

全国障害者スポー

ツ大会開催準備事

業 

 

 

42,801 

 

令和12年に開催を予定している島根か

みあり全スポに向けて、競技会場施設の

バリアフリー調査、情報支援ボランティ

アの養成等の取組を実施（№180 再掲） 

・障がい区分と出場競技・種目の適合に

ついて判断を行う審査員を養成        

【新規】

・関係団体とともに競技会場施設のバ

リアフリー状況調査等を実施【新規】 

・県内にチームがない団体競技への選

手参加を促進するため、YouTube 等を

活用した情報発信を強化  【新規】 

・大会参加選手の発掘、チームの立ち上

げ等を行うコーディネーターを配置 

・大会運営に必要な、手話、要約筆記等

の情報支援ボランティアを養成 

 ・県内にチームのない競技種目のチー

ムの創設及び創設後の活動を支援  

【拡充】

 ・大会参加選手の掘り起こしや活動拠

点の確保等の取組を推進するため、

体験会等の拡充や練習環境の整備を 

実施           【新規】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境生活部 

[スポーツ振興 

課] 

[島根かみあり

国スポ・全ス

ポ準備室] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

292 
 

拡充 

 

 

 

部活動改革支援事

業 

 

 

 

167,496 

[うち補正] 

19,806 

 

将来にわたり子どもたちがスポーツ・

文化芸術に継続して親しむことができる

機会を確保するとともに、地域人材の活

用等により、部活動における教員の働き

方改革等を推進（№188、280 再掲） 

①部活動地域人材活用支援事業【拡充】 

教員に代わって専門的な指導を行

う部活動指導員等の配置を拡充 

［負担割合］ 

・部活動指導員（原則単独指導・単

独引率） 

県立学校 県 10/10 

中学校 国 1/3・県 1/3・市町村

1/3 

・地域連携指導員（単独指導・単独

引率可） 

県立学校 県 10/10 

中学校 県 2/3・市町村 1/3 

・地域指導者（単独指導・引率不可） 

県立学校 県 10/10 

中学校 県 2/3・市町村 1/3 

②地域クラブ活動への移行に向けた実 

証事業           

公立中学校部活動の地域移行に向

けて、関係者との連絡調整・指導補助

等の体制や運営団体・実施主体の整

備、指導者の確保への支援等に関す

る実証事業を実施 

［負担割合］国 10/10  

 

 

教育委員会 

[保健体育課] 

[社会教育課] 

 

293 
 

新規 

 

全スポに向けた特

別支援学校スポー

ツ推進事業 

 

7,512 

 

令和12年に開催を予定している全国障

害者スポーツ大会に向け、特別支援学校

の児童生徒がスポーツに親しむ機会を増

やすとともに、選手及び大会支援スタッ

フの発掘・育成を推進 

 

 

教育委員会 

[特別支援教育

課] 
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Ⅵ 心豊かな社会をつくる 

３ 人権の尊重と相互理解の促進 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

294 

 

拡充 

 

外国人の受入れ・

共生事業 

 

509,315 

 

 

 

外国人住民が安心して暮らすことがで

きる生活環境づくり、外国人住民と日本

人住民が共に支え合う地域づくり等を推

進（№84、120、170、248、264 一部再掲、

№175 再掲） 

①日本語指導が必要な児童生徒等への

支援 

・帰国・外国人児童生徒に対し支援体

制を整備する市町村を支援  

・宍道高校における日本語指導体制

の強化         【拡充】 

・宍道高校以外の県立学校の支援体

制を整備 

・教職員研修の充実  

・外国人生徒に対し日本語指導や生

活指導等を行う私立高等学校等を

支援 

②外国人住民の生活や日本語学習の支援  

・日本語学習の機会を提供するた

め、地域・企業訪問型、オンライン

型のほか、試行的に子どものため

の日本語教室を開催 

・地域の日本語教室の維持、活性化

等に取り組む市町村を支援 

・日本語教育人材（日本語教師、ボラ

ンティア）の育成、確保 【拡充】 

・多言語によるワンストップ型相談

窓口を設置 

・専門家（弁護士・臨床心理士）と連

携した相談体制を整備 

・外国人住民相談対応にかかる市町

村との連携強化     【拡充】 

・「外国人地域サポーター」を配置 

・県ホームページでの多言語変換機

能による情報提供を実施 

・ＳＮＳを活用した外国人住民への

情報伝達を実施 

・外国人患者が安全・安心に医療サ

ービスを受けられる体制を整備 

・多文化共生意識醸成のためのセミ

ナーを開催 

・高等技術校において就職を希望す 

る定住外国人を対象とした職業訓

練を実施 

 

環境生活部 
[文化国際課] 

政策企画局 
[広聴広報課] 

総務部 
[総務課] 

健康福祉部 
[医療政策課] 

商工労働部 
[雇用政策課] 

教育委員会 
[学校企画課] 

[教育指導課] 

 

－199－



 

・外国人サポート企業の認定【新規】

外国人住民が住みやすい地域づく

りに賛同する企業を認定 

③多文化共生推進拠点施設の移転・整

備            【新規】 

・現施設の老朽化のため、多文化共

生推進拠点施設を移転・整備し、併

せて外国人住民向け相談体制等を

拡充 

④外国人を雇用する事業者等への支援 

 ・外国人雇用に関する企業向けの情 

報提供窓口を設置 

・外国人材定着支援補助金 【新規】 

   外国人材特有の事情に配慮した就

労環境等の改善やコミュニケーシ

ョン促進等の取組に対し、その経

費を一部助成 

   ［助成率］ソフト 1/2 

ハード 1/3 

   ［上限額］ 

中小企業等 50 万円 

監理団体（ソフトのみ）20 万円 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

295 

 

 

 

隣保館整備事業 

 

77,369 
 

大田市が実施する現施設の移転整備費

を助成 

 

 

環境生活部 
[人権同和対策

課] 

 

296 

 

 

 

ＬＧＢＴ等に関す

る相談支援事業 

 

 

3,353 

 

ＬＧＢＴ等の当事者やその家族、学校

や職場の関係者などが抱える悩みや不安

を解消するために、相談支援を実施 

 

 

環境生活部 
[人権同和対策

課] 

 

297 

 

拡充 

 

 

女性保護事業 

 

 

 

114,620 

 

 

 

 様々な事情により日常生活や社会生活

を円滑に営む上で困難な問題を抱える女

性への相談活動やＤＶ（配偶者等からの

暴力）被害者等を一時保護し、問題解決に

向けて支援 

①女性相談事業 

・女性相談センターに女性相談支援

員等を配置し広く女性相談を実施 

・県民への啓発活動や適切な相談実

施のための研修会等を開催 

②性暴力被害者支援センター事業 

・女性相談センターが中心となり、関

係機関と連携して被害者を支援 

・民間支援団体と連携し、夜間休日の

支援体制を強化 

・男性・男児の性暴力被害者支援相談

窓口を開設し、相談支援を実施 

【新規】 

③ＤＶ被害者等保護事業 

・ＤＶ被害者等を一時保護所等にお

いて保護 

・ＤＶ被害者が一時保護所を退所す

る際に必要な生活資金や住宅資金

を貸付 

 

 

健康福祉部 

[青少年家庭課] 

 

 

298 

 

 

 

男女共同参画の理

解促進事業 

 

 

135,300 

 

 

男女共同参画センターにおける照明器

具のＬＥＤ化を実施 

 

 

政策企画局 

[女性活躍推進

課] 
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Ⅵ 心豊かな社会をつくる 

４ 自然、歴史・文化の保全と活用 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

299 

  

三瓶小豆原埋没林

保存・活用事業 

 

 

6,167 

 

展示棟内埋没林の保存処理方法を検討 

するため、調査・解析業務を実施 

［実施内容］ 

展示棟内埋没林の劣化防止のた

め、地下水を効果的に遮断する対策

を検討するための調査・解析 

 

 

環境生活部  
[自然環境課] 

 

300 

  

しまねの自然公園 

満喫プロジェクト 

推進事業  

 

 

215,604 

[うち補正] 

120,000 

 

 

 

大山隠岐国立公園をはじめ、県内の自

然公園において、国や市町村等と連携し、

島根の豊かな自然環境等を活用した体験

プログラムやガイド養成、自然公園への

誘客促進、安全・安心で快適に滞在できる

環境を整備（№136 再掲） 

①自然公園を活用した誘客促進補助金 

自然公園を活用した体験プログラ 

ムの拡充や、周遊促進、活動広報など 

の取組を支援し、県内の自然公園へ 

の誘客を促進 

［助成対象者］ 

・しまねの自然公園満喫プロジェク

トを推進する地域協議会 

・観光協会 

・法人 

・民間団体等 

※いずれも県内団体等に限る 

［助成対象経費］ 

事業の実施に必要な経費（商品

開発や販路開拓に必要な催行費、

導入運営費、活動費等）  

［助成率］1/2 以内  

［助成上限額］500 万円  

②自然公園の魅力発信 

国内外から誘客を促進するため、

県内の自然公園の魅力をホームペー

ジ等で発信 

③受入れ環境の整備 

遊歩道、案内標識など安全・安心で

快適に滞在できる環境を整備 

 

 

 

 

 

 

環境生活部 
[自然環境課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

301 

  

隠岐ユネスコ世界 

ジオパーク活用推 

進事業 

 

270,977 

[うち補正] 

66,000 

 

 

 

隠岐ユネスコ世界ジオパークを活用し

た隠岐地域の観光振興・産業振興のため、

世界ジオパーク認定継続に向けた施設整

備、広報等を通じた認知度向上及び来島

者を増やすための情報発信を実施（№137

再掲） 

①（一社）隠岐ジオパーク推進機構によ

る魅力向上のための活動、広報等を

支援 

②世界ジオパーク認定継続支援のため

施設整備等を実施 

③隠岐の島町、海士町のジオパーク拠

点施設、中核施設の整備を支援 

 

 

環境生活部 
[自然環境課] 

 

 

302 

  

レッドデータブッ

ク改訂事業 

 

13,193 
 

絶滅の危機に瀕している野生動植物の

個体や生息・生育地などの保護・保全活動

を推進するため、しまねレッドデータブ

ックを改訂 

［実施内容］ 

改訂委員会の開催及び調査、原稿

作成 

 

 

環境生活部 
[自然環境課] 

 

 

303 

  

三瓶自然館等の魅 

力アップ事業  

 

 

53,118 
 

三瓶自然館等における照明のＬＥＤ化

や天体望遠鏡の設備更新を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境生活部 
[自然環境課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

304 

  

宍道湖・中海賢明

利用推進事業 

 

 

22,768 

 

ラムサール条約湿地である宍道湖・中

海の保全再生と、そこから得られる恵み

を持続的に活用するために、情報発信、こ

ども交流会の開催、登録 20 年を契機とし

た記念事業を鳥取県と連携して実施（№

138 再掲） 

①水辺に親しむ環境教育・普及啓発事 

業 

小中学生を対象とした宍道湖や中 

海に流入する身近な川の調査や、湖 

沼環境モニターによる湖沼環境の評

価を実施 

②ラムサール・大型水鳥啓発事業 

・鳥取県と連携し、こどもラムサー

ル交流会等を実施 

・宍道湖・中海の魅力を伝える動画を 

制作 

③大型水鳥を活用した広域ネットワー

ク支援事業 

民間団体、関係市及び県で構成す

る協議会による、トキやコウノトリ

の生息環境づくりや普及啓発の取組

を支援 

 ④宍道湖・中海ラムサール条約登録 20 

周年記念事業 

   ラムサール条約湿地に登録されて 

  から20年を迎えることから鳥取県と 

連携し記念事業を実施 

 

 

環境生活部 
[環境政策課] 

 

305 

 

 

 

 

島根の歴史文化活

用推進事業 

 

 

 

33,027 

 

調査研究によって磨き上げた島根の歴

史・文化について、市町村及びゆかりの深

い他県と連携しながら県内外に情報発信

し、文化財保存継承の気運醸成や、島根の

認知度向上につなげる取組を推進(№147

一部再掲) 

①県内各地の多様な歴史文化をテーマ

とした講座やシンポジウムの開催と

オンラインによる配信 

②他県と連携して古代歴史文化に関す

る共同調査研究を実施し、その成果

を全国に発信 

③萩・石見空港を利用した県内の歴史

スポットをめぐるバスツアーの実施 

④県内７つの日本遺産の魅力を全国に

発信 

 

 

教育委員会 

[文化財課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

306 

 

 

 

 

未来へ引き継ぐ石

見銀山保全事業 

 

 

 

86,897 

 

世界遺産石見銀山を適切に管理し、未

来へ継承していくため、調査研究、保存整

備、情報発信を実施（№139 再掲） 

①世界遺産総合調査研究事業 

・基礎調査研究 

・テーマ別調査研究 

②世界遺産保存整備事業 

・史跡等の保存・修理 

・大田市が設置する世界遺産センタ

ーの管理運営・施設改修等への支

援 

③世界遺産総合情報発信事業 

講座等開催 

 

 

教育委員会 
[文化財課] 

 

307 

 

拡充 

 

石見銀山発見 500

年記念事業 

 

9,500 

 

石見銀山発見 500 年・世界遺産登録 20

周年を迎える令和９年に向けて、石見銀

山の魅力化・持続化につながる取組を段

階的に実施(№46 一部再掲、№140 再掲)   

【拡充】 

［Ｒ７年度実施内容］ 

大田市と連携し、石見銀山の整備

や、記念イベント開催に向けた調整

等を実施 

①大田市事業 

・大田市が設置する世界遺産セン

ターの展示リニューアル 

［負担割合］県 3/4・大田市 1/4 

・大森・鉱山エリアの見学道等の整

備 

［負担割合］ 

国 1/2・県 1/4・大田市 1/4 

②県事業 

・令和９年度に行う記念イベント

等に向けた企画調整 

・世界遺産センター等における体

験プログラムの整備 

 

 

教育委員会 
[文化財課] 

 

308 

 

 

 

古代出雲歴史博物

館整備事業 

 

188,693 

 

古代出雲歴史博物館の天井の耐震改修

工事を実施 

［事業期間］Ｒ６～８ 

［総事業費］2.7 億円 

 

 

教育委員会 
[文化財課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

309 

 

 

 

古代出雲歴史博物

館魅力アップ事業 

 

108,047 

 

耐震改修工事等に伴う休館に合わせ、

入館者数の増加や入館者の満足度向上を

目指し、映像シアター及び展示室の改修

等を実施 

［事業期間］Ｒ６～８ 

［総事業費］1.6 億円 

 

 

教育委員会 
[文化財課] 
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Ⅶ 暮らしの基盤を支える 

１ 生活基盤の確保 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

310 

 

 

 

 

竹島領土権確立対 

策事業 

 

 

36,603 
 

「竹島の日を定める条例」の趣旨を踏

まえ、問題解決に向けた国民世論の喚起

を促す取組を実施 

・竹島問題に関する調査研究 

・竹島の日記念行事の実施 

・啓発パンフレットの作成や竹島資料

室の運営など広報啓発活動の実施 

 

 

総務部 

[総務課] 

 

311 

  

ＪＲ木次線利用促

進事業 

 

 

 

28,351 

 

 

 

人口減少等の影響による鉄道利用者減

少に歯止めをかけるため、地元協議会が

実施する利用助成などの取組を支援（№

40 一部再掲） 

①木次線乗車を伴う移動への助成 

［事業内容］ 

学校や町内会などの団体が木次

線乗車を伴う移動をした場合のＪ

Ｒ運賃、貸切バス運賃等を助成 

［助成率］1/2 

［助成上限額］１件当たり 10 万円 

［負担割合］県 2/3・市町 1/3 

②木次線を活用したツアー造成・販売

支援 

県内外の観光客を対象とした木次

線乗車を盛り込んだツアーの造成・

販売の支援等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域振興部 

[交通対策課] 

商工労働部 

[観光振興課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

312 

  

特定有人国境離島

地域社会維持推進

交付金事業 

 

 

377,084 
 

隠岐地域の住民等が継続的に居住でき

るよう、利用する航路及び航空路の運賃

引き下げを支援 

①航路運賃低廉化事業 

隠岐航路の現行住民運賃をＪＲ運

賃並みに引き下げ 

［引き下げ限度額］ 

ＪＲ在来線運賃並み（ジェット

フォイルは特急指定席並み） 

［負担割合］ 

国 5.5/10・県 2.25/10・ 

町村 2.25/10 

②航空路運賃低廉化事業 

隠岐－出雲間の現行住民航空路運

賃を新幹線並みに引き下げ 

［引き下げ限度額］新幹線運賃並み 

［負担割合］ 

国 5.5/10・県 2.25/10・ 

町村 2.25/10 

 

 

地域振興部 

[交通対策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

313 

  

生活交通ネットワ

ーク総合支援事業 

 

 

467,581 

 

 

幹線交通から集落間交通まで、バス事

業者・市町村・ＮＰＯ等による地域生活交

通を確保する取組を総合的に支援（№129

一部再掲） 

①地域生活交通再構築事業 

中山間地域において、輸送需要に

応じた最適な交通手段の組み合わせ

による地域生活交通の再構築を図る

ため、実証事業等に取り組む市町村

を支援 

［支援内容］ 

・立ち上がり支援 

・運行支援 

［助成対象］ 

デマンド型バス・乗合タクシー

や交通空白地有償運送等 

［助成率］1/2 

②生活交通確保対策交付金 

・市町村が行うバス路線等に対し、運

行経費の一部を助成 

・ＮＰＯ等が行う交通空白地有償運

送に対し、運行経費の一部を助成 

・市町村が行う乗用タクシー利用助

成のうち、県が定めた要件を満た

すものに対し、負担額の一部を助

成 

［助成率］1/3～1/2 

③地域間幹線系統確保維持費補助金 

バス事業者による広域的・基幹的

なバス路線の維持に対して、国庫補

助と協調して、県・市町村が運行経費

等を助成 

［助成率］1/2 

④地域間準幹線系統確保維持費補助金 

バス事業者による複数市町村に跨

り、一定の輸送量があるバス路線の

維持に対して、県・市町村が運行経費

を助成 

［助成率］1/2 

 

 

地域振興部 

[交通対策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

314 

 

新規 

 

地域生活交通の担

い手確保促進事業 

 

57,500 

 

運転手不足を一因としたバス路線の廃

止、減便が相次ぐ厳しい状況を踏まえ、市

町村や交通事業者等と連携・協力し、運転

手確保の取組を実施（再掲№158） 

①運転手のための職場環境改善支援 

   運転手が利用する施設・設備の整

備に要する経費の一部を助成 

  ［助成対象経費］ 

    休憩室、更衣室、トイレ、エアコ

ン等の整備・更新 

  ［助成率］1/2 

  ［助成上限額］100 万円 

②運転手の福利厚生改善緊急支援 

   生活基盤を安定させ、交通事業者

への入職を促すため、賃貸住宅の家

賃相当額の一部を支援金として支給 

［対象者］ 

    R7.4.1 以降に採用された運転手 

   （新規受付はＲ９年度まで） 

［支援額］ 

    １～２年目 ３万円／月 

３～４年目 ２万円／月 

    ５～６年目 １万円／月 

 ③交通事業者への入職促進策支援 

   （一社）島根県旅客自動車協会が行

う広報など入職促進策に係る経費の

一部を助成 

  ［助成率］2/3 

 ④採用力向上セミナー 

   交通事業者向けの実践的な採用力

向上セミナーを実施 

 ⑤セミナー参加者のチャレンジ支援 

   採用力向上セミナーの参加者を対

象に、ホームページ制作費やオンラ

イン面接の環境整備費など採用力向

上に係る経費の一部を助成 

  ［助成率］1/2 

  ［助成上限額］75 万円 

 ⑥採用活動支援 

   交通事業者の積極的な採用活動を

促すため、国庫補助事業を活用した

採用活動に要する経費の一部を助成 

  ［負担割合］ 

国 1/2・県 1/4・事業者 1/4 

  ［助成上限額］25 万円 

⑦二種免許取得支援 

   運転手の育成支援のため、国庫補 

 

地域振興部 
[交通対策課] 
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助事業を活用した二種免許取得に要

する経費の一部を助成 

  ［負担割合］ 

国 1/2・県 1/2 

  ［助成上限額］１人あたり 25万円 

 ⑧運転手育成支援 

   新たに運転手（運転手となる見込

みの者を含む）を採用し、６か月以上

継続して雇用する事業者に対し、人

材育成に係る支援金を支給 

  ［支給額］ 

     新規雇用１人あたり定額20万円 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

315 

  

一畑電車運行維持

事業 

 

 

277,469 
 

沿線住民の日常生活に必要不可欠な一

畑電車の運行を維持するため、インフラ

所有権を移転しない「みなし上下分離方

式」により、線路・電路・車両の維持、修

繕、更新経費を松江市、出雲市と共同で支

援 

①基盤整備維持費補助金 

線路・電路・車両の維持、修繕、更

新に対する助成 

［負担割合］県 1/2・市 1/2 

②安全輸送設備等整備事業費補助金 

安全性向上に資する設備の整備に

対する助成 

［負担割合］国 1/3・県 1/3・市 1/3 

  

 

地域振興部 

[交通対策課] 

 

 

316 

  

隠岐航路運航維持

事業 

 

 

59,854 
 

隠岐島民の生活を支え、地域振興に不

可欠な隠岐の海上交通確保を図るため、

船舶の導入や運航に要した経費の一部を

助成 

①船舶の導入に対する支援 

超高速船、フェリーしらしま後継

船及び島前内航船整備に要する財源

として、隠岐４町村が借り入れた過

疎債の元利償還金の一部を助成 

②船舶の運航に対する支援 

・島前内航船運航支援 

島前町村組合が運航する島前内

航船の運航費にかかる毎年度の欠

損額の一部を助成 

・超高速船運航支援 

超高速船レインボージェットの

安定的な運航を図るため、指定管

理料に対する隠岐４町村の実負担

の一部を助成 

［運航主体］隠岐汽船（株） 

船舶を所有する隠岐広域連合

からの指定管理 

 

 

地域振興部 

[交通対策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

317 

 

 

 

 

道路整備事業（骨

格幹線道路） 

 

 

6,638,648 

[うち補正] 

2,137,112 

 

高速道路整備によるストック効果を早

期に全県に波及させるとともに、災害時

や緊急時の輸送路として重要な役割を担

う道路を「骨格幹線道路」に位置づけ、未

改良区間の整備を優先的に実施 

［計画概要］ 

県管理道路約 3,000km のうち、骨

格幹線道路に位置づけられる約

690km の整備（Ｒ６年３月末の整備率

97.3％） 

 

 

土木部 

[道路建設課] 

 

 

 

318 

 

 

 

 

松江北道路整備事

業 

 

 

 

1,144,000 

[うち補正] 

312,000 

 

 

松江市街地の渋滞緩和、災害時の迂回

機能の確保及び山陰道へのアクセス向上

等を目的として、高規格道路境港出雲道

路の一部となる松江北道路の整備を実施 

［計画概要］ 

延 長 10．5km 

道路規格 第３種第２級 

設計速度 60km／h 

車 線 数 ２車線 

幅 員 8.0ｍ 

［Ｒ７実施内容］ 

測量設計、用地買収、埋蔵文化財調

査、工事 

 

 

土木部 

[道路建設課] 

 

 

 

 

319 

 

 

 

 

松江熊野線街路事

業 

 

632,500 
 

橋梁の老朽化、耐震基準への対応及び

安全な歩行空間確保のため、新大橋の架

け替え等を実施 

 

 

土木部 

[都市計画課] 

 

 

320 

  

市町村下水道整備

支援事業（生活排

水処理普及促進交

付金） 

 

 

228,724 

 

 

 

生活排水処理施設の普及を促進するた

め、市町村が設置する公共下水道などの

集合処理施設や合併処理浄化槽の整備に

係る経費の一部を助成 

 

 

土木部 
[下水道推進課] 
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Ⅶ 暮らしの基盤を支える 

２ 生活環境の保全 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

321 

  

エコライフ推進事

業（脱炭素・循環型

社会の実現に向け

た普及啓発） 

 

107,411 

 

 

脱炭素・循環型社会の実現に向け、３Ｒ

や循環型社会の形成に関する学習や環境

アドバイザー派遣などの環境教育、ＳＮ

Ｓや動画を活用した情報発信などの普及

啓発や、地域で活動する環境団体への支

援、産業廃棄物等を活用したリサイクル

製品の製品化支援や販売促進等を実施 

①環境に関わる人づくり 

・小中高等学校等における産業廃棄

物に関する環境教育を支援 

・専門的知識や経験を持った「しま

ね環境アドバイザー」を学校、自治

会、企業等へ派遣 

・学生や地域づくり団体等が取り組

む環境保全活動を支援 

・環境教育プログラムの実証及び活

用に向けた勉強会等を開催 

②社会全体での取組の推進 

・住宅の省エネルギー化をテーマと

したセミナー等を開催 

・エコ経営相談やエコアドバイザー

の派遣により、企業の環境配慮型

経営を促進 

・しまねグリーン製品＋（プラス）の

利活用を促進 

・市町村地球温暖化対策協議会の活

動を支援 

・脱炭素社会・循環型社会の実現に

繋がる広報の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境生活部 
[環境政策課] 

－214－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

322 

 

 

 

エコライフ推進事

業（しまね脱炭素

加速化事業） 

 

 

215,277 
 

 国の交付金等を活用し、脱炭素を加速

化することを目的として、事業所や工場

へ太陽光発電設備や蓄電池などを導入す

る事業者への支援、県民向けの体験型脱

炭素イベントの開催や脱炭素ガイドブッ

クの作成などの普及啓発、再エネに関す

る動画の作成などの情報発信等を実施 

①しまね脱炭素加速化支援事業 

・省エネ設備を導入する事業者を支

援 

・太陽光発電設備や蓄電池を導入す

る事業者を支援 

・断熱性能に優れた住宅の新築経費

等を補助 

②しまね脱炭素アクション創出事業 

・脱炭素関連広報 

・脱炭素ガイドブック作成 

・エコライフ体験イベント 

・省エネ住宅等ＰＲ支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境生活部 
[環境政策課] 

－215－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

323 

 

 

 

エコライフ推進事

業（再生可能エネ

ルギー利活用総合

推進事業） 

 

 

102,442 
 

 再生可能エネルギーの導入の推進に関

する計画に沿って、太陽光や木質バイオ

マス、小水力などの再生可能エネルギー

の事業化支援、地域活性化を目的とした

設備導入支援、小学校でのエネルギー教

室などの普及啓発等を推進（№143 再掲） 

①事業化に向けた可能性調査等の経費

を助成 

［助成率］1/2 以内（上限 500 万円） 

②再生可能エネルギーによる地域活性

化支援事業 

・自治会等が地域活性化事業に併せ

て取り組む設備導入の経費を助成 

［助成額］ 

・売電事業を行う場合 

対象経費を借り入れるもの

とみなして算定した利子相当

額（上限 150 万円） 

・自家消費事業を行う場合 

対象経費の 1/2（上限 100 万

円） 

・蓄電池を導入する場合 

10 万円（定額） 

・民間事業者が地域貢献に併せて取

り組む設備導入の経費を助成 

［助成額］ 

対象経費を借り入れるものと

みなして算定した利子相当額

（上限 500 万円） 

③住宅用太陽光発電等の設備導入費を

助成した市町村に対して経費を助成 

・住宅用太陽光 

［助成額］ 

・市町村が上乗せ助成しない場合 

0.7 万円／㎾(上限 2.8 万円) 

・市町村が上乗せ助成する場合 

1.5 万円／㎾（上限６万円） 

・木質バイオマス熱利用 

［助成率］市町村助成額の 1/2 以内 

     （上限 15 万円） 

・太陽熱等利用設備 

［助成率］1/3 以内（上限 20 万円） 

・蓄電池設備(既設太陽光への設置も可) 

［助成額］５万円（定額） 

 

 

環境生活部 

[環境政策課] 

企業局 

－216－



 

④家庭用燃料電池（エネファーム）の普 

及を図るため、導入経費を助成 

［助成額］10 万円（定額） 

⑤講師派遣、再生可能エネルギー教室

等の実施 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

324 

  

宍道湖・中海水質

保全事業 

 

 

20,579 

 

 

宍道湖・中海の効果的な水質保全対策

を検討するための調査・研究等を実施 

①水草対策等推進事業 

水草の繁茂状況を把握するための

調査を実施 

②アオコ等プランクトン調査事業 

アオコ発生のプロセス等を解明す

るためのデータ収集と調査分析を実

施 

③水質汚濁メカニズム調査事業 

メカニズム解明に必要な調査・研

究、専門家による検討会を実施 

④湖沼水質保全活動促進事業 

流域住民、団体等と協働して環境

学習会や清掃活動を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

」 

 

 

 

 

環境生活部 
[環境政策課] 

－218－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

325 

  

産業廃棄物減量税

促進事業 

 

 

310,122 

 

産業廃棄物減量税を活用し、３Ｒ・循環

型社会の形成に関する学習や環境アドバ

イザー派遣などの環境教育、産業廃棄物

等を活用したリサイクル製品の製品化支

援や販売促進により、産業廃棄物の発生

抑制・減量化等の取組を促進（№321 一部

再掲） 

１ 事業者の再資源化等への支援 

①産業廃棄物３Ｒ推進施設等整備事業 

産業廃棄物の再資源化施設の整備

を支援 

［助成率］原則 1/3(上限額３千万円) 

②産業廃棄物３Ｒ技術開発事業 

事業者の産業廃棄物の発生抑制等

の技術開発を支援 

［助成率］2/3（上限額 500 万円） 

③資源循環型技術基礎研究実施事業 

産業廃棄物の発生抑制等の基礎研

究 

④しまねグリーン製品認定・普及促進

事業 

・認定製品の販路拡大を支援 

・県及び市町村の公共工事において

製品の利活用を推進 

⑤環境配慮型経営支援事業 

エコ経営相談やエコアドバイザー

の派遣により、企業の環境配慮型経

営を促進 

２ 適正処理の推進 

 ①廃棄物適正処理指導員を配置 

 ②不法投棄等対策を強化 

３ 環境教育の推進 

  小中高等学校等における３Ｒ・適正

処理学習を支援 

 

 

環境生活部 
[環境政策課] 

[廃棄物対策課] 

商工労働部 
[産業振興課] 

 

326 

  

海岸漂着ごみ等対

策事業 

 

 

256,098 

[うち補正] 

248,098 

 

海岸の環境を保全するため、県内全域

で繰り返し確認されている海岸漂着物の

回収・処理等を、日本海に面する県内 10

市町村で実施 

 ①海岸漂着物の回収・処理の実施 

 ②海岸漂着物の発生源対策に関する啓 

  発を行うための漂着物の実態調査 

 

 

 

 

環境生活部 
[廃棄物対策課] 

－219－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

327 

  

公共関与最終処分

場整備事業 

 

2,940 
 

（公財）島根県環境管理センターが実

施する産業廃棄物最終処分場「クリーン

パークいずも」の管理型処分場の第４期

工事に要する経費の一部を助成 【新規】 

［周辺対策事業］ 

(公財)島根県環境管理センターが実

施する周辺環境整備事業を支援 

 

 

環境生活部 
[廃棄物対策課] 

 

328 

 

 

 

 

 

 

浜山公園整備事業 

 

 

711,900 
 

令和12年に開催を予定している国民ス

ポーツ大会・全国障害者スポーツ大会に

向けた施設整備を実施 

［Ｒ７事業内容］ 

・陸上競技場照明の設置 

・野球場改築（外野拡張等） 

 

 

土木部 

[都市計画課] 

 

－220－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

329 

 

 

 

 

 

しまね長寿・子育

て安心住宅リフォ

ーム助成事業 

 

171,500 

 

 

既存住宅のバリアフリー改修、子育て

に資する改修及び部分的耐震改修に要す

る経費の一部を助成（№115 再掲） 

［助成対象］ 

①バリアフリー改修 

60 歳以上の者又は障がい者が居

住する住宅 

②子育てに資する改修 

子育て世帯が居住する又は近居

する住宅 

③部分的耐震改修 

旧耐震基準で建設された階数２

以下の既存一戸建て木造住宅 

［助成対象住宅の条件］ 

既存住宅であって、耐震性能を有す

るもの又は改修により一定の耐震性

能を有するものとなること 

［助成率］1/4 

［助成上限額］ 

・「①バリアフリー改修」又は 

「②子育てに資する改修」 25 万円 

・「③部分的耐震改修」   30 万円 

［助成上限額の加算］ 

・子育て世帯とその親世帯が同居又

は近居する場合   10 万円加算 

・耐震改修を行う場合 30 万円加算 

 （「③部分的耐震改修」を除く） 

・空き家バンク登録住宅を購入して

改修する場合    10 万円加算 

［助成予定戸数］600 戸 

［事業主体］島根県建築住宅センター 

［施工者］県内に本店を有する事業者 

 

 

土木部 

[建築住宅課] 

 

 

 

 

－221－



Ⅷ 安全安心な暮らしを守る 

１ 防災対策の推進 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

330 

  

防災情報システム

整備事業 

 

2,556,549 

 

 

災害時の情報伝達･情報収集体制を確

保し、防災体制の強化を図るため、防災関

係機関における衛星通信設備などの更新

及び整備を実施 

・防災行政無線ネットワーク光回線整

備工事の実施 

・地域衛星通信ネットワーク更新工事

の実施  

・防災行政無線中継局舎及び通信鉄塔

耐震化工事の実施 

・防災ヘリコプターテレビ電送システ

ム更新工事の実施（地上設備） 

・第５期島根県総合防災情報システム   

の運用 

 

 

防災部 
[消防総務課] 

 

331 

  

航空消防防災活動

事業 

 

1,454,875 

 

 

 各種災害に迅速かつ的確に対応し、広

域的な防災体制の一層の充実を図るた

め、防災ヘリコプターの整備などを実施 

 ・防災ヘリコプターの更新 

 ・防災ヘリコプター及び航空資機材の

整備 

 ・防災航空管理所の維持管理 

 

 

防災部 
[消防総務課] 

 

332 

  

消防職員・消防団

員活動強化事業 

 

80,156 

 

消防活動の充実強化や地域防災力の向

上を図るため、消防職員や消防団員の教

育訓練、消防操法大会等を実施 

・消防団の加入促進、知名度向上・イメ

ージアップを図るための広報事業 

・消防団は年々団員数が減少している

ことから、団員の技能・実践力の向上

及び消防団活動の活性化を図るた

め、研修を実施するとともに、各消防

団の創意工夫による訓練等の活動経

費を助成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災部 
[消防総務課] 

－222－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

333 

  

震災・風水害等災

害対策事業 

 

44,438 

 

地域防災計画等の実効性を高め、地域

の防災力向上を図るため、市町村や地域

住民と一体となって災害に備えた対策を

実施 

①防災訓練の実施（避難訓練、応急対

策、情報伝達等） 

住民が主体となった避難所運営や

防災関係機関等と連携した応急活動

を想定した実動訓練、中国５県共同

防災訓練等を実施 

②防災人材の育成・普及啓発 

・防災士養成研修や自主防災組織の

リーダー等への研修を実施 

・県民を対象とした防災安全講演会

を開催 

 ③防災備蓄物資の更新・補充 

防災備蓄物資整備計画で想定する

備蓄物資の更新・補充を実施 

 ④市町村等の防災力向上支援 

・被災地に派遣する職員等を対象に、

災害に係る住家の被害認定や避難

所運営等の実践的な研修を実施 

・三瓶山の情報共有のための連絡会

議やフィールドワークを開催 

⑤被災世帯の生活再建支援 

被災世帯に住宅の補修等に係る支

援金を支給した市町村に対し、当該

支援金の一部を支援 

 

 

防災部 
[防災危機管理

課] 

 

334 

 

拡充 

 

能登半島地震を踏

まえた災害対応力

の強化 

 

74,985 

[うち補正] 

10,785 

 

令和６年能登半島地震を踏まえ、半島

部での救助・受援に必要な体制・環境の整

備や、備蓄物資の追加・拡充等を実施 

①ドローンの整備・操作研修 

被災状況を迅速に収集し、対応を

判断するため、災害対策本部にドロ

ーンを配備するとともに、職員を対

象とした操作研修を実施 

②防災備蓄物資追加・拡充 

女性や子どもの視点を踏まえた避

難所の生活環境改善のための防災備

蓄物資を追加・拡充 

③災害対策本部室の改修 

発災後に速やかに災害対策本部室

としての体制を整えるための電気設

備改修、音響無線化等を実施 

 

 

防災部 
[防災危機管理

課] 
 

－223－



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

335 

  

原子力防災・安全

対策事業 

 

1,784,766 

[うち補正] 

698,837 

 

万一の原子力災害の発生に備え、原子

力防災資機材の更新、環境放射線等監視、

住民避難体制等を充実 

①原子力防災資機材の更新 

緊急時に備え、防護服、防護マスク

等の防災資機材の更新 

②モニタリング機能の強化 

放射線測定機器等の更新 

③２県６市による防災訓練の実施 

初動対応、住民避難、緊急時モニタ

リング等 

④普及啓発の実施 

広報誌やパンフレット等の作成配

布、講演会の開催等 

 ⑤原子力災害応急対応体制の実効性の 

向上 

原子力災害時の業務継続計画に基

づき確実に業務を実施するための職

員向け研修など 

 

 

防災部 
[原子力安全対

策課] 

 

336 

  

島根県原子力防災

安全等対策交付金 

 

310,837 

 

島根原子力発電所の立地市及び周辺３

市が実施する原子力防災安全、地域振興、

住民福祉の向上に資する対策を支援 

［交付額］ 

・核燃料税収入額に対して、以下の 

交付割合により算定した額 

・ただし、周辺３市については、交付 

割合で算定した額が、以下の基本額 

を下回る場合には、基本額を交付 

〔交付割合〕 〔基本額〕 

    松江市    12％ 

出雲市    ４％      ８千万円 

安来市    ２％      ４千万円 

雲南市    ２％     ４千万円 

 

 

防災部 
[原子力安全対

策課] 

 

337 

  

原子力発電施設等

立地地域基盤整備

支援事業交付金 

 

710,374 

 

 

 

国からの交付金を活用し、島根原子力

発電所の立地市及び周辺３市が実施する

避難の実効性向上を図るための事業を支

援 

①地域振興計画に基づく市道の舗装整

備、支障木伐採等の事業に対し補助 

②市が実施する除雪対策、落石対策等

の事業に対し補助（安全確保交付金

事業） 

 

 

防災部 
[原子力安全対

策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

338 

 

新規 

 

島根県原子力防災

安全等対策人件費

交付金 

 

160,088 

 

中国電力からの原子力関係業務に従事

する職員人件費負担金（５億円）を活用

し、島根原子力発電所の立地市及び周辺

３市の原子力関係業務に係る人件費につ

いて、県から人件費相当額を交付 

［交付額］ 

  松江市 9,679 万円 

  出雲市 2,730 万円 

  安来市 1,500 万円 

  雲南市 2,100 万円 

 

 

防災部 
[原子力安全対

策課] 
 

 

339 

  

原子力災害時等に

おける避難車両の

維持・確保事業 

 

 

15,152 
 

 

 原子力災害時等において、住民等の輸

送業務を担うバス事業者に対して、車両

の維持経費の一部を助成 

［助成対象者］ 

避難輸送等にかかる協定を締結し

ている（一社）島根県旅客自動車協会

の会員事業者 

［助成対象経費］ 

   貸切バスの維持経費 

［助成額］（定額） 

  ・大型バス ５万円／台 

 ・中型バス ４万円／台 

 ・小型バス ３万円／台 

 

 

地域振興部 
[交通対策課] 

 

340 

 

 

 

 

新型インフルエン

ザ等対策事業 

 

232,962 

 

 

 

新型インフルエンザ等の感染症発生時

に適切に対処するための体制整備 

①初動対応体制の確保 

帰国者接触者相談センターの設置、

ウイルス検査及び感染拡大防止対策

経費 

②空床確保 

県の要請により重症患者等の受入

れのために空床を確保した医療機関

を支援 

③備蓄物品の更新 

発生に備え備蓄している防護服等

の更新 

 

 

 

 

 

 

健康福祉部 
[薬事衛生課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

341 

 

 

 

新興感染症対応力

強化事業 

 

 

 

 

300,903 

[うち補正] 

300,903 

 

新興感染症の発生時に速やかに対応す

るための体制整備 

 ［事業の概要］ 

  ①施設整備 

感染症に対応した個室病床、個

人防護具の保管庫等の整備に対す

る支援 

  ②設備整備 

    簡易陰圧装置、検査機器、簡易ベ

ッド等の整備に対する支援 

  ③感染対策研修 

医師、看護師等を対象とした研

修を実施 

 ［助成率］ 

・個室病床の整備   2/3 

・個室病床の整備以外 10/10 

［負担割合］ 

 ・個室病床の整備 

国 1/3・県 1/3・事業者 1/3 

・個室病床の整備以外 

国 1/2・県 1/2 

 

 

健康福祉部 
[薬事衛生課] 

 

342 

 

 

 

風雪害等による農

業施設等復旧対策

事業 

 

 

400,000 
 

風雪害等に備え、農業施設等の復旧費

に対する助成額を計上 

 

 

 

農林水産部 
[農山漁村振興 

課] 

 

 

343 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路整備事業（落

石対策） 

 

 

 

2,077,081 

[うち補正] 

929,440 

 

道路の安全を確保するため、「落石に係

る道路防災計画」に基づく対策等を実施 
［主な実施内容］ 

・道路斜面点検及び危険な石の除去 

・落石防護網等の設置 

 

 

土木部 

［道路維持課］ 

 

 

 

344 

 

 

 

  

河川整備事業（江

の川流域浸水対

策） 

 

826,950 

[うち補正] 

86,100 

 

近年の豪雨災害により幾度も浸水被害

を受けた地区の再度被災を防ぐため、江

の川支流県管理河川の河道拡幅、築堤、樋

門整備等を実施 

 

 

 

 

 

 

土木部 

[河川課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

345 

  

ＰＣＢ含有塗膜処

理事業（橋梁・ダ

ム） 

 

655,000 

 

 

塗膜中にＰＣＢ含有が確認されている

県管理の橋梁及びダムの放流ゲート等に

ついて、法律上の期限である令和９年３

月までに塗膜の剥取・処分、再塗装を実施 

［事業期間］Ｒ４～８ 

 

 

土木部 

[道路維持課] 

[河川課] 

 

 

346 

 

 

 

 

 

 

 

防災集団移転促進

事業支援交付金 

 

7,000 
 

 住民の生命等を災害から保護するた

め、浸水想定区域並びに土砂災害警戒区

域及び土砂災害特別警戒区域内にある住

居を対象に国の防災集団移転促進事業を

実施する市町村の取組を支援 

［事業主体］市町村 

［対象区域］ 

・浸水想定区域 

・土砂災害警戒区域及び土砂災害特

別警戒区域 

［交付要件］ 

対象家屋（対象５戸以上）の移転先

が同一市町村であること 

［交付率］市町村の実負担額の 1/2 

［交付上限額］250 万円／戸 

 

 

土木部 

[都市計画課] 

 

347 

 

 

 

 

 

木造住宅耐震改修

等事業 

 

 

 

8,534 

  

 

国の新耐震基準導入（昭和 56 年）以前

に建築された木造住宅の耐震化を促進す

るため、補強計画策定や改修等の経費を

助成 

［実施主体］市町村 

［上限額］ 

・補強計画策定   100,000 円／戸 

・耐震改修・建替え 209,000 円／戸 

・解体       100,000 円／戸 

・総合的支援（設計・耐震改修等） 

250,000 円／戸 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土木部 

[建築住宅課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

348 

 

 

 

 

 

要安全確認計画記

載建築物に対する

耐震診断・改修等

助成事業 

 

49,334 

 

地震災害時に人命救助活動等に必要な

物資、要員等の広域的な緊急輸送を行う

道路を閉塞させる恐れがある建築物の耐

震診断及び改修等に要する経費の一部を

助成 

［実施主体］市町村 

［対象施設］ 

国の新耐震基準導入（昭和 56 年）

以前に建築され、県及び市町村の耐

震改修促進計画において指定した緊

急輸送道路沿いで道路を閉塞する恐

れがある建築物 

①耐震診断助成 

［負担割合］ 

国 1/2・県 1/4・市町村 1/4 

［上限額］ 

1,050 円／㎡～3,670 円／㎡以内 

②耐震改修助成 

［負担割合］ 

国 2/5・県 1/6・市町村 1/6・ 

事業者 4/15 など 

［上限額］ 

住宅   34,100 円／㎡以内 

住宅以外 51,200 円／㎡以内 

（Is 値 0.3 未満の場合 56,300

円／㎡） 

 

 

土木部 

[建築住宅課] 

 

349 

 

 

 

 

 

ブロック塀等の安

全確保事業 

 

 

 

2,990 

 

 

地震発生時におけるブロック塀等の倒

壊または転倒による災害を防止するた

め、危険性の高いブロック塀等の撤去等

に要する経費の一部を助成 

［実施主体］市町村 

［対象経費］ 

県・市町村が指定する避難路等に

面している危険性が高いブロック塀

等の撤去費（撤去後に安全なフェン

ス等を設置する経費を含む） 

［県助成上限額］66,000 円／件 

［負担割合］ 

国 1/3・県 1/6・市町村 1/6・ 

所有者 1/3 など 

 

 

 

 

 

土木部 

[建築住宅課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

350 

 

 

 

 

 

老朽危険空き家除

却支援事業 

 

 

 

22,200 

 

 

老朽危険空き家の除却を促進するた

め、除却費用の一部を助成 

［実施主体］市町村 

［対象施設］ 

住宅地区改良法に規定する不良住

宅のうち、倒壊した際に、前面道路ま

たは隣地へ影響を及ぼす恐れがある

老朽危険空き家 

［県助成上限額］30 万円 

［負担割合］ 

国 2/5・県 1/5・市町村 1/5・ 

所有者 1/5 など 

 

 

土木部 

[建築住宅課] 
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Ⅷ 安全安心な暮らしを守る 

２ 安全な日常生活の確保 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

351 

 

 

 

 

消費者団体等活動

支援事業 

 

 

 

6,403 
 

消費者被害を防ぐため、地域や職域に

おける消費者教育や啓発を担う消費者リ

ーダーの活動や、地域の見守りを行う団

体の活動を支援（No.174 再掲） 

①地域消費者活動支援事業 

消費者リーダー育成講座の実施 

②消費者団体活動支援 

消費生活の安定向上を目的として、

適格消費者団体の認定を目指して活

動するＮＰＯ法人消費者ネットしま

ねの活動を支援 

③地域見守りネットワーク支援 

市町村へ地域見守り活動について

の研修等を実施 

 

 

環境生活部 
[環境生活総務

課] 

 

 

352 

 

 

 

 

犯罪被害者等支援

の推進事業 

 

 

 

2,262 

 

 

犯罪被害者等支援の広報啓発や犯罪被

害者等に対する見舞金の支給を実施 

①県民に対する広報啓発 

・ラッピングバスへの広告掲出によ

る広報啓発 

・犯罪被害者等への理解を深めるた

めの講演会の開催 

・被害者支援窓口リーフレット作成 

 等 

②市町村担当者会議及び研修の開催 

③見舞金支給 

［対象］ 

犯罪被害者の遺族、又は重傷病

や精神疾患を負った犯罪被害者 

［支給額］ 

・遺族見舞金  30 万円 

・重傷病見舞金 10 万円 

・精神療養見舞金５万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
環境生活部 
[環境生活総務

課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

 

353 

 

 

 

 

動物管理等対策事

業 

 

 

39,492 

 

 

動物愛護思想の普及及び適正飼養の啓

発を図り、犬猫の殺処分数の減少及び環

境被害の防止を推進 

①動物愛護に係る啓発イベントを実施 

②ボランティアと連携し、動物の譲渡

を実施 

③飼い主のいない猫による環境侵害が

発生している地域を対象に、餌やり

や環境美化のルール作りを支援する

とともに、猫の不妊去勢手術を実施 

④飼い猫及び飼い主のいない猫につい

て不妊去勢手術に係る費用の一部を

支援 

［助成額］雄 5,000 円、雌 10,000 円 

 

 

健康福祉部 
[薬事衛生課] 

 

 

354 
  

特殊詐欺等被害防

止対策事業 

 

10,799 

 

特殊詐欺やＳＮＳを悪用した犯罪等の

被害防止のため、犯罪手口や被害年齢層

の特性を踏まえた啓発活動、防犯情報の

発信等を実施 

 

 

警察本部 

 

355 

 

新規 

 

運転免許試験車両

整備事業 

 

15,941 
 

大型車・中型車等におけるオートマチ

ック車限定の運転免許が順次導入される

ことに伴い、運転免許試験に必要な試験

車両を整備 

 

 

警察本部 
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（参考１）令和７年度ふるさと島根寄附金（ふるさと納税）活用事業 

（単位：千円） 

寄附メニュー 事業名 事業概要 
全体 

事業費 

寄附金 

充当額 
部局名 

 

産業の振興 

 

未来へつなぐ工芸

品総合振興事業（伝

統的工芸品展出展

支援事業） 

 

 

 東京都及び大阪府で開催され

る伝統的工芸品展に島根ブース

を設け、首都圏等の消費者への

ＰＲを実施 

 

 

1,513 

 

600 

 

商工労働部 

 

地域ＩＴ人材育成・

確保強化支援事業 

 

 県内の教育機関と県内ＩＴ企

業が連携し、ＩＴスキル習得の

ための授業や学生と県内ＩＴ企

業の交流会を実施 

 

 

43,889 

 

1,900 

 

商工労働部 

 

自然環境の保

全 

 

宍道湖・中海賢明利

用推進事業 

 

 ラムサール条約湿地である宍

道湖・中海の保全再生と、そこか

ら得られる恵みを持続的に活用

するために、児童・生徒による宍

道湖・中海に流入する河川調査

を実施 

 

 

22,768 

 

1,831 

 

環境生活部 

 

医療・福祉の

充実 

 

 

患者サービスの質

の向上に係る環境

整備事業 

 

 

患者へのサービス向上のた

め、医療機器等を整備 

 

 

2,648 

 

800 

 

健康福祉部 

 

がん関連図書整備

事業 

 

 

がんに関する正しい知識の普

及を図るため、がんの一般知識、

闘病記等がんに関連する図書を

購入し、県立図書館に設置 

 

 

100 

 

100 

 

健康福祉部 

  

がん患者社会参加

応援事業（医療用ウ

ィッグ等購入経費

助成事業） 

 

 

 がん患者の社会参加を促すた

め、医療用ウィッグ等の購入費

を助成 

 

2,500 

 

2,100 

 

健康福祉部 

 

ハンセン病の隔離

の歴史と人権を学

ぶ国立療養所訪問

事業 

 

 

県民に対して、ハンセン病の

歴史を学び、偏見や差別のない

社会の大切さや生き方を学ぶ機

会を提供 

 

 

1,917 

 

200 

 

健康福祉部 

 

－232－



 （単位：千円） 

寄附メニュー 事業名 事業概要 
全体 

事業費 

寄附金 

充当額 
部局名 

 

 

 

戦争体験を語り継

ぐ次世代継承事業 

 

 

 戦争を経験していない世代

が、戦争体験を継承し、戦争非体

験者に語り継ぐための継承活動

を支援 

 

 

300 

 

300 

 

健康福祉部 

 

障がい者施策推進

事業（ヘルプマーク

普及推進事業） 

 

 内部障がいや難病等外見から

は援助や配慮を必要としている

ことが分かりにくい方が周囲に

配慮を必要としていることを知

らせるための「ヘルプマーク」を

交付・普及 

 

 

1,230 

 

1,230 

 

健康福祉部 

 

障がい者芸術文化

活動支援事業 

 

 

障がいのある方々の取組を広

く紹介するため、障がい者アー

ト展作品集を制作 

 

 

500 

 

500 

 

健康福祉部 

 

教育・文化の

振興 

 

島根県所蔵の美術

作品を活用した教

育文化振興事業 

 

 

グラントワ開館以降に収集し

た作品、これまで行ってきた調

査研究の成果を組み込んだ新し

いコレクション図録を作成 

 

 

2,600 

 

1,000 

 

環境生活部 

 

島根県立美術館企

画展示事業 

 

島根の工芸の一つである石見

長浜焼・長浜人形の特集展示を

実施 

 

 

1,200 

 

1,200 

 

環境生活部 

 

消費者教育実践研

究事業 

 

 

 

 学校における児童・生徒向け

の消費者教育を推進するため、

授業方法の研究や教材開発を実

施 

 

 

970 

 

600 

 

環境生活部 

 

世界を目指すアス

リート支援事業 

 

 

 国際大会で活躍できる選手を

育成するため、全国規模の大会

で活躍している選手とその指導

者の国外・県外遠征費を助成 

 

 

 

 

 

 

 

4,100 

 

1,000 

 

環境生活部 
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（単位：千円） 

寄附メニュー 事業名 事業概要 
全体 

事業費 

寄附金 

充当額 
部局名 

 

子どもの読書

活動の促進 

 

 

ビブリオバトル島

根県大会開催事業 

 

高校生の読書活動を推進する

ため、生徒がお互いに本の魅力

を紹介する機会を創出 

 

 

320 

 

320 

 

教育委員会 

 

おすすめしたいこ

どものほん事業 

 

図書館司書が選書した「おす

すめしたいこどものほん」の整

備 

 

 

2,515 

 

2,515 

 

教育委員会 

 

特別支援学校図書

館教育推進事業 

 

障がいの状態や特性、発達の

段階を踏まえた蔵書を整備 

 

 

948 

 

300 

 

教育委員会 

 

竹島の領土権

の確立 

 

竹島領土権の確立

に関する事業 

 

 竹島問題の解決に向け、国民

世論の啓発を図るため、広報啓

発活動を実施 

 

 

8,780 

 

4,000 

 

総務部 

 

森林の保全及

び整備 

 

県民の森整備費（森

林林業体験活動推

進事業） 

 

 景観維持・安全確保・快適利用

のため、県民の森の環境整備を

実施 

 

 

4,663 

 

614 

 

農林水産部 

 

防災対策の推

進 

 

地域防災人材育成

研修事業 

 

 自主防災組織の結成及び活動

促進につながる人材育成研修を

実施 

 

 

350 

 

337 

 

防災部 

 

移住・定住の

促進 

 

 

ふるさと島根定住

推進事業 

 

ふるさと島根定住財団を中心

に、市町村や関係団体と連携し、

地域別、年代別など属性に応じ

た県単独の移住イベントを開催 

 

 

46,920 

 

21,497 

 

地域振興部 

 

島根県グローカル

人材育成支援事業 

 

 グローバルな視点を有する意

欲のある若者の育成と県内定着

を促進するため、海外留学や県

内企業でのインターンシップ等

を組み合わせたプログラムを実

施 

 

 

 

 

10,000 

 

2,000 

 

商工労働部 
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（単位：千円） 

寄附メニュー 事業名 事業概要 
全体 

事業費 

寄附金 

充当額 
部局名 

 

 

活動団体の自立促

進と活性化事業 

 

 

 

 

ＮＰＯ、行政、企業などの関係

者による地域課題検討会や、県

内外の関係者をつなぐためＳＮ

Ｓ等を活用した情報発信体制の

強化を実施 

 

 

35,483 

 

 

1,315 

 

 

環境生活部 

 

結婚・出産・子

育ての支援 

 

しまね保育実習等

旅費支援事業 

 

 県内での就職を促すため、県

外の学生が県内保育所等で実習

する場合、旅費の一部を助成 

 

 

884 

 

884 

 

健康福祉部 

 

2030 年開催

予定の島根か

み あ り 国 ス

ポ・全スポに

関する事業 

 

 

ジュニアアスリー

ト強化事業 

 

 

全国規模の大会で入賞実績の

あるジュニアアスリートを始め

とする、島根かみあり国スポに

おいて主力として期待される選

手に対する遠征費を助成 

 

 

34,380 

 

500 

 

環境生活部 

 

広報・機運醸成事業 

 

 

大会認知度の向上、県民の機

運醸成に向け、各種媒体やグッ

ズ、イメージソングを活用した

広報を実施 

 

 

18,690 

 

500 

 

環境生活部 

合計  48,143  
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（参考２）令和７年度 新しい地方経済・生活環境創生交付金事業（第二世代交付金）

１．ソフト事業

 (1)新規事業 （単位：千円）

242,945

(121,472)

283,738

(141,869)

335,604

(167,802)

359,890

(179,945)

208,395

(104,197)

47,745

(23,872)

86,183

(43,091)

40,000

(20,000)

305,000

(152,500)

160,919

(80,459)

207,256

(103,628)

2,277,675

(1,138,835)

7
関西及び県内のゲートウェイを活用し
た外国人観光客誘致プロジェクト

 ○訪日外国人向け誘客プロモーション
 ○国際定期便の就航実現に向けた国際
   チャーター便運行支援・受入体制確保

3年
(令和7年～9年)

8
小泉八雲・セツゆかりの地域資源とテ
レビドラマを活用した観光振興事業

 ○小泉八雲の妻、小泉セツをモデルと
　 したテレビドラマ等を活用した情報
   発信や誘客促進

2年
(令和7年～8年)

合　計

9
“ご縁も、美肌も、しまねから。”～
新たな魅力で人を呼び込む観光地域づ
くり～

 ○美肌モデル事業の造成支援
 ○旅行会社や交通機関等と連携した誘
   客推進
 ○情報発信・メディアプロモート

2年
(令和7年～8年)

10
地域経済を牽引！強くしなやかな食品
産業育成プロジェクト

 ○地域経済を牽引する食品製造企業の
   育成
 ○外部環境の変化に対応できる食品製
   造企業の育成

2年
(令和7年～8年)

11 若者の県内就職促進プロジェクト
 ○高校生等の県内就職促進
 ○県内外の大学生等の県内就職促進
 ○地域ＩＴ人材育成・確保強化

2年
(令和7年～8年)

3年
(令和7年～9年)

6
しまねが誇る伝統工芸・伝統文化活性
化事業

 ○伝統工芸品販路開拓支援
 ○伝統工芸品を活用した観光振興

3年
(令和7年～9年)

5 農林水産業活性化事業
 ○人材確保・定着支援
 ○継続経営が可能となる収益の確保
 ○労働生産性向上に係る支援

3
集積産業を中心とした県内製造業の成
長性強化

 ○特殊鋼・鋳物産業における暑熱対策
   としての設備導入支援
 ○石州瓦関連産業の維持・拡大

3年
(令和7年～9年)

4 労働生産性向上プロジェクト

 ○省力化投資支援
 〇専門家派遣による事業継続力強化支援
 ○デジタル技術導入支援
 ○生産性向上・高度化支援

3年
(令和7年～9年)

1
産官学で連携した島根を創る人づくり
プロジェクト～育成・還流・定着～

 ○若者と島根が関わる機会の拡大
 ○県内企業の採用力の強化
 ○就職マッチング力の強化

3年
(令和7年～9年)

2
安心して働き、暮らせる生活環境の創
生事業

 ○中山間地域の維持・発展に向けた総
   合対策
 ○地域内における経済循環の促進
 ○生活交通ネットワークへの総合的な
   支援
 ○生活交通の担い手確保

3年
(令和7年～9年)

Ｒ７年度事業費（うち交付金）：2,715,602千円（1,378,986千円）

番
号

交付対象事業の名称 事業の概要 事業期間 R7年度事業費
(うち国交付金)

　                        （注）事業費はR7当初予算計上額（国への申請予定額）
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 (2)継続事業 （単位：千円）

155,092 168,177

(77,546) (99,653)

42,126 52,327

(22,068) (31,787)

60,021 38,680

(30,010) (19,340)

15,200 14,000

(7,600) (7,000)

272,439 273,184

(137,224) (157,780)

※ 「横展開型」 … 先駆的・優良事例の横展開を図る事業

　 「移住・起業・就業型」 … わくわく地方生活実現政策パッケージに基づく移住・起業・ 就業支援事業

２．拠点整備事業

 (1)新規事業 （単位：千円）

164,743

(82,371)

164,743

(82,371)
合　計 －

　している。

1 島根県民会館整備事業

○大・中ホールのリニューアル
○館内空調設備、会議室等音響及び照明
　器具更新
○トイレのバリアフリー化
○楽屋改修　等

3年
(令和7年～9年)

－

2
外国人の受入れ・共生事業
（多文化共生推進拠点施設
整備事業）

○専用相談室、研修室の整備
○会議等の開催が可能なスペースの整備

1年
(令和7年)

－

※ 「島根県民会館整備事業（R7～R9）」は、R７年度に交付金対象事業がないため、「R7年度事業費（うち国交付金）」を「 － 」と

合　計

　 「プロフェッショナル人材事業型」 … デジタル人材地域還流戦略パッケージに基づくプロフェッショナル人材募集の推進に資する
                                      事業

番
号

交付対象事業の名称 事業の概要 事業期間
R6年度事業費

(うち国交付金)
R7年度事業費
(うち国交付金)

3

縁結びからはじまる、しま
ねの応援プロジェクト
～笑顔あふれる結婚・子育
て・働き方支援～

 ○結婚支援
 ○しまね子育て応援
 ○女性の活躍推進
 ○ワーク・ライフ・バランスの支援

横展開型 5年
(令和4年～8年)

4
環境×教育×観光による持
続可能な地域づくりプロ
ジェクト

 ○隠岐地域の情報発信 横展開型 3年
(令和6年～8年)

1 島根県移住支援・マッチン
グ支援事業、起業支援事業

 ○移住支援金
 ○マッチング支援
 ○起業支援金

移住・起業
・就業型 4年
(令和6年～9年)

2 プロフェッショナル人材
確保推進事業

 ○プロフェッショナル人材のＵＩＪタ
   ーン促進
 ○有料人材ビジネス会社への紹介手数
   料補助

プロフェッショ
ナル人材事業型

5年
(令和5年～9年)

R7年度事業費
(うち国交付金)

番
号

交付対象事業の名称 事業の概要 事業型※

事業期間
R6年度事業費

(うち国交付金)
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